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当協会HP（https://jcmanet.or.jp/books/yoran2022/）の「要覧2022お問合せフォーム」より

お問い合わせください。

一般社団法人 日本建設機械施工協会

　当協会では、国内における建設機械を網羅した『日本建設機械要覧』を2022年3月に刊行し、現場技術者の

工事計画の立案、積算、機械技術者の建設機械のデータ収集等に活用頂き、好評を頂いております。

　このたびこの建設機械要覧に関して更に便利に活用いただくよう新たに次の2種類の電子書籍（PDF）版を発

売いたしますので、ここにご案内申し上げます。

　是非とも活用いただきたく、お願い申し上げます。

発売時期

2022年6月1日　HP：http://www.jcmanet.or.jp/

Webサイト　要覧クラブ

　日本建設機械要覧2022およびスペック一覧表電子書

籍（PDF）版購入の方への特典として、当協会が運営す

るWebサイト（要覧クラブ）上において2001年版か

ら、2019年版日本建設機械要覧のPDF版が閲覧及びダ

ウンロードできます。これによって2022年版を含める

と1998年から2021年までの建設機械データが活用い

ただけます。

　また、同じ要覧クラブ上で新機種情報も閲覧およびダ

ウンロードできます。

様々な環境で閲覧できます。

タブレット、スマートフォンで外出先でもデータ

にアクセスできます。

日本建設機械要覧2022 電子書籍（PDF）版
発売のご案内
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38 H11 年 4 月 建設機械図鑑 2,750 700
39 H10 年 3 月 大型建設機械の分解輸送マニュアル【CD-R 販売】 3,960 3,520 250
40 H 9 年 5 月 建設機械用語集 2,200 1,980 700
41 H 6 年 8 月 ジオスペースの開発と建設機械 8,382 7,857 700
42 H 6 年 4 月 建設作業振動対策マニュアル 6,286 5,657 700
43 H 3 年 4 月 最近の軟弱地盤工法と施工例 10,266 9,742 700
44 S63 年 3 月 新編　防雪工学ハンドブック【POD 版】 11,000 9,900 700
45 S60 年 1 月 建設工事に伴う濁水対策ハンドブック【CD-R 販売】 6,600 250
46 建設機械履歴簿   419 250

47 毎月　25 日 建設機械施工 880 792 700
定期購読料　年12冊　9,408円（税・送料込）

購入のお申し込みは当協会 HP　http://www.jcmanet.or.jp の出版図書欄の「ご購入方法」から「図書購入申込書」をプリ
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巻頭言

建設 DX 推進のための�
データ・システム・組織

小　澤　一　雅

─おざわ　かずまさ　東京大学大学院工学系研究科─

デジタル・トランスフォーメーション（DX）の推
進に，官民を問わず数多くの組織が関心を寄せている。
経済産業省が作成した「デジタルトランスフォーメー
ションを推進するためのガイドライン Ver.1.0」1）の
中では，DXを“企業がビジネス環境の激しい変化に
対応し，データとデジタル技術を活用して，顧客や社
会のニーズを基に，製品やサービス，ビジネスモデル
を変革するとともに，業務そのものや，組織，プロセ
ス，企業文化・風土を変革し，競争上の優位性を確立
すること”と定義している。また，DX 推進の要諦は，
多様なデータの連携から新たな価値を創造することで
あり，その推進力はデータとデジタル技術を活用して
従来の仕事のプロセスや働き方を変革するトップの
リーダーシップであると言われる。建設 DX を推進す
るためには何をすれば良いのであろうか？

まず，データ活用のためのデータ整備を図る必要が
ある。データが生成される源を特定し，品質が担保さ
れたデータを収集・加工・結合して，データを活用す
る現場までの一連の処理の流れを構築するとともに，
各データを説明するためのメタデータを用意する。
時々刻々と変化する建設現場の状況を常に計測しなが
ら，工事に係る関係者の判断に有用な情報を適切なタ
イミングで提供するためには，一連の処理を高速で行
えるような工夫とともに，現場における通信環境を整
備することも重要となる。

次に，事業ごとに異なる多様な関係者が関与するイ
ンフラ事業において，多様なデータを広く活用するた
めには，異なる組織間でデータやアプリケーションを
活用するためのシステムが必要である。プラット
フォームとも呼ばれるデータやシステムの連携基盤を
協調領域として整備し，これを運用するための仕組み
を開発するのが良い。分散管理されたデータベースと
疎結合した連携基盤を通して，必要なデータを検索・
抽出・加工・結合し，各種アプリケーションを通して
ユーザに必要な情報が提供される。ユーザが求めるア

プリケーション開発がデータの収集とは独立して自由
に実施可能となり，新たな市場形成が期待される。

土木研究所が提案する建設機械の制御信号の共通化
も，協調領域と競争領域を整理し，研究開発の重複を
防ぎ，同一現場で複数メーカの連携を容易にするもの
である 2）。この共通制御信号をコアにした情報開示型
の自律施工技術基盤（オープンプラットフォーム）を
整備することにより，この分野の新技術導入を加速し，
開発成果物の再利用性を向上させることが期待されて
いる。

さらに，新たな製品やサービスを提供し，新しい仕
事の仕方を実現するためには，DX 推進のための組織
変革が有効と言われる。DX を推進する専門チームを
構築し，関係する各部署との連携をとりながら，その
スピードアップを図る必要がある。BIM 等の 3 次元
モデルを理解し，事業の各段階でデータを有効活用す
るだけでなく，これまでに蓄積されてきた建設技術と
最新のデータサイエンスやデジタル技術を組合わせる
ことにより，新たな仕事の仕方を創造することが可能
となる。建設技術とデジタル技術をつなぐことができ
る双方を理解できる人材の育成が肝要である。

DX は，これらの活動を通して，ビジネス，組織，
プロセスや文化の変革をもたらすと言われる。一方で，
インフラ施設やサービスを預かる技術者は，社会や利
用者のニーズに向き合い，フィジカルを熟知した技術
者として，インフラサービスの創出を図ることが肝要
である。DX は，そのためのツールであり，建設産業
がより付加価値の高いインフラサービスを提供する国
際競争力の高い産業として発展することが望まれる。

《参考文献》
	 1）	 経済産業省：「デジタルトランスフォーメーションを推進するための

ガイドライン Ver.1.0」，平成 30 年 12 月
	 2）	 土木研究所先端技術チーム：「自律施工技術開発促進に向けた土木研

究所の取組およびデモンストレーション」，2021 年 11 月 24-26 日



5建設機械施工 Vol.74　No.7　July　2022

田　中　洋　介

国土交通省は，2016 年度より建設現場の生産性の向上を目指し，「i-Construction」を推進してきた。現
在は，「i-Construction」の取組を中核に，更に発展させ，データとデジタル技術を活用し，業務や組織等
を変革する「インフラ分野の DX」を推進している。本稿では，「i-Construction」と「インフラ分野の
DX」の関係を整理したほか，インフラ分野の DX の推進に向けた取組状況や今年 3 月に策定・公表した「イ
ンフラ分野の DX アクション」について，具体的な事例も交えながら紹介する。
キーワード：‌�インフラ分野の DX，i-Constrcution，インフラ分野の DX アクションプラン

1．はじめに

我が国は，現在，人口減少社会を迎えており，働き
手の減少を上回る生産性の向上等が求められている。
そこで，国土交通省では，2025 年度までに建設現場
の生産性を 2 割向上することを目指して 2016 年度よ
り「i-Construction」の取り組みを推進している。具
体的には，①建設現場における調査・測量，設計，施
工，検査等のあらゆる建設生産プロセスにおいて ICT

（情報通信技術）を活用すること，②設計，発注，材
料の調達，加工，組立等の一連の生産工程や，維持管
理を含めたプロセス全体の最適化が図られるよう，全
体最適の考え方を導入し，サプライチェーンの効率
化，生産性向上を目指すこと，③国庫債務負担行為等
の活用により年度末に集中する工事量を平準化するこ
との 3 つの施策をトップランナー施策として推進する
他，BIM/CIM 等 の 3 次 元 デ ー タ の 利 活 用 促 進 や

「i-Construction」を推進するための広報等，建設現場
の生産性を向上させるための様々な取り組みを推進し
てきた。

また，政府を挙げたデジタル社会への変革が求めら
れる中，今般の新型コロナウイルス感染症も踏まえ，
国土交通省においてもこれまでの i-Construction の取
組を中核に，更に発展させ，データとデジタル技術を
活用し，建設現場の生産性向上のみならず職員自身の
働き方改革等も含めたインフラ分野の DX（デジタル・
トランスフォーメーション）を推進しているところで
ある（図─ 1）。

2．インフラ分野のDXの取組状況（2020年度）

インフラ分野の DX の加速化に向け，国土交通省で
は，省横断的に取り組みを進めるべく，「国土交通省
インフラ分野の DX 推進本部」を 2020 年 7 月に設置
するとともに第 1 回本部会議を開催，その後，2021
年 1 月までに 3 回の本部会議を開催している。

第 2 回本部会議（2020 年 10 月開催）では，インフ
ラ分野の DX 施策概要を議論し，その中で，以下に示
す 4 つの大きな方向性で取り組みを推進することとし
た。

1．行政手続きや暮らしにおけるサービスの変革
2．�ロボット・AI 等の活用で人を支援することによ

る，現場や暮らしの安全性の向上
3．�デジタルデータを活用した仕事のプロセスや働

き方の変革
4．DX を支えるデータ活用環境の実現
第 3 回本部会議（2021 年 1 月開催）では，インフ

ラ分野の DX 施策概要のそれぞれに紐付く個別施策の
整理や将来的な取組みの方向性を議論し，これを踏ま
え，2021 年 2 月 9 日にインフラ分野のデジタル・ト
ランスフォーメーション（DX）施策を公表した。

3．インフラ分野のDXの取組状況（2021年度）

上述の通り，インフラ分野の DX 施策を公表したと
ころであるが，令和 3 年度からは，それをより具体的
に進めるべくアクションプランの策定に着手すること
とした。また，国土交通省の内外に「インフラ分野の

国土交通省が推進するインフラ分野の DX
行政情報

特集＞＞＞　建設施工のDX
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DX」をより分かりやすく説明するため，その概要を
改めて整理した。
「インフラ分野の DX」は，「デジタル技術の活用で

インフラまわりをスマートにし，従来の『常識』を変
革」するものであると位置づけ，具体的な施策を「手
続きなどいつでもどこでも気軽にアクセス」「コミュ
ニケーションをよりリアルに」「現場にいなくても現
場管理が可能に」の 3 つの観点で整理することとした

（図─ 2）。
まず 1 点目の「手続きなどいつでもどこでも気軽に

アクセス」であるが，これはインフラに関係する諸手
続やサービスについて，その利便性向上を図るもの
で，例えば，特殊車両通行手続きの効率化や民間事業
者・港湾管理者における手続きの効率化・非接触化，
高速道路やその他多様な分野における ETC 等による
キャッシュレス化・タッチレス化などが挙げられる。

次に 2 点目の「コミュニケーションをよりリアルに」
については，対象者の内外を問わず，より理解しやす
いコミュニケーションを図るもので，例えば，水害リ
スク情報の 3 次元での提供によるリアルに認識できる
リスク情報の提供や，官庁営繕事業における BIM 活
用などが挙げられる。

続いて 3 点目の「現場にいなくても現場管理が可能
に」であるが，従来から進めている建設現場の生産性
向上を図る取組みである「i-Construction」に包含さ

れる ICT 施工について，その更なる拡大，といった
イメージとなる。具体的には，受注者・発注者を問わ
ず，建設現場の省人化や効率化の更なる追求を図るも
のであり，例えば建設施工における自動化・自律化の
促進や AI・ICT・新技術の導入による道路の点検・
維持管理の高度化・効率化などが挙げられる。

また，上記 3 つの観点に加え，位置情報の共通ルー
ル（国家座標）の推進や DX データセンターの整備な
どといった，「インフラ分野の DX を支える仕組みや
基盤の整備」も重要である。

2021 年 11 月 5 日に開催した第 4 回国土交通省イン
フラ分野の DX 推進本部会議では，上記の「インフラ
分野の DX」の概念についての認識共有と，主な施策
の進捗について紹介を行った。

4． 2022年はインフラ分野の DX「挑戦の年」
～インフラ分野の DXアクションプラン
の策定～

インフラ分野の DX の推進に向け，2022 年を DX
による変革に果敢に取り組む「挑戦の年」と位置づけ
たところであり，一層取り組みを加速化していきたい
と考えている。

2022 年 3 月 29 日に開催した第 5 回国土交通省イン
フラ分野の DX 推進本部会議では，国土交通省が所管

図─ 1　i-Construction とインフラ分野のDXの関係
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する各分野における施策ごとの取組概要や具体的な工
程表で構成される「インフラ分野の DX アクションプ
ラン」について議論し，翌日の 3 月 30 日に策定・公
表した（図─ 3）。アクションプランは，以下の 3 つ
の柱から構成されている。

（1）行政手続きのデジタル化
インフラ分野に係る各種手続きのデジタル化を推進

することにより，例えば，24 時間 365 日 WEB シス
テム等により申請・許可取得の実現により「手続きな
どいつでもどこでも気軽にアクセス」出来ることを目
指す取組である。

（2）情報の高度化とその活用
3 次元データ等によるコミュニケーションを促進す

ることによる受発注者や地域住民等との理解促進・合
意形成の効率化・円滑化を図ることにより「コミュニ
ケーションをよりリアルに」出来るとともに，国土交
通省を含めた関係機関等が有するインフラデータを公
開し，利用促進を図ることによるサービスの向上や新
たなサービス創出等の促進・発展を目指す取組である。

（3）現場作業の遠隔化・自動化・自律化
建設現場にいなくても建設機械の遠隔操作や出来

型・品質検査等を可能とすることで，省人化・効率化

図─ 2　インフラ分野のDXの全体像

図─ 3　インフラ分野のDXアクションプラン　表紙（左），各施策の取組の掲載例（右）
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により「現場にいなくても現場管理が可能に」なるこ
とを目指し，生産性の向上や現場環境の改善に繋げる
取組である。

アクションプランにおいては，各施策の目指す姿と
工程等，実現に向けた実行計画に加えて，利用者目線
で実現できる事項を盛り込んだ。さらにアクションプラ
ンに位置付ける取組に加えて，国土交通省におけるイ
ンフラ整備・維持管理に最前線で携わる各地方整備局
等における主な取組についても取りまとめた（図─ 4）。

策定したアクションプランは国土交通省としてのイ
ンフラ分野の DX の取組方針を具体化したものである
が，施策の具体化・実現化に向けて関係者との連携，
協働が必要である。社会の変革スピードが加速化して
いる状況下において，社会ニーズや要請に対する施策
展開を，従来の「常識」にとらわれず，インフラ分野
の DX の推進により柔軟に対応していくことが求めら
れており，アクションプランに基づき国土交通省が一
丸となって取組を進めていきたいと考えている。

5．おわりに

本稿では，国土交通省が推進しているインフラ分野
の DX について紹介したが，新型コロナウイルス感染
症の発生を契機に時代の転換点を迎える中，陸海空の
インフラの整備・管理により国民の安全・安心を守る
という使命と，より高度で便利な国民サービスの提供
を担う国土交通省が，学界や民間と連携・協調を図り
つつ，インフラ分野のDXの先導役を果たしていきたい。

�

注意）�本稿は執筆時点（2022 年 5月中旬）での情報である。インフラ分
野のDXの最新状況については，国土交通省HPなども適宜，参照
されたい。

図─ 4　荒川 3D河川管内図（左），VR橋梁点検研修（右）

［筆者紹介］
田中　洋介（たなか　ようすけ）
国土交通省
大臣官房　技術調査課
課長補佐
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金　森　宗一郎・味　田　　　悟・岡　本　由　仁

建設業では，担い手不足の深刻化が懸念されており，建設現場の抜本的な生産性向上は喫緊の課題であ
る。現場の生産性向上に資する技術の一つとして，建設機械施工の自動化・自律化・遠隔化技術および施
工データの API 連携が期待されている。本報文では，建設機械施工の自動化・自律化・遠隔化技術の普
及に向け国土交通省が設置した「建設機械施工の自動化・自律化協議会」の活動内容，および施工データ
の API 連携が実現した場合に想定されるユースケースについて述べる。
キーワード：‌�安全，生産性向上，施工管理，自動化・自律化，データ活用，API

1．はじめに

我が国では少子高齢化に伴い，就業者の高齢化が進
んでいる。その中でも建設業就業者の高齢化は他業種
と比較して顕著である（図─ 1）。近い将来，建設業
に従事する高齢者が大量に退職することが見込まれ
る。更に人口減少の影響で新たに建設業に就業する者
も減少していくことが予測される。これらのことか
ら，深刻な担い手不足により，建設業の持続性が失わ
れることが懸念されている。

平時の社会インフラの整備・維持管理に加え，災害
発生時に迅速な対応を行うことは国民の生命・財産を
守るために重要であり，それらを行う上で大きな役割
を果たす建設業の持続性の確保は喫緊の課題である。

担い手不足が進む中で建設業の持続性を確保するた
めには，建設現場の抜本的な生産性向上が必要であ
る。そこで，国土交通省では平成 28 年度から ICT 等
を用いた効率的な建設を目指す「i-Construction」を
推進している。土工においては，ICT 施工を実施す
ることで起工測量から工事完成まで土工にかかる一連
ののべ作業時間が 26％程度削減されることが報告さ
れている 1）。令和 2 年度には，ICT 施工の対象工種と
なる国土交通省発注土木工事のうち ICT 施工が実施
された工事は 80％を超える割合を占めており 2），普
及が進んでいる。

このように，ICT 施工の推進により建設現場の生
産性は向上しつつあるが，将来にわたって建設業の持
続性を確保するためには，更なる生産性向上を実現す
る技術の導入が求められる。

そのような技術の一つとして，ICT 施工で得られ
たデータの共有・活用を促進する API 連携が期待さ
れている。ICT 施工では起工測量・設計データ作成・
施工・監督検査・維持管理といった段階があり，各段
階で 3 次元設計データや As-built データ（施工中に
得られる地形データ）に代表される様々なデータが作
成される。このとき，段階毎に異なるメーカのソフト
ウェアが使用される場合が多く，段階間で円滑にデー
タ交換を行うことが困難である。そこで，異なるソフ
トウェア間でのデータ連携を行う手段の一つである
API を活用することで，ICT 施工の段階間でのデー
タ連携を円滑化し，生産性を向上できる可能性がある。

更に現場の生産性を向上させる技術の一つとして，
建設機械施工の自動化・自律化・遠隔化技術が期待さ

建設機械分野の DX の取組み
行政情報

特集＞＞＞　建設施工のDX

図─１　�全産業および建設業就業者において若年層および高齢層が占める
割合
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れている。この技術は，建設機械を直接人が操作を行
うことなく稼働させるものである。

自動化・自律化された施工においては，建設機械に
搭乗せずに操作することから，遠隔で監視したり，部
分的に遠隔で操作したりすることが人の役割となる。
したがって，オペレータ 1 人あたりの建設機械稼働台
数が従来施工と比べて格段に増加し，抜本的な生産性
向上につながると考えている。

建設機械施工の自動化・自律化・遠隔化技術の普及
に向けては，安全をはじめとして分野横断的に検討を
行うべき項目が多く存在するが，そのような議論はこ
れまでほとんど行われておらず，現場導入に向けた環
境は整備されていなかった。本報文では，施工データ
の API 連携の実現および建設機械施工の自動化・自
律化・遠隔化技術の普及に向けた国土交通省の取組み
について述べる。

2． 建設機械施工の自動化・自律化協議会の
設置

国土交通省では，建設機械施工の自動化・自律化・
遠隔化技術について省庁横断的・業界横断的に議論を
行う場として，令和 3 年度に「建設機械施工の自動化・
自律化協議会」を設置した（図─ 2）。本協議会には，
建設施工関係の有識者，建設機械施工関係の業界団体

に加え，労働安全を担う厚生労働省や産業振興を担う
経済産業省といった多様な関係者が参画している。

本協議会では，建設機械の自動化・自律化・遠隔化
技術の普及に向けた大枠の議論を行うほか，より個別
的な議題について議論するため，下部組織として 3 つ
のワーキンググループ（以下，「WG」という）の設
置を予定している。

このうち，「現場普及 WG」は，モデル工事の設定
や自動化・自律化・遠隔化技術を想定した入札・契約
のあり方を検討するものであり，実工事で使用可能な
環境がある程度整備されてから開催する計画である。

そこで，本稿では令和 4 年度から活動を始める，「安
全・基本設定 WG」および「施工管理・検査基準
WG」の役割について詳細に記述する。

（1）安全・基本設定WGの役割
安全・基本設定 WG では建設機械の自動化・自律化・

遠隔化技術の開発および現場導入のために，関係者間
で合意しておくべき基本的な事項について検討する。

なかでも最も重要な議題は安全ルールの標準化であ
る。自動・自律・遠隔施工は，現場からオペレータが
いなくなるという点で従来の施工と一線を画す。その
ような特徴を考慮して整備された体系的な安全ルール
は現状では存在しない。そのため，一部の開発者が実
施している現場試行においては，現場ごとにゼロから

図─２　建設機械施工の自動化・自律化協議会



11建設機械施工 Vol.74　No.7　July　2022

安全対策を講じており，どの水準の対策が必要である
か判断する基準がないことから，関係者との調整に時
間を要したり，現場ごとに安全対策の水準にばらつき
が生じたりするといった課題がある。また，有人の施
工現場を前提とした既存のルールを自動・自律・遠隔
施工に準用すると，過剰な安全対策を講じなければな
らなくなることが懸念されている。

そこで，本 WG において自動・自律・遠隔施工の
特徴に即した標準的な安全ルールを策定する。令和 4
年度は，全ての作業員の進入を禁止または制限する「無
人エリア（図─ 3）」における施工を対象とし，安全ルー
ルを標準化する。

安全ルールについての現状での具体的なアイデアを
いくつか述べる。

まず，「無人エリア」の設定方法や，作業員の進入
を禁止または制限する方法について規定する。

また，必要な安全対策の内容や担い手が従来施工と
異なることから，これまで以上に「必要な安全対策を
あらかじめ検討し関係者間で共有すること」や「それ
ぞれの安全対策を現場のどの担当者が担うのか明確に
すること」が重要であることを明示する。

自動・自律・遠隔施工の分野においては技術が日進
月歩であるため，安全ルールが陳腐化することを防ぐ
ために継続してフォローアップをしなくてはならな
い。そこで，令和 5 年度以降は，策定した安全ルール
を実際に適用している現場の調査を行い，そこで得ら
れた知見に基づいて安全ルールを改定したり，対象を
拡大したりすることを計画している。

（2）施工管理・検査基準WGの役割
施工管理・検査基準 WG では建設機械の自動化・

自律化・遠隔化技術を実際に公共工事に導入する際に
必要な技術基準類の整備に向けた検討を行う。具体的
には，建設機械の自動化・自律化・遠隔化技術の現場
試行を実施し，技術基準類の整備に必要な情報収集を
行う。

本 WG では，建設機械自体の自動化・自律化・遠

隔化技術に加え，工程管理，出来形管理，品質管理，
安全管理に必要な計測などを，現場に作業員が立ち入
らずに行うための技術についても検討対象とすること
を計画している。

3．施工データの API連携

ICT 施工で作成される各種のデータを，メーカが
異なるソフトウェア間でも円滑にデータ連携が行えれ
ば，生産性向上が見込まれる（図─ 4）。現在，市場
では特定のソフトウェアベンダ等が独自で API 仕様
を策定し，一部のソフトウェア間でデータ連携を実現
しているが，あらゆるソフトウェアを対象とした共通
の API 仕様は存在しない。また，公共工事における
活用を想定した API 使用の策定においては，発注者
である国のニーズに関する情報を開発者に発信してい
くことが重要である。さらには受発注者間でのデータ
共有を円滑にするために，官民共有のストレージの必
要性が指摘されている。これらのことから，国土交通
省では，ICT 施工の普及拡大に向けた取組みに位置
づけ，API 連携の実現を目指して活動している。

以下では API 連携の活用により実現することが期
待されるユースケースをいくつか詳述する。なお，こ
れらのユースケースは主として土工を想定したもので
ある。
① As-built データを用いた任意時点での出来形検査

共通の API 仕様に対応するサーバサイド API が実
装された官民共有ストレージを介することで，工事受
注者が作成した As-built データを監督職員が任意の
時点で閲覧できるようになることが期待される。これ
により，TS や GNSS ローバによる施工終了後の完成
実地検査を省略したり，不可視部分の段階確認を As-
built データで遠隔から監督職員が確認したりするこ
とが可能となることが期待される。
②数量の認定や設計変更の容易化

As-built データに土質区分の属性情報を付与するこ
とにより，積算区分別の出来高が容易に算出できるよ
うにする。これにより，既済部分出来高の認定や設計
変更の協議が容易になることが期待される。
③国が実施する各種調査への対応

作業状態別や積算区分別の出来高や重機の稼働日数
に関するデータを収集することで，国の施工合理化調
査の記入項目の一部を代替し，受注者の調査票記入作
業を省略できるようになることが期待される。同様
に，単位出来高当たりの燃料消費量に関するデータを
収集し，環境アセスメントの原単位作成に活用できる

図─ 3　無人エリア（緑点線の内側）の模式図
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ことが期待される。
④生産性や CO2 排出量の把握，改善

建設機械の稼働時間や燃料消費量に関するデータ及
び As-built データを使用した分析により，標準歩掛
や機材毎の時間当たり出来高などを踏まえて立案した
工程計画に対する予実管理が可能になることが期待さ
れる。更に，掘削，積み込みといった作業状態別の出
来高と燃料消費量も合わせて解析することで，生産性
だけでなく CO2 排出量の予実管理も実現し，環境負
荷の少ない施工方法の検討が可能になることが期待さ
れる。
⑤施工現場の安全性の向上，事故防止

建設機械の動作状況や各制御信号等の情報を蓄積す
ることで，日々のヒヤリハット分析や安全指導の資料
として利活用できることが期待される。さらに，万が
一事故が発生した場合，事故発生時の建設機械の動作
状況等のデータを活用して事故原因を分析し，再発防
止・未然防止のための対策検討が可能になることが期
待される。

上記に代表されるユースケースの実現に向けた具体
的な取組みを行うことを目的として，（一社）日本建
設機械施工協会が「施工データの API 連携に関する
協議会」を設置している。本協議会には建設機械メー
カ，ソフトウェアベンダ，測器メーカ，レンタル業者
等といった関係者が参画しており，国土交通省はオブ
ザーバとして参加し，活動を支援している。

4．おわりに

本報文では，建設機械の自動化・自律化・遠隔化技
術の普及に向けて，国土交通省が設置した「建設機械
施工の自動化・自律化協議会」と，その下部組織であ
る 3 つの WG の役割について述べた。また，施工デー
タの API 連携が実現した場合のユースケースや，そ
れに向けた取組みについて述べた。

これらの技術の普及は，これからの日本の社会イン
フラを整備・維持し，災害対応能力を保持していくた
めには必ず実現しなければならない。

建設機械施工の自動化・自律化・遠隔化技術の普及
は現場の省人化による生産性の向上をもたらすだけで
なく，遠隔地のオフィスからでも建設機械を稼働させ
ることを可能にし，高齢者・女性・障害者を含む多様
な人材が建設業で働きやすくなる効果が期待できる。
また，災害発生時に地場のレンタル会社や施工会社と
国土交通省が連携することにより，災害現場に自動化・
自律化・遠隔化建設機械を迅速に投入できるようにな
る効果も期待できる。

また，施工データの API 連携の普及により，建設
業を旧来の商習慣から脱却させるとともに，データを
効果的に共有・活用することで付帯業務を削減する
リーンマネジメントの実現に一歩近づくことができる
と考えている。

国土交通省はこのような未来を見据えつつ，建設機
械の自動化・自律化・遠隔化技術および施工データの

図─ 4　施工データのAPI 連携と対象と活用例のイメージ
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API 連携の普及に向けた取組みを引き続き実施して
いく。

�

《委託先の開示》
本報文にて報告した内容のうち，API 連携のユースケースの検討は（一社）

日本建設機械施工協会に委託した業務の一環として実施した。
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自律施工の促進と普及を目的とした 
自律施工技術基盤 OPERA の提案

山　内　元　貴・遠　藤　大　輔・鈴　木　裕　敬

建設業における生産性を向上させる一つの手段として，人ではなく建設機械やシステムが環境を認識し，
機械の行動を計画して自律的に工事を行う，自律施工技術の開発，普及が期待されている。本稿では，効
率的に自律施工技術を開発し，広く活用することを目的として土木研究所にて開発を進める自律施工技術
基盤 OPERA に関する取り組みについて紹介する。
キーワード：‌�自律施工，自律施工技術基盤 OPERA，建設機械

1．はじめに

建設業において，高度な技能，豊富な経験を有する
労働者の高齢化によるリタイアとともに若年労働者の
離職による人材不足の深刻化が懸念されている。これ
により今後，建設業における生産性の大幅な低下が危
惧されている。建設現場における生産性向上を目的と
して，国土交通省は 2016 年度より測量・設計から施工・
管理にいたる全ての事業プロセスにおいて，ICT の
活用を前提とした「i-Construction」を推進してきた。
その結果，従来（2015 年度）と比較して，生産性は
17％向上した 1）。「i-Construction」では，情報取得・
伝達手法の効率化，建設機械の操縦支援等を実現して
きた。さらなる生産性向上を目指し，少ない作業者で
建設工事を行うことが可能な自律施工の実現が期待さ
れている。

自律施工では，建設機械やシステムが認識した周囲
の環境と設計図から，動作を計画して工事を行う建設
機械やシステムが必要である。このような自律施工の
実現には，ロボット，AI 等の先進的な技術を建設業
界に積極的に導入できる環境，システムや協調領域の
明確化が重要であると報告されている 2）。

そこで，土木研究所先端技術チームでは，効率的に
自律施工技術を開発し，広く普及することを目的とし
て，自律施工技術基盤 OPERA（Open Platform for 
Earthwork with Robotics and Autonomy）の整備を
進めてきた。OPERA を活用することで，開発成果物
の再利用性を高めることに加え，研究・投資の重複回
避や先進的な技術を有する大学やベンチャー企業等の
新規参入が容易となると期待される。本稿では，

OPERA の概要について述べる。

2．自律施工技術基盤 OPERA

OPERA は，共通制御信号，ミドルウェア，シミュ
レータ，建設機械および実験フィールドを含む実証試
験環境により構成されており，自動施工や遠隔操縦等
の新技術開発において，シミュレータをベースにした
開発が可能であることに加えて，その開発物を修正せ
ずに実機に接続して検証することが可能である。図─
1 に OPERA のシステム構成を模式的に示す。以降の
小節では，各構成要素について詳細を記す。

（1）共通制御信号
建設業界では，個社による技術開発が主流であり，

個々の施工業者，機械メーカによる研究開発の重複が
発生している。しかしながら，大規模な建設現場が単
一のメーカの建設機械のみで工事が完結することは少

特集＞＞＞　建設施工のDX

図─ 1　OPERAシステム構成
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なく，かつ開発したシステムの再利用性を考慮する
と，自律施工を推し進めるためには，異なるメーカの
異なる機種を横断的に制御できるシステムが必要であ
る。

土木研究所では，そのシステムとして，図─ 2 に
示す通り，異なるハードウェアでも同様に制御が可能
となるようハードウェアを抽象化し，機械間の連携性
を向上させることを可能とする建設機械の共通制御信
号を提案する。提案する共通制御信号の範囲および内
容について，建設工事におけるデータ交換標準に関す
る規格である ISO151433）をベースとして，車両機械
の制御特性への依存性の観点から，図─ 3 に示す通
り機能ブロック（図中のブロック）を設定し，油圧ショ
ベルを対象とした制御信号がどのようにあるべきか検
討した。

まず前提として，建設機械には油圧制御コントロー
ラ（＝油圧アクチュエータを制御する機器）が搭載さ
れており，建設機械の各アクチュエータの逐次的な出
力を制御するものとする。これに加え，油圧制御コン
トローラの上位のコントローラとして車両動作コント
ローラ（＝車体の制御特性を隠蔽した自動運転制御イ
ンタフェースを提供し，建設機械の油圧制御コント
ローラへの指令値を決定する。また，車体に搭載され

たセンサ情報を用いた高速なフィードバック制御も担
う）が搭載されており，これは車両の質量や油圧系と
いった制御特性に強く依存するコントローラとした。

以上をまとめて，ISO15143 Part1 に規定されるシ
ステムアーキテクチャにおける『建設機械』に相当す
るとみなす。車両動作コントローラは，ISO15143 
Part1 に規定される上位システムである『オペレー
ションシステム』に相当する機能ブロック中の動作計
画プランナ（＝施工内容に応じて，建設機械の動作を
計画し，建設機械へ指令を与える）と通信し，動作計
画プランナが出力する車両動作指令に従った建設機械
の制御を行いながら，車体センサ情報を伝達する。動
作計画プランナは，同じオペレーションシステム内の
上位システムである施工管理システム（＝例えば，
3D 図面から，対象エリアの掘削範囲，深さを計画す
るソフトウェア）と通信をする。動作計画プランナは，
車両の制御特性への依存性が小さい機能ブロックであ
る。図─ 3 中において，一般的に非公開又は非設定
となっている動作計画プランナ，車両動作コントロー
ラ，油圧制御コントローラ間の通信を対象として，共
通制御信号の検討結果を ISO15143 Part2 に規定され
るデータ辞書に相当する一覧表にまとめた。共通制御
信号の詳細は，土木研究所先端技術チーム HP4）にて
公開している。

（2）ミドルウェア
自律施工を実現するためのソフトウェアの機能単位図─ 2　提案する制御信号共通化のイメージ

図─ 3　自律施工のための機能ブロック図 4）
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であるプロセス間の通信をサポートするミドルウェア
に，ROS（Robot Operating System）を採用するこ
ととした。これにより，ハードウェアを抽象化して扱
うことができ，自律分散系のシステムインテグレー
ションが容易となるため，開発成果物の再利用性を確
保し易い。また，自律ロボット用に多数の実績がある
既存ライブラリ群を，自律施工用に転用することが期
待できる。

（3）シミュレータ
自律施工ソフトウェアの開発を行う上で，実機や実

環境と並行してシミュレータでの開発を行うことによ
り，研究開発の効率化が期待できる。OPERA では，
実機と同様に，共通制御信号に対応したシミュレータ
を提供する。シミュレータ上で開発された自律制御ソ
フトウェアは，ソースコードを変更することなく実機
上で動作・検証が可能である。

提供するシミュレータは，ゲーム開発に広く利用さ
れている Unity 上に，Nvidia PhysX（以下，無償版）
および AGX Dynamics（以下，有償版）の 2 種類の
物理エンジンを用いて，以下の機能を実現している。
①�建設機械の諸々の物理パラメータを設定ファイルか

ら読み込み，建設機械の物理的な挙動をシミュレー
タ内で計算

②土砂の物理的な挙動をシミュレータ内で計算
③一般的な PC にて，実時間で計算
④�実機用に開発したソフトウェアをソースコードを変

更せずに，シミュレータ上で動作
⑤これらの結果を視覚的に提示

有償版には土砂モデル（土の挙動を再現する計算モ
デル）がある一方で，無償版にはそのような機能は存
在しないため，公開されている土砂モデル 5）を参考
に独自に実装した。シミュレータの利用者が土砂モデ
ルの正確性，計算の高速性といった必要となる性能面
と費用面から，無償版と有償版を選択できるようにし
た。

2022年3月時点では，Unity上に建設DX実験フィー
ルドの簡素な地形モデルを作成し，油圧ショベルとク
ローラダンプのシミュレーション用のモデルを作成
し，GitHub 上に公開している。各建設機械のモデル
は，走行系の並進速度と旋回速度，作業機各軸の角度
指令，および荷台の角度指令をミドルウェアから受信
し，その物理挙動をシミュレータ上で計算した上で，
掘削による地形（土砂）の変形や粒子化，粒子化した
土砂の運搬，粒子化した土砂の地形への一体化といっ
た一連の現象を視覚的にユーザーへ表示することが可

能である。

（4）実証試験環境
前述した共通制御信号およびミドルウェアに基づい

て作成した機能モジュールおよびアプリケーションの
実証試験を行うためのツールとして，OPERA では実
機と実環境を提供する。本節ではこれらについて，
2022 年 3 月末時点の整備状況を記す。

OPERA が提供する建設機械の実機として，油圧
ショベル（12 t 級）とクローラダンプトラック（11 t 積）
をそれぞれ 1 台，土木研究所にて保有している。図─
4 にこれらの概観とシステム構成の略図を示す。各建
設機械共に，RTK-GNSS コンパスが搭載されており，
緯度・経度・高度に加え，方位情報を計測できる。こ
れに加え，油圧ショベルには旋回部と作業機（ブーム
軸，アーム軸，バケット軸）の各軸にアブソリュート
エンコーダを取り付けてあり，角度を取得できる。ま
た，キャビンの側方には 6 軸 IMU が搭載されており，
車体の姿勢を計測できる。なお，油圧ショベルについ
ては，各クローラの回転数を取得するセンサは未実装
である。一方でクローラダンプには，左右のクローラ
それぞれにロータリエンコーダを取り付けており，ク
ローラの回転量を計測できる。また，6 軸 IMU が荷
台およびキャビンに取り付けられており，荷台の傾き
や車台の姿勢を計測できる。

各建設機械には動作計画プランナから出力された信
号を受け取り，建設機械の動作を制御するコントロー
ラが車載 PC 上に実装されている。この PC が図─ 3

における「車両動作コントローラ」に相当し，外部制
御インターフェースを介して「油圧制御コントローラ」
と通信を行い，建設機械の各アクチュエータを制御す
る。各建設機械にはメッシュWiFiが搭載されており，
各車載 PC は，メッシュ WiFi 経由で他の車載 PC や
遠隔制御室と通信する。なお，このメッシュ WiFi と
は独立した特小無線通信経由で，可搬式の操作盤を用
いて遠隔操作や非常時のための緊急停止が両建設機械
ともに可能である。

OPERA は，茨城県つくば市の土木研究所および国
土技術政策総合研究所内に整備した建設 DX 実験
フィールドの土工フィールドを試験場として提供す
る。土工フィールドは，約 2.6 万 m2 の敷地面積を有
しており，併設するヤード内にある約 1,500 m3 の土
砂材料を用いて，模擬工事を実施することが可能であ
る。

また，土工フィールド内には，遠隔操作／自律制御
監視用の建屋があり，実験用の電源や PC，インター
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ネット回線や RTK-GNSS の基地局といったインフラ
設備を有している。さらに土工フィールド全体をカ
バーする，3 台のメッシュ WiFi および 2 台のローカ
ル 5G のアンテナが常設されている。

3．おわりに

本稿では，開発成果物の再利用性を高めることに加
え，研究・投資の重複回避や先進的な技術を有する大
学やベンチャー企業等の新規参入を促すことを目的と
して，土木研究所先端技術チームで整備を進める自律
施工技術基盤 OPERA について紹介した。OPERA の
ミドルウェアおよびシミュレータについては，
GitHub にて公開している。今後，土木研究所内に整
備した実機および実験フィールドを活用して，共同研
究等により，研究機関やソフトウェアベンダー等が自
律施工の実用化，ビジネスチャンスを獲得するための
参入障壁を下げることを狙う。さらに，利用者からの
フィードバックを得ることで，OPERA の継続的な利
便性向上を実現し , 自律施工技術の普及拡大に貢献し
ていきたい。

�
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人流データの開発
建設 DX 成功の手がかりを探す

今　井　龍　一

携帯電話基地局の運用データを用いると，国内の人流を 24 時間 365 日にわたって推計・把握すること
ができる。コロナ禍によって“人流データ”という言葉で多くの国民にも認知されるようになった。人流
データは，用途が広く，私たちの生活の様々なところで活用されていることから，重要なデジタル社会資
本であると言える。本稿は，建設機械施工とは異なる領域である人流データの代表例となる人口流動統計
の内容を概観し，当該事業に係わる取り組みから建設 DX（Digital Transformation）の成功の手がかり
を考察する。
キーワード：‌�携帯電話，人流データ，人口流動統計，OD 量，移動経路・手段，建設 DX

1．はじめに

2019 年 12 月以降，新型コロナウイルス感染症
（COVID-19）の世界的大流行から私たちの生活は一
変し，その日の感染者数と街の人流を確認する日々を
送っていた。いまや「人流データ」は多くの国民に認
知されているデジタル社会資本であると言える。人流
データは，複数の民間事業者から提供されているが，
国内最大と言える人流データは人口流動統計である。

いまから約 10 年前の 2011 年夏，携帯電話基地局の
運用データを用いて 24 時間 365 日取得可能な国内の
交通流動の総量となる人口流動統計の議論が着手され
た。2014 年には産官学の共同研究による人口流動統
計の開発に本格着手，2018 年に実用化…そしてコロ
ナ禍を契機に，新型コロナウイルス感染症緊急事態宣
言による人口変動分析にも活用され，人流データとい
う言葉として国民の日常生活にまで浸透するに至っ
た。人口流動統計の開発に係わる活動成果は，科学技
術分野の文部科学大臣表彰，日本オープンイノベー
ション大賞総務大臣賞および情報処理学会業績賞と
いった学術および産業振興の両方から大変光栄な賞も
受賞した。

本稿は，建設機械施工とは，異なる領域である人流
データの人口流動統計の内容を概観し，当該事業に係
わる取り組みから建設 DX（Digital Transformation）
の成功の手がかりを考察する。

2． 携帯電話基地局の運用データに基づく人
流データ

（1）人流データ：人口流動統計の生成方法
人口流動統計 1）～3）は，携帯電話基地局の運用デー

タ（携帯電話の約 8,300 万台のサンプル（法人契約を
除いてプライバシーを保護した所在エリア情報：注
GPS ではない）を活用し，1 km 四方などのエリア間
の人の移動実態を日本全域で 24 時間 365 日にわたり
把握できる国内最大規模の人流データである。人口流
動統計は，携帯電話サービスを提供するための運用
データに基づき，携帯電話利用者の個人情報およびプ
ライバシーを保護する 3 段階処理により生成される。
具体的には，人口流動統計の生成に不要な個人識別性
を運用データから除去する「非識別化処理」，ある日
のある時間帯においてエリア間を流動する人口を推計
する「集計処理」，推計人口のうち少ない人口を除去
する「秘匿処理」を経て生成される（図─ 1）。集計

特集＞＞＞　建設施工のDX

図─１　人口流動統計の生成処理
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処理では携帯電話台数と住民基本台帳人口との比を拡
大係数として母集団推計を行う。このような手順によ
り統計情報として生成されるため，個人は特定できな
い。

人口流動統計の時間解像度は，携帯電話網において
基地局エリアに所在する携帯電話を把握する頻度がお
およそ 1 時間ごとであることから，推計値の信頼性を
確保するために 1 時間としている。また，継続的に
24 時間 365 日の人口流動統計を生成することができ
る。

空間解像度は，携帯電話網の基地局の設置密度に依
存する。都市部などの人が多く集まるエリアでは基地
局の設置密度が高いため，1 km メッシュなどの単位
で推計ができる。一方，郊外などでは基地局の設置密
度が低いため，市区町村の単位が目安となる。また，
性別・年齢階層別・居住地別に分けた推計が可能で，
年齢階層は 15 ～ 79 歳から選択できる。

このような特長を持つ人口流動統計は，時間解像度・
空間解像度や分析に用いる属性などの推計項目を用途
に応じて決定できるため，多様な用途に対して柔軟に
応じることができる。また，人口流動統計は，交通総
量に加え，広域の移動経路，移動手段（飛行機，新幹
線，高速道路の利用トリップ数）の推計も可能となっ
ている。現在，行政機関や民間企業において交通に係
わる統計調査，まちづくり，交通計画，防災計画，観
光分野やマーケティングなど，さらに 2019 年以降は
新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言による人口変
動分析で活用されている。

（2）OD量（出発地・到着地）の推計
携帯電話網の基地局で観測される信号は必ずしも

人々の移動に伴い発生するものでないため，運用デー
タから人の移動を判定することが必要となる。携帯電
話網の運用データは携帯電話が所在する基地局の電波
到達範囲を示しており，携帯電話の位置登録処理に
よって基地局にて生成される。位置登録処理は位置登
録エリア外に移動した場合，もしくはおよそ 1 時間ご
とに行われる（図─ 2）。位置登録信号が発生した基

地局では，その位置座標を参照し，次に観測された信
号の位置座標を用いて移動距離を算出する。移動距離
が所定の条件（1 km としている）を満たした場合に
移動と判定することで，移動している携帯電話の台数
の集計が可能となる（図─ 3）。位置登録処理の頻度
が大凡 1 時間ごとなので，1 時間以上同じ基地局エリ
ア配下に所在したことをもって滞留中と判定する。そ
して，滞留から移動へ切り替わる際に滞留した地点を
出発エリア，移動から滞留へ切り替わる際に滞留した
地点を到着エリアとして抽出する。このように携帯電
話の移動・滞留を判定することにより，エリア間の人
口流動を推計する。OD 量は，移動した携帯電話の台
数に基づき複数時間帯に跨る移動量の総計を算出す
る。OD 量は，パーソントリップ調査で推計されるト
リップに該当する統計量であり，単位はトリップとな
る（図─ 4）。

（3）移動経路の推計
出発エリアから到着エリアまでの移動経路がわかる

と，幹線道路などの利用実態や観光における周遊実態
の把握などに活用できる。人口流動統計の集計過程に
おいて，携帯電話が長い距離もしくは長い時間かけて
出発エリアから到着エリアまでに移動した場合は，位
置登録信号が発生する可能性が高い。この特性を踏ま
えて移動経路を推計する手法を開発した。具体的に
は，人口流動統計を生成する過程で，位置登録信号が図─２　位置登録処理

図─３　移動滞留判定

図─４　OD量の推計方法
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発生したエリアを通過エリアとして出力する。すなわ
ち，出発エリアから到着エリアまでに移動中に観測さ
れた位置登録信号をすべて抽出する（図─ 5）。出発
エリアから到着エリアまでのトリップにおいて一つで
も通過エリアが抽出できれば，通過エリアを地図情報
と照合することで，移動経路を推計できる可能性が高
い。

（4）移動手段の推計
人口流動統計は携帯電話の位置登録の仕組みを用い

て生成されるため，都道府県を越える長距離スケール
のトリップであれば，実際の移動速度・移動距離の大
まかな算出ができる可能性が高い。そして，移動手段
別の人口流動統計を把握することができれば，観光施
設の検討や混雑対策，周遊実態の把握などに活用でき
る。この特性を踏まえて，移動手段を推計する手法を
開発した。具体的には，飛行機，新幹線および自動車

（高速道路）を利用したトリップを抽出する。
携帯電話の仕組み上，飛行機が飛行する上空には電

波が届かないため，電源断の事象が発生する。この事
象を捉えることができれば，飛行機の推計が可能であ
る（電源断による判定）。さらに，新幹線や高速道路
は決まったルートを通過することから，携帯電話の所
在する基地局エリアを特定できれば，飛行機，新幹線，
自動車（高速道路利用）を利用したトリップを推計で
きる可能性がある（基地局リストによる判定）。また，
移動中の速度を捉えることができれば，どの手段で移
動したか推計できる可能性がある（移動速度による判
定）。

飛行機利用トリップの推計手法としては，まず，空
港周辺にある基地局リスト判定を用いて飛行機利用ト
リップを推計した（図─ 6）。ここで，空港周辺の住
宅エリアが含まれる可能性を極力排除するため，出発
エリア，到着エリアそれぞれ空港の評点位置から一定

距離内（3 km，5 km，10 km を用いた）にある基地
局を対象とした。平成 22 年全国幹線旅客純流動調査
を用いて県間 OD 量を比較したところ，高い相関性が
示され，空港から 10 km 範囲内の基地局判定が最も
近い値になることがわかった。また，空港周辺基地局
リスト判定だけでなく，電源断判定と移動速度判定を
あわせて実施することにより，新幹線利用を飛行機利
用と誤って判定するトリップ数を低減できる可能性が
示された。

新幹線利用トリップの推計手法としては，新幹線の
最高速度は長距離移動手段の中で特徴があるため，ト
リップ中の最高速度から，新幹線を利用したトリップ
を推計できる可能性がある。また，新幹線の沿線上を
必ず通過するため，位置登録信号が連続して新幹線の
沿線上発生した場合，新幹線利用トリップとして推計
できる可能性がある。そこで，最高速度判定および新
幹線沿線基地局リスト判定を組み合わせて，新幹線利
用トリップを推計する。ここで，最高速度判定とは，
移動中の最高速度がある範囲内（一例として，マージ
ンも考慮し 180 km/h 以上 350 km/h 未満とした）の
場合に新幹線利用トリップと判定する。新幹線から一
定距離以内にある基地局を対象とした新幹線沿線基地
局リストを用いてトリップ中に観測された信号が 3 回
連続で基地局リストに含まれる場合に，新幹線利用ト
リップとして推計する。また，同様の手法を応用して，
自動車（高速道路）利用トリップの推計も可能とした。

3．建設 DXの成功に向けた考察

元々は交通とは異なる目的で収集されていた携帯電
話基地局の運用データに対して集計・加工することで
人の動きを把握できる人流データに変態する。都市交
通分野では，人口流動統計が DX の好事例のひとつと
言える。いまや数千万もの人が GPS 機能付きの携帯
電話であるスマートフォンを保有しており，多様かつ
莫大なデータが各事業者に集められて，多様なサービ

図─５　移動経路の推計手法

図─６　新幹線トリップの推計手法
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スの開発や高度化に役立てられている。スマートフォ
ンは通信の運用データや GPS 位置データなどを蓄
積，都市の生活の中で利用している交通系 IC カード
は乗降駅・停留所や購買履歴の課金データなどを蓄積
し，各事業目的に即して扱われている。このようない
わゆるデジタル社会資本のデータの種類は多様化し，
蓄積量も増加しているため，解決すべき課題は様々あ
るものの，組織分野横断的に賢く使っていける仕組み
ができると，様々な都市問題の解決や産業創出・高度
化をもたらすはずである。

さて，ここから「建設 DX とは？」を考察する。諸
説があるかもしれないが，DX も CALS/EC，情報化
施工，BIM・CIM や i-Construction など，これまでの
情報化と本質的なところが同じであると著者は認識し
ている。すなわち，DX とは賢い道具を賢く使い倒す
など，とにかく合理的に仕事ができる仕組みを作るこ
と，そして，デジタルデータの活用という観点では，
長年培われてきた経験知もうまく活かして，他の目的
で収集されているデータを加工して組み合わせて取り
込んで賢く使うことと理解している。その DX をどの
ように進めるか？それは，先例，先入観や固定観念に
捕らわれない意識改革が最も重要である。例えば，膨
大な紙媒体の資料をスキャニングしてデジタル化する
ようなことは早々に諦めてしまって，紙媒体の資料と
して代用できそうなデジタルデータを探す。用途を完
全に満たす代用品は存在しないという認識の下，60
～ 70 点を満たすデジタルデータがあれば代用する。
何があるかわからない不安・葛藤があってなかなか踏
み込めないことが多いが，これくらい割り切って推進
しても大事になるようなことって意外と少ない。つま
り，事案によっては“大体・なんとなくで OK”とい
う大らかな方針で取り組むことも一案となる。また，
必ずしも道具を導入するだけではなく，自分達の仕事

のプロセスを見直すことや既存の制度の再設計も重要
である。

4．おわりに

建設 DX という言葉に対してつい構えてしまうかも
しれないが，私たちは日常業務に課題認識を持って
日々改善活動を続けており，そこには ICT を多用し
ている。この一連の活動そのものが DX の推進であ
る。本稿で紹介した人流データの人口流動統計の取り
組みを教訓とするなら，完璧を求めすぎず，ときには
60 ～ 70 点の用途を満足する道具を取り入れる許容力
をもつことが重要である。したがって，改めてどのよ
うに建設 DX に取り組めばよいか？ではなく，我々が
日々取り組んでいる改善活動の継続が最も重要なこと
といえる。

�
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AI による画像解析技術が拓く土木分野の 
課題解決へのアプローチ

全　　　邦　釘

近年，ディープラーニングに代表される人工知能技術が急速に発展している。人工知能技術は様々な分
野で活用され始めており，その性能も知られつつある。本稿では，ディープラーニングの枠組みにおける
画像解析の中心技術である畳み込みニューラルネットワークについて概要を紹介したのち，筆者の研究成
果である舗装のひび割れ評価，埋設管探査とそれを活用した埋設管自動回避動作生成，航空写真からの地
すべり領域検出といった課題解決事例を通して，実現可能なタスクについての紹介を行う。
キーワード：‌�AI，ディープラーニング，畳み込みニューラルネットワーク，CNN，画像解析

1．はじめに

日本の土木技術の強みは，歴史的に，高度な力学的
素養をもとに演繹的なモデル構築を通して錬成された
要素技術にある。しかし近年，異常気象やインフラ老
朽化の顕在化，環境問題などに代表されるように，土
木工学が扱うべき問題が多様化，複雑化しており，従
来型の演繹的なアプローチのみでは対応が難しくなっ
てきた。一方で，データ取得のコストは低下し続けて
おり，その現状を踏まえるとデータを活用した帰納的
なアプローチの併用は課題解決に寄与すると考えられ
る。その代表的な手法が人工知能（以下，AI）技術
である。AI 技術は近年急速に発展してきており，様々
な分野において活用がなされはじめている。土木・建
設分野でも各種業務への AI 技術の活用について検討
が行われており，研究開発が進んでいるもの，あるい
は実装まで進んでいるものもある。筆者の専門分野
は，橋梁やトンネルなどのインフラ構造物の維持管理
であり，同分野内で AI を活用しようとおおよそ 2012
年頃から先駆的に取り組んできた。その当時と比較し
て，特に画像解析技術については格段に精度が向上し
てきた。その基本となったのは，ディープラーニング
手法の一つである畳み込みニューラルネットワーク

（Convolutional Neural Network， 以下 CNN）である。
CNN を含むディープラーニングによる画像解析に

ついての研究は相当程度成熟してきており，的確な問
題設定・データセット構築を行えば非常に高い性能を
発揮することが知られている。例えば CIFAR-10 とい
う 60,000 枚の画像を 10 種類に分類しているデータ

セットの解析では，94％程度と言われている人間の精
度を複数のモデルは上回っている 1）。これらのアルゴ
リズムは github2）と呼ばれるソフトウェア開発プラッ
トフォームで入手することが可能であり，そしてこれ
らを動作させるフレームワークやライブラリも整備さ
れており，情報工学分野での成果を我々他分野の人間
が活用することも容易になってきている。また，ディー
プラーニングによる解析を行う場合にはこれまでには
強力な（かつ高価な）GPU サーバを購入する必要が
あり，それが一種の障壁となっていたが，現状では
Google Colab3）のような無料で動かすことの出来る
サービスでもかなりのことが出来るようになってい
る。さらに，それでは計算能力が不足する場合でも
Google Colab Pro や Amazon Web Services4）のよう
なサービスを活用すれば，GPU サーバを購入するよ
りも安価に計算ができる。そういった背景を踏まえ，
本稿では，上記の CNN を中心に，技術の概要を説明
した上で，筆者の研究結果の一部を紹介する。CNN
で実現可能なタスク自体は明快であるため，本稿に刺
激を受けて，手元の課題を解いてみようと思っていた
だければ，そして課題解決になんらかの寄与ができれ
ば幸いである。

2．CNNとは

ディープラーニングを用いて画像データに対する分
類などのタスク処理を行う場合は，CNN やその発展
的なモデルが上述のように多く用いられる。以下に，
CNN の計算過程の概要について述べる。

特集＞＞＞　建設施工のDX
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画像に対するタスク処理を行う際には，画像内の
エッジ部分などの特徴を，次式に示すフィルタ処理に
よって強調・抽出したうえで後続の計算処理に繋げる
ことが有利になるケースが多い 5）。

( , ) ( + , + ) ∙ ( , )
,

� （1）

上式（1）はグレースケール画像のフィルタ処理の
式であり，Z（i，j）はフィルタリング後の画素値，I（i，
j）は入力画像の画素値，F（r，s）はフィルタをそれ
ぞれ表している。この式は，図─ 1 のように，小さ
なサイズのフィルタを，位置をずらしながら入力画像
に重ねて積和を取る畳み込み演算を表している。抽出
したい特徴や目的に応じてこれまでに様々なフィルタ
が設計されており，例えば図─ 1 は，二次微分を利
用して画像から輪郭を抽出する空間フィルタであるラ
プラシアンフィルタを表している。また図─ 2 にラ
プラシアンフィルタを作用させてエッジを検出した結
果を示す。

このようなフィルタ処理は効果的であり，数十年前
から活用されていたが，どのようなフィルタを利用す
るか，すなわち画像のどのような特徴を抽出してタス
ク処理に利用するかは，画像処理の実施者に委ねられ
ていた。そのため従来は，タスク処理において有効と
考えられる特徴を，事前知識に基づく考察や試行錯誤
によって決定する必要があったが，そのように決定さ
れた特徴（すなわちフィルタ処理）が必ずしもタスク

処理上最適であるとは限らないという問題があった。
また，複数の特徴を考慮したい場合，複数のフィルタ
処理を実行する必要があるが，それぞれの結果にどう
重みを設定するかなど，結局人間が決める必要があ
り，精度・実用性向上のボトルネックとなっていた。

これに対し，CNN は誤差逆伝播法を通じてフィル
タの形状を変化させ，与えられたタスク処理に応じた
フィルタを自動的に構成することによって，上記の問
題を解決したニューラルネットワークモデルである。
CNN は，画像に対してフィルタを多数，多重，並列
に作用させていく点に特徴がある。また，畳み込み層
に加えて出力値のサイズを小さくしながら局所的な特
徴を画像全体の特徴へ統合していくプーリング層や，
通常のニューラルネットワークと同様の全結合層など
を組み合わせてそのネットワーク構造が設計される。
その結果として膨大なパラメータ数となり，例えば
ResNet-152 というモデルでは，パラメータ数は 6,000
万を超える 6）。パラメータ数が少ないモデルでも数
百万くらいあることは普通である。このパラメータ群
の最適化計算を教師データをもとに行っていくことと
なるため，膨大な教師データが必要となり，また強力
な計算機能も求められることとなる。

CNN は，タスクに応じた最適なフィルタを上述の
ように多数構成することで，従来の画像処理プロセス
に比較して大きな性能の向上を遂げている。また，上
記の計算過程は，画像の持つ重要な特徴を数理的なモ
デルが自動的に獲得しているとも解釈できることか
ら，CNN は従来の計算モデルとは本質的に異なる意
義を有したものとみなされ，その後の様々な画像処理
モデルの基礎となっている。

特に基本的な，CNN で実現可能な画像処理タスク
として，「画像分類」，「物体検出」，「セグメンテーショ
ン」の 3 種類がある。画像分類とは，画像に写ってい
る物体のカテゴリを判断して出力するタスク，物体検
出とは画像全体の中から検出したい事物の存在範囲を

図─ 2　ラプラシアンフィルタ適用によるエッジ検出の例（左：検出前，右：検出後）

図─ 1　ラプラシアンフィルタの計算の模式図
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判断するタスク，セグメンテーションとは画像内の
個々の画素が属するカテゴリを画素単位で判別・分類
するタスクである。それぞれのタスクの違いを図─ 3

に示す。次章では，これらタスクの事例について，筆
者らの研究成果を例に挙げ紹介する。

3．適用例

（1）アスファルト舗装のひび割れ検出
図─ 3 のうち，まず画像分類タスクについて紹介

する。筆者らは文献（7）において，車両に設置した
カメラで路面を撮影した画像から，図─ 4 のように
アスファルト舗装のひび割れ評価を行った。ひび割れ
の検出は，ディープラーニング登場以前はしばしば図
─ 2 のようなエッジ検出のラプラシアンフィルタな
どが用いられていた。しかし，アスファルト舗装の撮
影画像には，影，白線，隣接車のタイヤ，マンホール，
排水口など様々な被写体が写っており，これらにも
エッジは含まれているため，ひび割れのみを検出する
という都合のよい解析は非常に難しかった。これらの
存在に惑わされずひび割れのみ検出するには，多くの
フィルタを適用して統合的に評価する必要があるた
め，ディープラーニングを活用した解析が必須であ 図─ 3　画像処理におけるタスクの例 5）

図─ 4　舗装ひび割れ検出結果例 7）
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る。この研究では撮影画像を，4 × 9 に分割し，それ
ぞれの分割された画像がひび割れか否かを分類してい
る。図─ 4 において，白色の四角が正解したところ，
黒色の四角が不正解だったところである。概ね高い精
度が得られたものの，図─ 4（c）の線状の影のような，
学習データにあまり見られず，かつひび割れと誤認し
そうなものは誤判定してしまっている。このような誤
判定を解消するためには，この画像に類似した学習
データを集めることが効果的であり，実際にそのよう
な再学習を行った現在ではこういった誤判定は防ぐこ
とができるようになった。

（2） 地中レーダによる埋設管検出と，掘削時回避
動作生成

筆者らは文献（8）， （9）などにおいて，地中レーダ
による地中構造可視化結果から地下埋設物を高速で検
出する手法を構築した。埋設管の長手方向の向きに直
角に電磁波の送受信アンテナを移動させながら計測す
ると，埋設管からの反射波形は双曲線形状を描く。本
研究ではその性質を利用して，図─ 3（b）のような
物体検出により双曲線形状を検出する AI を構築し

た。具体的には YOLOv310）というモデルを用いてい
る。解析結果を図─ 5 に示すが，適切に検出できて
いる様子がわかる。

また，この解析から得られた埋設管位置情報をデー
タベースに入力し，そしてそのデータをもとに，自動
掘削機能を持つ建設機械が埋設管を回避する動作を生
成・実現するシステムを構築した。システムの構成図
を図─ 6 に示す。 

本研究で構築したシステムは，埋設管の両端の位置
と半径，油圧ショベルの位置・姿勢，掘削軌道のパラ
メータを入力すると，図─ 7 のように埋設管を回避
可能な掘削軌道を生成する。なお，地中レーダによる
埋設管探査は，その性質上深さ方向には誤差を持つた
め，適切なマージンを設定する必要があり，図中の灰

図─ 5　埋設管からの反射波検出例（左図：解析前，右図：解析後）5）

図─ 6　計測データからの埋設管回避動作生成などを行うシステムの全体像

図─ 7　埋設管を回避する掘削軌道
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色の円形で示された埋設管の周辺の白色部分はその
マージンを意味している。

本研究ではさらに，開発した埋設管回避掘削システ
ム全体の有用性を検証することを目的として，土木研
究所のフィールドに管を埋め，実証実験を行った。掘
削時の様子を図─ 8 の左図に，埋設管の掘削領域の
三次元点群を図─ 8 の右図に示す。事前に設定して
いたマージンは 0.225 m であった一方で，図─ 8 左図
の回避距離は 0.212 m と，非常に精度よく回避できて
いた。

このように，AI による検出結果を利用して情報を
抽出して，次のプロセスに活かすという方法は，今後
まだまだ発展の余地があると考えられる。

（3）斜面崩壊領域の検出
本節では，航空写真からの斜面崩壊領域の検出事例

について紹介する 11），12）。問題としては，図─ 3（c）
に示したようなセグメンテーションタスクに相当す
る。国土地理院は，災害発生後に斜面崩壊領域を測量
用航空機や無人航空機により緊急撮影を行い，災害発
生直後のオルソ補正（歪み補正）を行った航空写真を
公開している。これらの航空写真は各自治体等におい
て，被災状況把握や災害査定に利用されるなど，被災
地の復旧・復興業務に役立てられている。しかし，斜
面崩壊領域の判読や抽出は，作業者が手作業で行って
おり，被害状況の迅速な把握のボトルネックとなって
いる。災害時には，完璧な検出結果が得られなくて
も，高速に高い精度の結果が自動で得られれば役立つ
ケースは多く，そのような場合 AI の活用は有効であ
ることが多い。

本 研 究 で は そ う い っ た 背 景 を 踏 ま え，Mask 
R-CNN13）という手法により斜面崩壊領域のセグメン
テーションを行った。その結果と正解画像との比較を
図─ 9 に示す。白く塗られている部分が検出結果を

意味している。概ね適切に検出できていることがわか
る。一番下の写真は適切に検出できていない例である
が， 舗装のひび割れ検出の節でも述べたように，AI
の場合はこのような学習データが蓄積されれば検出で
きるようになることが期待される。

4．おわりに

本稿では，CNN の概要の説明をまず行い，そして
CNN の一般的なタスクである画像分類，物体検出，
セグメンテーションについて，筆者らの研究成果を例
に挙げ紹介した。事例紹介を通して，CNN で実現可
能なことが概ね理解していただけたのではないかと期
待している。近年は，Vision Transformer と呼ばれ
る最新画像解析技術が出現していたり，また画像解析
以外にも自然言語処理に関しても高性能化してきてお
り，技術の最先端の様相が変化しつつあるが，CNN
はいまだに現役であり，かつ少し勉強すれば使える技
術でもある。また，近年は計算コストも極めて低下し
てきているので，興味のある方，データドリブンで解
決できそうな課題をお持ちの方は是非試しに使ってみ
ていただければと考えている。

なお，筆者らは令和 2 年より AI・データサイエン
スシンポジウムというシンポジウムを開催している。
これまで 2 回開催しており，第 1 回は 500 名以上，第
2 回は 800 名以上の方に参加していただいている。第
3 回は今年の 11 月 16 日，17 日に開催予定であり，様々
な事例紹介がなされると思われるので，興味のある方
は参加をご検討されたい（https://committees.jsce.
or.jp/struct1002/node/16）。また，これら論文内容の
情報共有，および国際的な発信を考え，オープンアク
セスの論文集を発刊し（和文誌名「AI・データサイ
エンス論文集」，英文誌名「Intelligence, Informatics 
and Infrastructure」）J-STAGEへ登録している（https:// 

図─ 8　土木研究所における実証実験とその結果
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committees.jsce.or.jp/struct1002/node/16）。 こ れ ま
でに合計約 200 編の論文を掲載しており，多様なアプ
リケーション・課題を，様々な AI 手法やデータサイ
エンス手法により解決している事例が多く報告されて
いるため，情報共有にご活用していただくとともに，
AI 技術などを活用した課題解決事例をお持ちの読者
の方は是非ご投稿いただければ幸いである。

�

《参考文献》
	 1）	 https://www.kaggle.com/c/cifar-10/leaderboard （閲覧日：2022/4/26）
	 2）	 https://github.co.jp/（閲覧日：2022/4/26）
	 3）	 https://colab.research.google.com/?hl=ja （閲覧日：2022/4/26）
	 4）	 https://aws.amazon.com/jp （閲覧日：2022/4/26）
	 5）	 全邦釘・党紀・佐野泰如・杉崎光一・宮本崇・阿部雅人・清水隆史：

AI を活用した鋼構造物の腐食損傷の点検・診断の現状及び展望，防
錆管理，Vol. 64, No. 6, pp.193-200, 2020.

	 6）	 He, K., et al. “Deep residual learning for image recognition.”
Proceedings of the IEEE conference on computer vision and pattern 
recognition. 2016.

	 7）	 全邦釘・井後敦史・南免羅裕治・黒木航汰・大窪和明：車載カメラに
より撮影された舗装画像からのディープラーニングによるひび割れ率

評価，土木学会論文集 E1，Vol. 73, No. 3, pp.I_97-I_105, 2017.
	 8）	 鈴木慎人・加藤祐悟・全邦釘：ディープラーニングを用いた地中レー

ダ探査による埋設管の位置推定，土木学会論文集 F3，Vol. 77, No. 1, 
pp.39-48, 2021.

	 9）	 Yajima, R., et al. “Development of an excavator-avoidance system 
for buried pipes.” Advanced Robotics 35. 23 （2021）: 1468-1483.

	10）	 Redmon, J. and Ali, F. “Yolov3: An incremental improvement.” 
arXiv preprint arXiv: 1804.02767 （2018）.

	11）	 叶井和樹・山根達郎・石黒聡士・全邦釘： Semantic Segmentation を
用いた斜面崩壊領域の自動検出．AI・データサイエンス論文集，1

（J1），pp.421-428，2020.
	12）	 叶井和樹・久保栞・山根達郎・全邦釘：Mask R-CNN による航空写

真からの土砂崩壊地自動検出手法，AI・データサイエンス論文集，
Vol. 2，No. J2，pp.223-231，2021.

	13）	 He, K. et al. “Mask R-CNN” Proceedings of the IEEE Conference on 
Computer Vision and Pattern Recognition, 2017.

図─ 9　斜面崩壊領域の検出結果例 11），12）

［筆者紹介］
全　邦釘（ちょん　ぱんじょ）
東京大学大学院
工学系研究科　社会基盤学専攻
特任准教授



28 建設機械施工 Vol.74　No.7　July　2022

建設業におけるデータを活用した DX への取り組み
統合データプラットフォームを起点としたデータ利活用事例の紹介

 関　口　拓　希・江　頭　尚　樹

建設業が直面する働き方改革・生産性向上の課題に対して，データ利活用という観点から，企業データ
を集約・活用する統合データプラットフォームを構築した。建設現場業務のデジタル化により，施工デー
タの収集が可能となった今，取得したデータをいかに活用し，新しい価値を生み出していくかが重要であ
る。本稿では，統合データプラットフォームの構築に至った背景から，システム概要，今後想定される具
体的な利活用イメ―ジを紹介する。
キーワード：‌�データプラットフォーム，生産性向上，データ利活用，DX，デジタルツイン，AI，�  

出来形管理

1．はじめに

建設業界における「技能労働者数の減少」と「労働
者の高齢化」が深刻化する中，改正労働基準法適用に
よる労働時間の上限規制が 2024 年に迫るなど，業界
全体に大きな変革が求められている。

今後予想される深刻な人手不足の解消に向けた「働
き方改革」や「生産性向上」は喫緊の課題であり，
AI・IoT・ロボティクス・高速通信などのデジタル技
術を活用した業務変革への期待は大きい。

このような状況の中，国土交通省は「i-Construction」
を掲げ，建設現場における ICT（情報通信技術）の
活用やデジタル化の施策を推進している。

昨今のデジタル技術の発展は著しく，「無人化・自
動化施工」，「デジタルツイン」といった技術が建設現
場における業務に大きな変化をもたらした。また，業
務のデジタル化によって施工データや現場稼働状況を
リアルタイムに取得することが可能となり，データ利
活用という観点でも大きな可能性が広がった。
「働き方改革」や「生産性向上」の実現にあたっては，

ICT を活用した施工や生産プロセスそのものを変革する
ことが重要であるが，こうした取り組みで得られたデー
タを収集・蓄積・連携し，横断的に活用することにより
新たな価値を創造していくことも DX（デジタルトラン
スフォーメーション）において重要な取り組みである。

本稿では，バリューチェーン全体を横断したデータ
共有・データ連携・データ活用を実現する『統合デー
タプラットフォーム』について概要を報告する。統合

データプラットフォームの概念を図─ 1 に示す。

2．データ利活用における課題

企業内データの利活用における課題は，サイロ化や
部分最適化したレガシーシステムによるシステム間連
携（データ連携）の阻害であると考える。このことは
経済産業省が 2018 年 9 月に公開した「DX レポート 
～ IT システム『2025 年の崖』の克服と DX の本格的
な展開～ 1）」にも記載があり，レガシーシステムの課
題を解決できない企業はデータを活用しながら市場の
変化に応じてビジネスモデルを柔軟・迅速に変更でき
ず，競争に敗れることを示唆している。
「システム」や「情報／データ」のサイロ化解消には，

全社で部門横断的にデータを活用できるように，シス
テム間が連携して必要なデータを取り出せるデータ基
盤が不可欠である。システム面だけでなく，「組織文化」
も重要であり，「データは企業の資産である」という

特集＞＞＞　建設施工のDX

図─ 1　統合データプラットフォームの概念図
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意識・文化を社内に根付かせ，データ流通を促進させ
ることも重要である。デジタル技術の進化によって，
膨大なデータを瞬時に収集・蓄積・分析することが可
能となった今，これらのデータをどのように連携し，活
用していくかがDX推進における競争力のカギである。

3．統合データプラットフォームの概要

前章，「2．データ利活用における課題」で提起した
「システム」および「情報／データ」観点でのサイロ
化を解決すべく，バリューチェーン全体を横断した
データ共有・データ連携・データ活用を実現する統合
データプラットフォームを構築した。

統合データプラットフォームのアーキテクチャ（構
造）は図─ 2 に示すように，「データ管理基盤」と「デー
タ活用基盤」により構成される。

（1）データ管理基盤
様々な形式のデータを収集・蓄積し，業務要件に沿っ

た形に加工・変換を行った上で利用者に必要なデータ
を提供する機能。

①�基幹業務システムから取得される「構造化データ」
②�建設現場から取得される IoT センサ値やメディア

ファイル（画像／動画）といった「非構造化データ」
③�国及び地方公共団体が公開する「オープンデータ」
データ管理基盤上にカテゴリ毎のデータを格納する

業務領域を作成し，取得したデータをマッピングして
いくことで，最終目標であるバリューチェーン全体で
データが繋がった状態を目指す（図─ 3）。

例）経理データは業務領域『経理財務』に蓄積
例）�BIM/CIM データは業務領域『設計積算』に蓄積
例）�施工データは業務領域『土木』もしくは『建築』

に蓄積
次章で建設現場から取得することができる施工デー

タの具体例を示す。

（2）データ活用基盤
企業データの利活用促進を目的としたデータ利用者

を支援するための各種機能。
（a）データ利活用ポータル
社内外のデータ活用事例をはじめとするデータ利活

用に関する様々な情報を集約し，利用者と統合データプ
ラットフォームのタッチポイントとなるポータルサイト。
（b）データカタログ
データ管理基盤に蓄積されているデータを見える化

し，公開することで，利用者の分析対象データの検索

及び収集時間を大幅に削減する。
（c）セルフサービス BI
データ管理基盤に蓄積されているデータを利用者が

加工，分析し，レポートやダッシュボードに可視化で
きる BI ツール
「データ管理基盤」と「データ活用基盤」の両者が

機能することで，ネットワーク効果が働き，企業デー
タの利活用促進が期待できる。

4．現場管理システム T-iDigital® Fieldの概要 2）， 3）

T-iDigital Field（以下，本システムという）は CPS
（Cyber-Physical Systems）の概念に基づくシステム
開発手法を用いて現場内に構築したネットワークを活
用してクラウド上にデータを収集，統合することでデ
ジタルツインを形成する。さらにデジタルツインを活
用したデータの分析，可視化を実現することで PC や
タブレット端末のディスプレイ上で時間，場所を問わ
ず，リアルタイムのデジタル現場が閲覧可能となる。
また，データから得られた情報をもとに問題点の事前
発見，解決を支援することで，ミス・ロス・無駄を防
ぎ，安全性の向上，生産性向上を実現させる。このよ
うに，本システムは現場内の映像，各種 IoT データ
を集積するだけでなく，リアルタイムで現場をデジタ
ル化することにより，施工管理における管理項目（安
全・品質・工程・環境）の的確な判断を支援するとと
もに，現場と人をデジタルで繋ぐデジタルツインを構

図─ 2　統合データプラットフォームのアーキテクチャ

図─ 3　統合データプラットフォームのデータ連携イメージ
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築可能とするシステムである（図─ 4）。本システム
を活用した具体例を以下に示す。

（1） 位置情報と重機稼働データを用いた進捗管理
モニタリングシステム

NATM 工法における切羽の主要機械の位置と稼働
データから切羽での作業を読みとり，サイクルタイム
を自動取得するアルゴリズムを実装した（図─ 5）。

建設業では毎日の繰り返し作業において構造物が構
築されていく工種は多数存在する。その中でも
NATM 工法では切羽での各作業工程にかかる所要時
間（サイクルタイム）の確認，記録は生産性向上を目
指すうえで重要な管理項目の一つである。作業工程に
かかる時間を把握することで，計画に対してのロスの
発生源の抽出，無駄の削減へ向けた項目の洗い出しな
どが可能となる。従来は紙で記録するのが一般的であ
るが , 全てのサイクルタイムを正確に記録するのは困
難であった。また，取得情報として切羽サイクルタイ
ム以外に , ずり出しダンプの詳細な運搬回数や発破を
検知するセンサからの発破時刻データも併せて取得し
た。このアプリケーションによりリアルタイムな作業
状況の把握と共に，日々のサイクルタイムの状況や作
業ごとのロス時間も見える化され，確認が容易にな
る。見える化されたサイクルタイムからロスにかかる
作業の対策を検討，指示・是正等，迅速に対応可能と
なり，生産性を向上させることができる。

（2）生体データを活用した作業員見守りシステム
作業員の心拍を監視し，生体データのモニタリング

から , 体調不良などを常時判断して早期発見する作業
員見守りシステムを開発した（図─ 6）。建設業は，
全産業の中で仕事中に熱中症により命を落としてしま
うことが多い傾向にある。また，作業中の私病発生に
より命を落とす事例も見受けられる。体の急激な変化
だけでなく，小さな変化も傾向として監視すること
で，作業員の体調異変に対する素早い対応やこれらを
起因とする事故等の労働災害を未然に防止することが
可能となる。また，労働災害時の傾向を分析すること
で，労働災害防止の指標にすることや労働環境を変革
する情報にもなり得る。

5． 統合データプラットフォームの利活用イ
メージ

統合データプラットフォームにより，企業内に散在
するデータが組織横断で繋がることで，組織や分野を
超えたデータ連携・分析が可能となり，これまでの分
析では発見できなかった「新たな価値」を創出するこ
とが期待できる。以下に，想定される具体的な利活用
イメージを記載する。

（1） 施工に関するデータ×工程に関するデータ×
経理に関するデータ

『出来形による工程進捗管理とリスク管理』
施工に関するデータ（センサ値，位置情報，定点カ

メラからの画像／動画）に工程に関するデータ（工程
表）を組み合わせることで，取得した出来形を瞬時に
工程表へ反映し，工事目的物に対する現時点の工程進
捗を確認することができる。さらに経理データ（出来
高請求）を組み合わせることで，出来高請求内訳が出
来形数量と一致しているかを確認することができ，過
剰請求や請求漏れといったリスクを防止することがで
きる。イメージを図─ 7 に示す。

図─ 4　本システムの概念図

図─ 5　進捗管理モニタリングシステム

図─ 6　作業所見守りシステム画面
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（2） 過去の事故災害に関するデータ×工程に関す
るデータ×気象情報に関するデータ

『発生リスクの高い事故災害の自動提案・注意喚起』
蓄積された過去の事故災害に関するデータ（作業内

容，気象情報，使用機械，作業者の生体データ等）か
ら事故災害発生時の特徴（パターン）を導き出し，機
械学習モデルとして学習させる。作成した機械学習モ
デルが工程表から読み取った作業内容とその日の気象
情報（温度，湿度，風速）から安全上注意すべきポイ
ントをフィードバック，さらに生体データを組み合わ
せることで作業員毎に注意喚起を行うことが可能とな
る。イメージを図─ 8 に示す。

（3） 竣工物件情報に関するデータ×設計に関する
データ×調達に関するデータ

『過去物件情報に基づく超概算見積の算出』
竣工物件情報に関するデータ（法定延面積，階数，

構造種別，工事原価など）に設計に関するデータ（材
料，素材など）を組み合わせたデータを学習データと
し，工事原価を予測するモデルを作成することで，建
物条件に応じた超概算見積の算出およびシミュレー
ションを行うことが可能となる。さらに，調達に関す
るデータ（建設資材の物価変動）やオープンデータ

（ボーリングデータ）を組み合わせたモデルとするこ
とで，経済動向や施工場所の地盤状況を考慮した，よ
り精度の高い予測を行うことが可能となる。イメージ
を図─ 9 に示す。

6．おわりに

本稿で報告した統合データプラットフォームを起点
とした企業データの利活用に向けた取組みは，いずれ
もまだ発展途上のものであり，今後データ収集・活用
範囲が広がっていくことで更なる効果を発揮できるも
のと考えている。

デジタル技術の更なる進化に伴い，今後より一層，
膨大且つ多種多様なデータを取得できるようになるで
あろう。

統合データプラットフォームにおいても，時代の変
化に適応していくための機能拡張と連携データ拡充を
繰り返し，データ利活用という観点から『建設業にお
ける DX』をさらに深化・発展させていきたい。

�
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建設 DX 実現にむけた具体的な取組み事例

内　藤　　　陽

社会的背景を受け，建築生産における生産性向上，省人化，省力化の実現は建設業界における喫緊の課
題となっている。課題解決の手段としてデジタル情報，情報化技術を活用した業務の変革「建設 DX」の
実現を目指して，建築生産の施工フェーズにおける建設 DX 実現に向けた取組みの中から，2 つの具体的
事例をご紹介する。
キーワード：‌�建設 DX，墨出し，生産性向上，省人化，WLB，BIM とロボット連携

1．はじめに

建設業界では建設技能者不足と熟練工の高齢化が深
刻化しており，作業所における省人化・省力化に加え，
2024 年 4 月には時間外労働の上限規制への対応，生
産人員確保のための新規入職者確保に向けて，抜本的
な生産性向上と働き方改革が喫緊の課題となってい
る。竹中工務店では，作業所のデジタル技術の活用に
より次世代の建設現場を目指して，BIM によるフロ
ントローディングやデジタルファブリケーション，そ
してロボットや IoT などの先端技術の開発・活用に
取組んでいる。

作業所におけるデジタル施工技術は BIM データや
施工空間の各種データを活用し，施工現場でのデータ
連携による取付や自動計測から，今後は BIM データ
を活用した施工管理，ロボットの自律走行等へ適用範
囲は広がっていくと思われる。

2．ロボット・機械開発方針

竹中工務店では，1990 年代，他社と競い合い，様々
なロボット・機械を開発した。しかし，当時開発され
たロボット・機械で現在活用されているものは一台も
なく，その原因を分析すると，当時のロボット・機械
は，非常に高機能である一方，操作が難しく，加えて，
本体が大きく重たいものが大半であった。そのため，
作業所にロボット・機械を設置するための前段取りが
新たに発生してしまい，トータルでの生産性向上につ
ながらず，加えてロボット・機械は非常に高価であり，
コストの高さも普及展開を妨げてしまった要因と考え

る。この点を反省し，現在のロボット・機械開発では，
人の作業をロボット・機械に置き換えるのではなく，
ロボット・機械は道具であり，あくまでも「人の作業
をサポートするもの」という考えをベースに，竹中工
務店では，以下 4 つの開発方針を立て，開発を進めて
いる。
①管理者目線ではなく，作業員ファースト
②コストは安く，シンプルな機能で簡単な操作
③軽くて，コンパクト，設置・移動が容易であること
④�業界の技術連携により，自社の中だけでなく，社外

に対してロボット技術の普及を進める。
本稿では，上記開発方針の下，開発を進めている「墨

出しロボットシステム」と「ボード加工ロボット」の
取組み事例を紹介をする。

3．建設 DX実現に向けた具体的な取組み事例

（1） 墨出しロボットシステムにおけるデジタルデー
タ活用

（a）開発の背景
建築生産は主に躯体の構築，部材や設備機器の取付

けといった主作業と，墨出し，部材・資材の運搬，廃
材処理，清掃といった主作業の準備や後処理に相当す
る付帯作業に分類される。壁や設備機器などの取り付
け位置を示すために実施する墨出し作業は，特定の職
種に限定的な作業ではなく，多くの職種にとって必要
不可欠な作業である。様々な職種に共通する墨出し作
業を自動化するローコストで使い易いロボットを開発
することができれば，ロボットの導入による波及効果
は極めて大きく，付帯作業を自動化し，主作業へ充て

特集＞＞＞　建設施工のDX
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る時間を長くすることで，作業所における作業員の生
産性の向上を目指し，墨出し作業を自動化するロボッ
トシステムの開発を進めている。
（b）ロボット概要
開発したシステムは，写真─ 1 に示す三次元レー

ザ測量機と墨出しロボットから構成される。
現場への搬送や現場内での移動が容易なように小

型・軽量な機体（730×450×320 mm，約 20 kg）とし，
三次元レーザ測量機は任意の方向に測距レーザを照射
し，測距対象物までの距離を計測することができるた
め墨出しロボットの精密位置計測に利用している。

一方，墨出しロボットは，キャスター付き独立二輪
駆動型の移動台車プラットフォームに，ペンプロッタ
を備えており，墨出し位置まで移動した後，静止し，
床面に図形や文字を描画することができる（写真─
2）。そのためペンプロッタの寸法の制約上描画範囲
が 200 mm×200 mm 程度に限られる。
（c）システムの運用フロー
本システムを用いて作業する際のフローを図─ 1 に

示す。作業開始前の準備には，「図面作成者による墨
出しロボット用作業データ作成」と「現場オペレータ
による作業設定」の 2 種類がある。
①�図面作成者による作業

墨出し技能工による従来の墨出し作業では，紙出力

した平面詳細図等の図面に記載されている様々な情報
から施工上必要な情報を取捨選択して現場に墨出しす
る。一方ロボットは，墨出しに必要な情報を自身で選
別することができない。そのためユーザがロボットの
ために墨出しロボット用の作業データ（以下，墨出し
図と呼ぶ）を作成しなければならない。ロボットを使
うためにこの作業に手間がかかっていては本末転倒で
ある。そこで，この作業手間を極力軽減する墨出し図
作成用のアプリを開発している。

本アプリは Web ベースのアプリである。Web アプ
リ化することで，ユーザへのアプリ配布が容易，ユー
ザの端末環境への依存度が小さい，アップデートが容
易といったメリットがある。
図─ 2 にアプリの利用イメージを示す。ユーザは，

建設ロボットプラットフォーム 3）にログインする。
これは作業所で働くロボットを，クラウド上で一括管
理するために当社で開発を進めているプラットフォー
ムである。ログイン後，図面データ（dxf，dwg）を
プラットフォームにアップロードする。墨出し図の作
成手順を下記に示す。
イ）�墨出し図作成アプリの起動�  

アップロードした図面データを選択すると墨出し
図作成アプリを起動する。

写真─ 1　墨出しロボットシステムの構成

写真─ 2　ペンプロッタによる墨出し（外装カバー無）

図─ 1　運用フロー

図─ 2　墨出し図作成アプリの利用イメージ
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ロ）�通り芯設定�  
アップロードした図面から通り芯を設定する。通
り芯情報は，墨出し図と現場の位置合わせを行う
ために必須の情報である。

ハ）�墨出し対象の選択�  
アプリ上で，適宜レイヤを選択し，墨出しを行う
対象を選択する。直線，ポリライン，スプライン，
円，楕円，円弧，楕円弧，テキストが墨出し可能
となっている。

ニ）�墨出しロボット用のデータ変換�  
前章で述べた通り，本システムは描画範囲が
200 mm×200 mm 程度に限られる。一方で建築
墨出しにおいては，長い線を墨出しするケースも
多い。そこで本アプリにおいては，選択したオブ
ジェクトを墨出しロボットが描ける長さに分割す
る。すなわち直線は破線，曲線は曲線に接する接
線の破線に変換する（図─ 3）。破線長は一定長
さ以下の範囲，破線間隔は任意に変更できる。

以上のように，平面詳細図等の図面を活用して，墨
出し図を作成することができる。墨出しをすべき情報
とそうでない情報が同一レイヤにあると，それらを選
別する手間が大きくなる。墨出しロボットを使うこと
を想定したレイヤ構成としておくことで，この手間を
大きく削減することができる。
②図面作成上の注意点

図面作成者は，墨出し技能工ではなく，ロボットが
墨出しをすることを意識して図面を作成する必要があ
る。具体的な 2 つの例を紹介する。
イ）�テキストサイズ�  

図面作成者は，部材の型名，寸法，取付高さ等の
情報を図面上に記載する。墨出しロボットの場合，
墨出し図上のサイズのまま床面に描画する。図面
作成者は，これを考慮してテキストサイズを設定
する必要がある。

ロ）�線の重なりや隅角部を形成する線同士の接続�  
図面によっては，同一線上に何本も線が重なって
いたり，隅角部を形成する 2 つの線がつながって
いないことがある。ロボットにとっては，重なっ
ている線は，複数の別の線となるため，何度も同
じ線を現場に描画してしまう。同一線上で重なっ
ているオブジェクトを同一オブジェクトとして合

成したり，隅角部で接続されていない線同士をつ
なげる等のデータのクレンジングが必要となる。

③現場オペレータによる作業設定
前節の手順に従って作成した墨出し図を墨出しロ

ボットに搭載されているコンピュータにコピーし，作
業を行う前の設定を行う。下記の手順に従って設定し
た後，作業を開始する。搭載コンピュータにインストー
ルされている墨出しロボット操作アプリ上で設定する。
イ）�作業エリアと墨出し図の位置合わせ�  

作業エリアの任意の場所に三次元測量機を配置
し，二つ以上の座標が既知の基準点に置いたター
ゲットまでの距離と角度を測定することで位置合
わせする。基準点としては，親墨の交点が適切で
ある。

ロ）�障害物の設定�  
作業エリアの仮置き部材・資材，床配管，開口等
により墨出しロボットが走行できない範囲を設定
する。

ハ）�作業経路の作成�  
作業エリアに点在する墨出し箇所に対して，作業
効率が高くなるような墨出し作業経路を自動計算
する。（b）で設定した障害物を回避する作業経
路となる。

（d）今後の展開
精度に関して，墨出しの精度は現場の床面の不陸，

基準位置の正確さの影響を受ける。各現場における平
均値を記載しているが，1 mm～5 mm となっている。
何のための墨出しであるかによって求められる精度は
異なるが，概ね実用的な精度であると評価されてい
る。今後はレンタル会社と協業し，2022 年内のサー
ビス開始を目指し，さらなる利便性向上のための開発
を実施している。今後，施工時 BIM が更に普及し，
床スリーブ位置や工事の仮設計画等が反映されると，
墨出し図作成段階からこれらをロボットが走行不可な
エリアとして設定し，現場作業時にこれらを回避でき
る等，施工用ロボット制御の観点からも BIM への期
待は極めて大きい。

現在，ロボット製造会社，建設機械のレンタル会社
と共同で墨出しロボットシステムの商用機を開発中で
ある。できるだけ早期に商品化し，普及を促進させ，
建築生産性向上に貢献していきたい。

（2）ボード加工ロボット
（a）開発の背景
建築作業従事者の減少や建設業界入職者の減少によ

り作業員が逼迫している中，ボード貼り作業は熟練の
（a）元画像

図─ 3　破線への変換

（b）破線化
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作業員が，現地採寸，ボードへの墨付け，手作業によ
るボード加工切断，貼り付けを二人一組で行ってお
り，建築仕上げ材（ボード）施工の場合，約 70％近
くが定尺材料からの断裁加工が発生する為，ボード加
工作業の省人化，省力化を実現できる技術のニーズが
高まっており，生産性向上・品質向上を目的として建
築内装仕上げ材加工ロボット「i-Bow」（以下，ボード
加工ロボットという）を㈱爽美，㈱アクティオ，㈱カ
ナモト，朝日機材㈱，Avalon Tech㈱と共同開発した。

これは現地採寸した情報をスマートフォン，タブ
レット端末で専用アプリから入力することで，面倒な
ボードへの墨付け作業を省き，自動でボードの加工が
可能なロボットである。
（b）ボード加工ロボットの機能紹介

①専用アプリにて直感的に寸法入力，複雑な形状の
ボードも自動で加工。複雑な形状（曲線，H 鋼型，
階段型など）でも，専用アプリケーションで簡単に
採寸情報を入力することで加工可能（図─ 5）。

②ボード材の連続加工で迅速化�  
積み重ねられたボードを一番上から順次加工を行
う。また，面取り（ベベル）も断裁と同時に行える
切削刃を開発し，採用している（図─ 6）。

③ 1 台のボード加工ロボットに複数の端末から wifi で
同時接続し順次ボード加工が可能。作図した加工形
状は離れた場所からでも wifi でボード加工ロボット
本体に送信可能さらに，複数のボード工の端末から
の指示を受信することが可能。

図─ 4　「I-Bow」導入時の加工フロー

図─ 5

図─ 6

図─ 7
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④�作業環境を選ばない軽量コンパクト設計�  
天台を 90°回転することで有効幅を縮小することが
可能（800 mm の間口も通過することが可能）（図
─ 7）。

（c）ロボット導入効果
ボード加工ロボットを使うことで　作業時間を変え

ることなく，ボード加工を行う作業員を減らせること
が実証できた（図─ 8）。
（d）今後の展開
実作業所における，省人化につながることが実証で

き，ロボットを利用する「ボード施工会社」の評価も
高い。現在，ソフト部分の改良と合わせて，販売・メ
ンテナンス体制構築の準備を進めている。

体制が整い次第，増産・販売展開を進める予定であ
る。

4．おわりに

本誌では，生産フェーズにおける「建設 DX」を目
指した，取組み事例を 2 件紹介した。
「建設 DX」の本来の意味するところは，デジタル・

情報化技術を活用して，業務のあり方を変えることに

あり，ロボットの開発はあくまでも手段にすぎない。
ご紹介したロボットは，2 足歩行ロボットのような
華々しさはなく，機能もシンプルで単機能ではある
が，作業所で使いやすいもの，作業をする人に求めら
れるものを目指して開発を進めている。手段が目的と
なってしまわないよう，今後も新しいチャレンジを続
け，建設業界の課題解決と魅力向上に向けて尽力して
いく。

墨出しロボットについては，RX コンソーシアムの
分科会活動として，幅広い展開によるコストダウンを
目指している。帰宅前に墨出しロボットのスイッチを
入れ，夜中の間に墨出し作業が完了し，朝来ると必要
な墨出しが完了している。そのような生産現場を実現
させたい。

�

図─ 8　「I-Bow」導入効果

［筆者紹介］
内藤　陽（ないとう　あきら）
㈱竹中工務店
生産本部　生産企画部
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スマート生産モデル現場における施工実績と 
今後の展開

川　上　裕　司

2018 年度に「鹿島スマート生産ビジョン」を策定した。その中において「就業者不足への対応」「働き
方改革」を主軸においた重点施策の一つとして「生産性の向上」を掲げ，最先端技術を活用した建築生産
システムの構築を進めている。このビジョン実現のモデル現場として，BIM を基軸とした最先端 ICT や
各種ロボットの実証及び現場管理手法の革新を目指した。本報では，現場として取り組んだ内容・成果・
今後の課題・展望について報告する。
キーワード：‌�スマート生産，BIM 活用，ロボット，デジタル化，遠隔管理

1．はじめに

昨今建設業において，若年入職者の減少や技能労働
者の高齢化に伴う就業者不足への対応，2024 年に法
施行される残業時間の上限規制に対応した働き方改革
は喫緊の課題となっている。このような課題に対し，

「生産性向上」をテーマとした「スマート生産ビジョン」
を重点施策として掲げ，最先端技術を活用した建築生
産システムの構築を進めている。

このような背景の下，BIM を基軸とした先端 ICT
活用や各種ロボットの実証，及び現場管理手法の革新
を推進し，現場の DX（デジタルトランスフォーメー
ション）を目指して様々な取り組みを行った。本報は，
スマート生産推進現場における「生産性向上」に焦点
を当てた各種取り組み・成果・課題・今後の展望につ
いて報告する。

2．工事概要

工事現場は横浜みなとみらい地区の中において，最
も横浜駅に近い至便な場所に位置している（図─ 1）。

プロジェクトは当該立地に相応しい洗練と格調を備
えたオフィス，シンボリックな球体のプラネタリウ
ム，及びテラスモール型商業空間により構成される超
高層大規模複合ビルである。敷地内に地下鉄みなとみ
らい線が横断しており，現場西側には首都高速道路，
南側には小学校があり，周辺施設への十分な配慮を求
められた。以下に工事概要を示す（図─ 2，3）。
工事名称：�（仮称）横濱ゲートタワープロジェクト建

設工事
所 在 地：神奈川県横浜市西区高島一丁目 2-50
発 注 者：�鹿島建設㈱，住友生命保険相互会社，三井

住友海上火災保険㈱
設計・施工：鹿島建設㈱
工 期：2019 年 4 月 1 日～ 2021 年 10 月 14 日

特集＞＞＞　建設施工のDX

図─ 1　敷地周辺図

写真─ 1　現場全景写真
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用 途：オフィス，にぎわい商業施設
敷地面積：9,308.92 m2

建築面積：6,153.08 m2

延床面積：83,753.42 m2

最高高さ：109.599 m
階 数：地下 1 階，地上 21 階 塔屋 1 階
構 造：�地下 SRC 造，地上 S 造（CFT）, 制震構造 ,

現場造成杭

3．取り組み概要

スマート生産ビジョンの目的は，建設業における就
業者不足や働き方改革といった課題に対して，デジタ
ル技術により解決を目指すものである。本ビジョンの
3 つのコンセプトとそれぞれの現場の取り組み概要を
示す（図─ 4）。

（1）「作業の半分はロボットと」
危険・連続・補助作業はロボットに任せて，人との

協働体制を目指す。
汎用可搬型溶接ロボット，耐火被覆吹付ロボット，

コンクリート押さえロボットなどを使用して省人化・
業務の効率化を図るため現場実証を行った。

（2）「管理の半分は遠隔で」
監視・目視・数量把握等はセンサーを利用して，三

現主義の質を高める。
スマート工事事務所に設置した 7 台のモニターにお

いて現場内モニタリングシステム，3D K-Field，バイ
タルセンサー，入退場管理システムなどを常に監視可
能とした。また，所員全員に配布した iPad を活用し，
搬出入管理システム，杭・土工事出来高管理システム
などをいつでも確認可能とすることで，効率的な現場
管理を実現した。さらに，コロナ禍において非常に有
用である遠隔製品検査やスマート朝礼システムも採用
した。

（3）「すべてのプロセスをデジタルに」
設計検討から調整，合意，進捗管理，保守運用まで

を，デジタルを駆使した効率化とデジタル情報の蓄積
により最適化を目指す。

図面の 3D 化だけでなく，AR システム，コンクリー
ト打設管理システム，3 次元表示リアルタイム現場管
理システム（3D K-Field），進捗管理システムなど様々
な場面において BIM を活用し，デジタルの活用によ
り効率化を図った。

以上の観点から，本社や支店と連携し現場独自の視
点や工夫を付加して，積極的に「生産性向上」を意識
した取り組みを実施した。以下に取り組んだスマート
生産の活動メニューを紹介する。

4．詳細実施内容と評価

実施した全 43 項目のメニューの中から代表とする
取り組みについて紹介する。

（1）汎用可搬型溶接ロボット（石松）
スマート生産の本格的な導入を初めて行った「伏見

ビル」の現場において試験的に鉄骨梁の溶接に使用し

図─ 3　現場配置断面図

図─ 2　現場配置平面図 図─ 4　スマート生産　3つのコンセプト
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た鉄骨溶接ロボットを，高層棟 1 ～ 4 節の鉄骨柱ジョ
イント部の溶接に使用した。専用レールを鉄骨柱に取
り付け，1 本の柱に対して 2 台のロボットを用いて施
工した（写真─ 2）。溶接作業そのものは全自動に行
うが，レールやロボットの設置・盛替え，溶接条件の
設定や品質管理においては，専用の資格を持ったオペ
レータと相番者を必須とした（写真─ 3）。

溶接ロボットを採用するメリットは，作業に必要な
資格を取得する難易度が低いこと，品質を確保するた
めに必要な経験年数が少ないこと，品質管理が容易で
ある（入熱量を可視化するため）ことが考えられる。
熟練溶接工の確保が難航する中，ロボットを導入する
ことにより同等の品質を確保できるということは，今
後の人手不足を補う大きな一歩である。

現状は 1 ヵ所の溶接に対して，専属オペレータを 1
人担当させて溶接に不具合は無いか監視しながら作業
を行い，機械の盛替えなども全て行っている。レール
の設置，盛替えなど資格不要な作業は別の人員によっ
て行い，専属の有資格者 1 人によって数か所の溶接を
管理出来るようになると出来高は更に上がるため，よ
り効率的な運用を可能とする。

（2）耐火被覆吹付ロボット
耐火被覆吹付ロボットを外装上部の特殊部位の吹付

けに実験的に採用した（写真─ 4）。従来は鉄骨梁の
み吹付け可能であったが，アームとプログラムの改良
により吹付可能箇所は大幅に増えた。施工スペースを
十分に確保できない鉄骨と外装のすき間においても対
応可能となった。水平移動機構にはメカナムホイール
という特殊な車輪を採用しており，前後左右にスムー
ズな移動を可能としている。

実際に使用した結果，吹付箇所のデータを入力する
ことにより，自動的に均一な吹付作業が可能であった。

今後の展開として，例えば 3D スキャナーを使用し
た点群データの取得と組み合わせることによって，吹
付箇所のスキャニングをより正確で短時間に行うこと
が出来ると実用化に大きく近づくだろう。

（3）コンクリート押さえロボット
低層棟 1 階床スラブと高層棟の基準階床スラブ打設

において，コンクリート押さえロボットの実証を行っ
た（写真─ 5）。従前の機械と比較して，こて角度の
調整が可能となり，こてムラを少なく出来るのが特徴
である（写真─ 6）。

単純な操作の繰り返しにより押さえ作業が可能なた
め，従来作業であった中腰姿勢における長時間労働を
解消し，作業員の負担を軽減した。

今後の展望として，分割搬入可能とし打設エリアま

写真─ 2　溶接ロボット設置状況

写真─ 3　溶接ロボット　施工状況

写真─ 4　耐火被覆取付ロボット

写真─ 5　コンクリート押さえロボット
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で持ち運べるようになると，建築現場において積極的
に採用されると考えられる。また，現状の操作方法は
スマートデバイスを使用したリモコン操作を必要とす
るが，事前にレベルを設定し自動運転が可能になると
更なる省力化に繋がる。

（4）現場搬出入管理システム
土工事の残土搬出ダンプ，コンクリート打設の生コ

ン車に対して，搬出入管理システムを使用した（写真
─ 7）。GPS の発信機を車両に取り付け，リアルタイ
ムの位置を地図上に表示することが出来るため，ダン
プの追跡調査や台数管理で活用した（図─ 5）。

特に分単位の管理を求められる CFT の打設には，
1 本分の生コン車の台数全ての位置を詳細に把握する

ことによって，遅滞ない打設を可能とすることから，
品質の向上に大きく貢献した。

コスト面においては GPS 発信機，システム使用料
とも非常に安価であり，費用対効果は高く，今後も是
非活用していきたいシステムであった。

（5）遠隔製品検査システム
工場の鉄骨製品検査において一般的な遠隔会議シス

テムを活用することにより，書類検査，鉄骨製品の詳
細，溶接部の外観確認などの必要な検査を遠隔に行う
ことを可能とした（図─ 6）。

支店内に設置した専用のモニタールーム（写真─ 8）
と各地にある鉄骨工場を遠隔会議システムにより繋
ぎ，検査員は手振れ防止装置を装着したスマートフォ
ンによって検査部を撮影する（写真─ 9）。現地にい
る検査員とリアルタイムに会話可能のため，検査者の

写真─ 6　コテ角度調整機能

写真─ 7　搬出入管理システム使用状況

図─ 5　搬出入管理システム管理画面

図─ 6　遠隔製品検査システム概要図

写真─ 8　支店モニタールーム

写真─ 9　遠隔製品検査実施状況



41建設機械施工 Vol.74　No.7　July　2022

指示により細部まで確認することが出来た。
これにより，社員の移動時間の削減と検査効率は向

上し，また工場への出入りが減ることで新型コロナ
ウィルスへの感染リスクも低減した。

特別な資機材は必要無く交通費等の経費も削減でき
るため，コスト面においても非常に有用であり，今後
も活用していきたいシステムの一つである。

（6）3次元表示リアルタイム現場管理システム
これまでは 2 次元図面上に表示していた人や資機材

の位置情報を，BIM モデルを利用した 3 次元データ
上に表示させるシステムである（図─ 7）。人や資機
材に発信機を取り付けて位置情報を取得し画面に表示
させて，事務所に居ながら現場内の人・物の位置情報
を把握可能とした。また，現場内に設置したカメラ映
像を画面上に表示することも出来る。さらに，人・物
の位置情報やカメラの映像はリアルタイムに表示する
ほか，稼働状況の履歴情報取得も可能である。例とし
て，高所作業車にセンサー（写真─ 10）を取り付け
る事により，稼働率を表示することから，遊休機械の
効率的運用が可能となる（図─ 8）。これにより，今
まで管理に苦労していた，高所作業車等のレンタル機
器の稼働状況，配置を把握出来ることから容易に管理
を行える。

また，人の動きを一定時間記録し，動線やヒートマッ
プに表すこともできる（図─ 9）。

これにより，動線の活発な場所を確認可能となり，
動線の疎なところは目が届いていないところとして把
握できるなど安全・工程管理に役立ち，日常巡視業務
の効率化も図られた。

さらに，情報セキュリティの観点から，「作業員ス
マホ」の効果検証を行っており，各協力会社職長に専
用のスマートフォンを貸与している。このスマート
フォンにも電波発信機能が搭載されているため，今後
普及を進めると作業員全員の位置の把握も可能となっ
ている。

今般実際に運用した結果，現場のリアルタイムの情

報を会議室において得られるため，管理者側の業務負
担を減少させた。しかし，最も普及の障害になってく
ると思われるのはコストである。当現場の規模では
ビーコンと高所作業車の稼働率センサーを約 500 個，
受信機のゲートウェイ（以下 GW）を 150 台必要とし，
機材費に多くのコストを必要とした。また，システム
運用に月額費用も必要となるため，その全ての費用に
対して，どの程度効果があり有効活用出来るかを見極
めることがこのシステムの課題である。

今後は，自分や機材の位置情報をスマートデバイス
により安易に確認可能とし，立入禁止エリアの設定を
可能とすると，建築現場の安全管理にも活用出来る。

またコストに関しては，このシステムの採用現場を
増やすことによってビーコンや受信機を大量発注でき
るため，購入だけではなくレンタル運用も可能となり
費用も抑制される。

（7）ARアプリ，スマート朝礼
その他の取り組みとして，AR アプリを使用した現図─ 7　3D-K-Field　管理画面

図─ 8　高所作業車　稼働状況確認画面

写真─ 10　稼働率センサー付きビーコン

図─ 9　行動履歴確認画面
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場確認システムは，スマートデバイスを通して BIM
データを現地に重ね合わせて確認できることから，完
成後のイメージを直感的に共有できる（写真─ 11，
図─ 10）。BIM データの種類を変えることにより，
現場を横断している地下鉄みなとみらい線の位置確認
や，躯体や鉄骨の位置確認にも活用できるため，安全
管理・品質管理にも役立てられる。ただし，スマート
デバイスを活用する際には位置情報のズレが生じるこ
とから，製品検査等に活用するためには更なる精度管
理を必要とする。

また，現場の各所に貼った QR コードをスマート
フォンにより読み取ることによって，その日の朝礼情
報を取得できる「スマート朝礼システム」も採用した

（写真─12，図─11，12）。コロナ禍ということもあり，
当現場においては朝礼を分散かつ職長のみの参加とし
ており，ピーク時の約 750 人の作業員全員に作業内容
や立入禁止箇所などの細かい情報まで全て伝達するの
は非常に困難であった。このシステムを使用すること
によって，誰でも簡単に必要な情報を取得できること
から，現場の安全管理に非常に役に立った。

写真─ 11　ARアプリ使用状況

図─ 10　ARアプリ　確認画面

写真─ 12　スマート朝礼使用状況

図─ 11　スマート朝礼操作画面①

図─ 12　スマート朝礼操作画面②
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5．おわりに

本報文では，当プロジェクトにおけるスマート生産
への取り組み事例を紹介した。3 つのコンセプトを基
に多くの項目について実証したが，遠隔管理やデジタ
ル化の分野では実用的なものが多く現場の SEQDC 管
理に貢献した。特にスマート会議室による WEB 会議
や遠隔製品検査・スマート朝礼については，コロナ禍
の対応を求められた環境下において有用性を発揮し
た。また，本報文に紹介した以外にも BIM モデルを
活用したシステムは多々あり，その度に必要な BIM
モデルを用意することにかなりの労力と時間を要した
ため，今後は施工の上流段階から BIM 活用は不可欠
であると感じた。コスト面や性能面において改善の余
地はあるものの，今後より一層発展していく技術であ

ると思われる。一方，ロボットの分野は，多くの課題
点があり，今後の実証を繰り返す過程において改善は
必要であるが，今後の現場に必須な省力化を実行する
には必要不可欠な分野でもあるため，積極的に多くの
現場で導入し試行と改善を繰り返して実工事での適用
を推進していきたい。

�

［筆者紹介］
川上　裕司（かわかみ　ゆうじ）
鹿島建設㈱
機械部
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建設メタバース
メタバース技術研究所における合意形成の検証

脇　田　明　幸

BIM（Building Information Modeling）の普及により急速に 3 次元モデルの活用が建設業の現場に広がっ
ているが，3 次元モデルを閲覧する環境は十分には整備されていない。そこで 3 次元モデルのアウトプッ
トとしての建設メタバースの活用について独自の視点で検証する。建設メタバースの活用は，商用とは目
的が異なり，操作性や自由度，アップロード方法などに課題もあるが，従来にはない新しい合意形成の手
段として期待される。これまでの方法と比較し今後の建設メタバースのあり方を探る。
キーワード：‌�建設メタバース，技術研究所，合意形成，デジタルツイン，フィジカル空間とサイバー空間

1．はじめに

商用化が進むメタバースを建設業務に生かそうとす
る建設メタバースの検証を進めている。フィジカル空
間をサイバー空間に複製するデジタルツインの考え方
は製造業から始まりさまざまな分野に広がっており，
建設メタバースもそのひとつの流れと考えられる。
BIM 活用の取り組みによって構築された 3 次元モデ
ルを建設メタバースにコンバートして，関係者がアバ
ターとして仮想空間にログインし，建設実務に活かす
試みである。そこには一般のメタバースとは大きく異
なる側面があり，フィジカル（現実）にはないコミュ
ニケーションや合意形成の手法として積極的に検証を
進めている。

2．建設メタバースの目的

商用でのメタバースの活用目的は，コミュニケー

ションの形成や物品の売買，販売促進・広報活動など
である。人々は自らをアバターに置き換え，メタバー
ス空間の中をフィジカルの延長として自由に楽しむ。
メタバースはそのための舞台として大きな役割を果た
す。メタバース内のコミュニケーションの場面や会議
においては，参加者がその場にいるような感覚で自由
な討論ができる。発表者と視聴者という一方向にとら
われない双方向のコミュニケーションが可能である。
たくさんの人々が集まる商用空間では，人々の動線や
空間デザインが求められ，音楽イベントなどのエン
ターテインメントの場面では，音響性能やアバター同
士の交流のしやすさなどが必要になる。

一方，建設メタバースでは，アップロードされる 3
次元モデルそのものを対象にする（図─ 1）。背景と
なる空間は体育館のような屋内空間でも良いが，少し
でも通信量を減らし，スムーズな動作を実現するた
め，対象物以外は何もない屋外空間とすることが望ま
しい。将来，都市クラスの 3 次元モデルが自由にアッ

特集＞＞＞　建設施工のDX

図─ 1　一般のメタバースと建設メタバースの違い
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プロードできて，グリッドコンピューティング等の技
術が進めば負担なく閲覧できるようになるかもしれな
いが，現在の環境では閲覧性を優先すべきである。

建設メタバースには，関係者がアバターとしてログ
インし，対象物である設計・施工の 3 次元モデルにつ
いて 1 人称視点で意見を交わす。BIM モデルや VR・
AR・MR などのデバイスと異なるのは，それぞれの
視点で自由なタイミングでオブジェクトを確認し，共
有の話題をそれぞれの視点で意見交換できる点にある

（表─ 1）。また，テレビ会議と異なり，自由なタイミ
ングで方向や視点変更が可能となり，突発的なアイデ
アが生まれたり，異なる職種の関係者が同時に閲覧す
ることで新たな発見につながったりする可能性もあ
る。BIM モデルの閲覧とは異なり，参加者はまだ建
設されていない建設対象物を，アバターとして仮想体
験できることになる（表─ 2）。

3．BIMモデルの閲覧性，操作性

次に建設メタバースの閲覧性について検証したい。
今では建設業の業務において，BIM モデルは関係者
間の合意形成のために広く利用されている。BIM モ
デルを自在に使いこなせる人材であれば，ソフトウェ
アを操作して必要な箇所を見せることができるが，閲
覧が中心の一般ユーザー自身が BIM ソフトウェアを
操作するのは少しハードルが高い。その操作が 3 次元
であること，属性や時間軸，レイヤという各種の機能
を使い分けてオペレーションする必要があることなど
がその理由である。操作を簡略化した Viewer アプリ
やクラウドをベースとした CDE 環境なども進んでき
ているが，ソフトウェアによって操作性は大きく異な
るなど課題も多い（表─ 3）。

メタバースにおいても同様な事情はあるが，VR デ

表─ 1　VR/AR/MRとメタバースの違い

表─ 2　BIM/CIMモデルとメタバースの比較
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バイスと専用コントローラを用いたシステムでは，あ
る程度直感的に仮想空間内を移動することができる。
前述のように日常的に建設メタバースを利用する場合
には，パソコンやスマートデバイスの利用の方が向い
ている。その場合はカスタマイズできるゲームコント
ローラの利用によって，できるだけ移動のための負担
を減らすことも重要である（図─ 2）。発注者やエン
ドユーザーに体験していただくケースもあり，3 次元
モデルの中を歩き回るための最適な UI 構築は重要な
要素である。ICT や DX 活用は意識することなく使
えるものでありたい。

4．建設業における合意形成の本質

ストレスなく建設メタバース内を歩き回れる環境が
整えば，対象物である BIM モデルの在り方が問われ
る。BIM モデルはその構成要素・部位部材別に LOD

（Level of Detail）という詳細度が定義されている。
基本計画レベルの 3 次元モデルでは躯体などが 1/100
の平面図で表される程度の概略で表現されるが，維持
管理 BIM モデルでは建物の修繕・保全に必要な配管・

機器類や設備機器属性を入力するなど，その目的に
よって詳細度が上がる。建設メタバースにはこの
BIM モデルを特定の形式にコンバートしてアップ
ロードすることになる。DMU（デジタルモックアップ）
においては仕上材などの LOD レベルを上げ，テクス
チャ画像を入力するなどフィジカルに近いリアルなモ
デルを再現する。このモデルをメタバースに再現する
ときには，容量制限に抵触したり，通信速度に依存す
るなど制約も多い。将来，通信環境等が向上した際は，
LOD の高い BIM モデルがストレスなくアップロード
できることが期待される。改修工事の打ち合わせが目
的の建設メタバースでは，あえて詳細度の低いモデル
で討論をおこない，技術者の知見をもとに先入観を持
たず打ち合わせを行うべき場合もある。このあたりは
手書きスケッチを取り囲むフィジカルの建設関係者打
ち合わせに通じるものがある。このように，これまで
BIM モデルを囲んで机上で打ち合わせてきたシーン
は，そのまま建設メタバース空間に置き換わることに
なる（図─ 3）。

当社は，国土交通省『令和 3 年度 BIM を用いた建
築生産・維持管理プロセス円滑化モデル事業（先導事
業者型）』に参画し，技術同研究所の BIM モデルを基
に，維持管理業務の効率化等の検証に取り組んでいる

図─ 2　ゲームコントローラによる建設メタバースの操作

図─ 3　机上打ち合わせから建設メタバースへ

表─ 3　BIMソフトウェアとメタバースの操作性比較
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（図─ 4）。
このとき用いた BIM モデルは，実際に建設メタバー

ス空間にアップロードされ，関係者間のミーティング
に使用されている。当施設は各種室内環境実験を行う
ことを主目的として建設されており，そのための増改
築工事が年度毎に予定される施設である。関係者が実
際に建設メタバース内に集合し，改修計画に際して実
験予定の内容と照らし合わせ，アルミサッシ等の増設
工事について建設メタバース内で協議する場面を図─
5 に示す。

5．デジタルツイン

建設メタバースはデジタルツインの一種であり，
フィジカルの施工現場そのものをバーチャル空間に再
現し，施工計画や安全管理に生かす取り組みが様々な
角度から進められている。現在，土木工事における土
砂運搬状況を情報としてリアルタイムに収集し，記録
や施工計画に生かす試みはすでに行われている。この
情報をさらに建設メタバースにリンクすることができ
れば，究極のデジタルツインとなり関係者はアバター
としてその様子を視認できる。安全面で課題のある場
所を発見するためバーチャル空間を巡視して指示を出
したり，フィジカルの建築物のセンサー情報を建設メ
タバースに同期し，維持管理メタバースとして機能さ
せることも考えられる。

常に更新され続けるメタバースデジタルツインが実
現されると，検討が進んでいるモデルの状況を関係者
が常に閲覧でき，進捗を目で見て確認したり，意見を
発信したりできるようになる。BIM モデルでもクラ
ウドやビューアーを用いて閲覧が可能であるが，手軽

図─ 4　国土交通省BIMモデル事業『技術研究施設におけるBIMモデルを用いた維持管理業務効率化等の検証』

図─ 5　室内環境実験棟における改修工事メタバース打ち合わせ場面

図─ 6　デジタルツイン建設メタバース概念図
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さが大きく異なりインターネットを見るような感覚で
最新の情報をすぐに確認できるようになる。インター
ネットと異なる点は 3 次元であること，1 人称で好み
の視点で見られること，時間軸を加えればタイムシフ
トにより 4 次元デジタルツインメタバースも可能であ
る。現在までの検討の経緯や過去の検討案までを確認
し，未来にシフトすると完成形も見られる（図─ 6）。

6．建設メタバースの未来

以上のことを考えると建設業メタバースに求められ
る性能が見えてくる。現在のメタバースは商用目的が
先行していることもあり，必ずしも建設業に適してい
るとはいえない。建設メタバースの本質を考え業務内
容やワークフローの見直しを併せて考えるとその将来
像がみえてくる。

建設技術の伝承という場面でも建設メタバースは効
果を発揮する。図─ 7 は，建築納まりを表現した
BIM モデルを教育のために建設メタバースにアップ
ロードして，解説を加え合意形成しているところであ
る。施工した現場にしか存在しない各種のディテール
や見えない部分などを先輩技術者と共有して語り合う

ことは新しい体験である。
ただし，現在のメタバースに不便を感じる場面も多

い。建設業における合意形成が特有のものであるため，
必要事項を明確にして業界標準をつくるなどの取り組
みにより将来の業務改革につなげられると予想する。
表─ 4 に建設業メタバースの要求性能をまとめて

みた。アップロード形式の複数対応や LOD の選択が
できること，属性管理機能を持ち表示・非表示や 4D
シミュレーションが行えることに加え，メタバース内
での材質，部材の変更機能などが必須である。また重
要となるのはメタバース内を見ながら歩き回ることに
ストレスを感じないこと。対象物を中心に自身が回転
移動することなど，建設業特有の要望事項もある。異
なるメタバースサービスにおいても操作性が共通化で

図─ 7　ディテールモデルを基にしたメタバース教育

図─ 8　業務基盤としてのBIM活用と建設メタバースの位置づけ

表─ 4　建設メタバースの要求性能
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きることが望ましい。

7．おわりに

BIM 活用は建設業務の基盤として位置づけられ，
その全ての段階において活用されるべきものである。
目的に応じた個別の要素技術が習熟し，DX 活用とし
て進化する先には建設メタバースが存在すると考える

（図─ 8）。
ここで必要になるのは建設業従事者の意識改革であ

る。CAD が BIM に進化し，インターネットはメタバー
スにバージョンアップされる。デバイスや ICT の進

化に着目し常に最新の情報に注目する必要がある。
サイバー空間がフィジカルに近づく未来はすぐそこ

であり，その世界を待ち望むと同時に乗り遅れないよ
うに準備をしておきたい。

�

［筆者紹介］
脇田　明幸（わきた　あきひで）
㈱奥村組
ICT 統括センターイノベーション部
BIM 推進室長
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鉄道工事での BIM/CIM の活用事例

三　瓶　晃　弘・竹　市　八重子

インフラ分野の DX 施策の一つとして BIM/CIM の活用が広がり，受発注者双方の生産性向上等に資す
る取り組みが進められている。鉄道工事においては，「施工時間や作業スペースの制約」，「土木・建築・
軌道など様々な系統との連携及び構造物や設備の取り合い確認」などが特徴として挙げられ，BIM/CIM
活用によるその効果は大きいと考えられる。今回，実際の工事事例（新駅設置・改良，こ線橋工事など）
から，3 次元モデルや点群データ，XR 等の活用を通した施工会社としての生産性向上，安全，品質，工
程管理の取り組み例を紹介する。
キーワード：‌�BIM/CIM，鉄道工事，生産性向上，3 次元モデル，点群データ，XR

1．はじめに

国土交通省では 2023 年度までに段階的にすべての
公共工事において BIM/CIM を原則適用（小規模を除
く）する動きがある。その他発注者として，例えば
JR 東日本建設部門の調査・計画，設計段階における
点群データや 3 次元モデル活用の原則化（JRE-BIM：
JR 東日本における BIM/CIM 取組みの総称）の動き
等，BIM/CIM による生産性向上を目指す取組みが加
速している 1）， 2）。

鉄建建設においては，施工計画立案など現場作業の
見える化から XR や点群データの活用によるデジタル
ツイン環境構築等，受発注者双方の生産性向上に寄与
することを目指し，取組みを進めている。その中で，
鉄道営業線近接工事や線路切換工事，使用中の駅施設
等の改良工事の特徴として，①施工時間や作業スペー
スの制約など条件が多い，②施工範囲に，土木，軌道，
建築，電気，機械など様々な系統の工事関係者や施設
管理者・使用者がいる，③新設と既設構造物間や前述
の複数系統にわたる構造物・設備の取り合いが 2 次元
図面では把握しにくい等が挙げられる。現状では点群
データや 3 次元モデルの活用は，データ共有や統合モ
デル作成・更新・引継ぎ等まだ解決すべき課題はある
ものの，施工段階における安全，品質，工程管理を行
う上で効果的である。本稿では，鉄道工事における
BIM/CIM の取組み事例について紹介する。

2．BIM/CIMの取組み事例

（1）新駅設置工事
JR 幕張豊砂駅（新駅）設置工事は，地平下り線と

高架上り線の上下線間が狭隘な敷地において，既存上
り線高架橋に接続する方式で新たに高架橋を構築し，
1 階に下り線ホーム，2 階に上り線ホーム，S 造の駅
舎を整備する。

今回，ECI 方式であったことから設計段階から施工
計画に参画した。既存設備，構造物等の状況は 3D レー
ザースキャナで取得した点群データや財産図などをモ
デル化することにより把握し，そのデータに新設構造
物のモデル，重機等を統合することで，施工計画検討
のベースとなる 3 次元モデルを作成した。そこから，
新設高架橋の縦梁，横梁を格子状に施工した後，格子
の間から架設するホーム桁や PC 板の架設シミュレー
ションを行った。そして，クレーンの機種選定，配置，
発注者も含めた狭隘箇所における施工の実現性確認に
役立てることができた（図─ 1，2）。また，営業線近
接での工事であることから，大型重機使用工種などに
おいて作業時間帯の検討等にも活用した。全体施工ス
テップを作成し，細長く狭隘な施工ヤードでの重機や
資材の配置検討など施工準備に役立てることもでき
た。

施工段階では，設計で作成した 3 次元モデルを基に
施工ステップを細分化し，モデルを追加するなど必要
な情報を追加して検討の深度化を図った。線路近接施
工であることから，大型重機を用いた杭施工の検討の

特集＞＞＞　建設施工のDX
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際は，レーザーバリア等の安全設備や架線からの離隔
がわかるモデル，建築限界モデル等を追加（図─ 3），
また階段設置時においては，クレーンによって搬入組
立ヤードで製作された階段の吊上げ及び旋回と作業従
事者等による桁誘導の動画を作成した（図─ 4）。こ
れらは，施工内容や安全面での注意箇所の確認が視覚
的にでき，発注者や社内，作業従事者との検討会の際
に活用した。

エスカレーター設置箇所では，高架橋の地中梁及び
杭頭部とエスカレーターピットの配置が一部同一箇所
となるところがあった。しかし，この箇所ではそれぞ
れの構造での２次元図面しかなく，全体構造及び鉄筋
の配筋状態が把握しにくいことから，鉄筋も含めた構

造物のモデル作成を行った。そのことで，特に鉄筋が
密になる箇所では干渉確認をはじめ，組立手順の確認
をするため，実際に組立作業を行う作業従事者にも意
見を聞きながら，必要に応じて鉄筋加工形状の変更な
どを発注者に相談することで，スムーズな施工となっ
た（図─ 5）。さらにコンクリート打込みに関しても，
鉄筋が密であり，また複数部材が一体化した箇所で
あったことから，3 次元モデルを見ながら発注者を含
めた関係者で議論し，打込み計画を立てた。

この現場では土木と建築の連携が必要な箇所があ
り，これまでは 2 次元図面を各担当で確認後，現地で
調整することもあった。例えば，エレベーターピット
や梁材（土木）とエレベーター本体構造（建築）との

図─ 1　狭隘箇所における重機選定等の施工計画検討（1）

図─ 2　狭隘箇所における重機選定等の施工計画検討（2）

図─ 3　営業線近接での杭施工検討

図─ 4　階段主桁のクレーン架設動画

図─ 6　複数系統での取り合い確認

図─ 5　鉄筋の組立手順及び干渉確認
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取り合いなどである。そこで今回は，3 次元モデルを
統合することで視覚的に分かりやすくなり，双方で施
工前に確認，調整することで手戻りの防止に繋がった

（図─ 6）。

（2）駅改良工事
JR 浜松町駅でのホームドア整備，ホーム拡幅及び

線路切換等の駅改良工事では，既存構造物の改良とな
るので，各構造物とともにホーム上に数多くある施設
物の把握や移転調整等のために，3D レーザースキャ
ナによって取得した点群データから現況設備及び地形
等の 3D モデルを作成した（図─ 7）。

線路閉鎖による列車運休やお客さま流動の変更を伴
う大規模かつ短時間で完了しなければならない工事で
は，駅改良として大きく３つのシチュエーション①線
路切換に伴う既設桁移動（土木），②ホーム拡幅（土
木），③仮上家設置（建築）において，それぞれの施
工ステップモデル及び動画を作成して，各検討会や施
工説明で使用した。さらに，3 つの動画を組み合わせ
て，実際の工程に合わせた動画を作成し，いつ，どの
エリアで，どのような作業が行われているのか，工事
全体の動きが把握出来るような資料として活用した

（図─ 8）。

（3）発電設備老朽取替工事
JR 東日本の千手発電所（水力発電所）老朽設備取

替工事では，取替時期をむかえた水車発電機 5 機のう
ち 4 機を 1 機ずつ使用停止しながら取り替え，1 機を
廃止する。歴史のある設備であり，初めての取替工事
で前例がないことから，3 次元モデルを活用して土木
工事の撤去・新設にかかわる施工シミュレーション等
を行った。

発電機は，鉄筋コンクリート構造体に囲まれ，一部
埋設した状態で支持されている。土木工事では，上記
鉄筋コンクリート構造体の撤去と新たな発電機を支持

する構造体を施工した。なお，発電機のケーシング（鋼
管）と呼ばれる部位は，渦巻き状の構造となっており，
それを支持する構造体も含めて，2 次元図面のみで施
工計画を策定するのは容易ではない複雑な構造であっ
た。

まず既存の設備撤去では，コンクリート部分の場外
搬出にあたり，ワイヤーソーによるブロック割や搬出
用のクレーン設備を 2 次元図面やイラストを基に 3 次
元の施工ステップを作成した。ブロック搬出では限ら
れた空間での作業が必要となるため，その手順を関係
者間で事前に確認することで，作業上の課題解決策や
安全性の検討を行った（図─ 9）。

次に，コンクリートの撤去によってできた空間に，
発電設備であるケーシングが支持架台によって設置さ
れ，その周囲に鉄筋を配置し，コンクリートが打設さ
れる。3 次元モデルにより，ケーシングと鉄筋の関係
を確認するとともに，コンクリートの打設計画を立て
た。ケーシング裏側へコンクリートを確実に充填する
ために高流動コンクリートを使用したが，施工当日の
イメージを事前に関係者間で共有することができ，品
質確保の一助となった（図─ 10）。

また 3D プリンタによる 1/50 スケールの模型も製
作した。通常であれば，ベースとなる 3 次元データを
用意してプリント出力をするが，検討用モデルがある

図─ 7　点群データからモデル化した既存設備 図─ 8　実際の工程に合わせて編集した施工動画

図─ 9　コンクリート撤去の検討状況
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ことで出力用にデータを若干修正することで製作が可
能となった。これも 3 次元モデルの新たな活用法の一
つと考えられる（図─ 11）。模型内にコンクリートを
模した液体を流し込むことによる充填状況の確認や
チューブを用いた打設時のホースの取り回しのシミュ
レーション，各打ちあがり高さでのブロックを積み重
ねて，その時の状況を手に取って確認できたことも，
模型ならではの活用法だと感じた。

設備搬出入のための地上床部撤去後，再び経年 80
余年のコンクリート構造物内に新しい発電機を設置，
活用することから，切断面の健全度調査を行った。従
来であれば足場等を使って調査を行うが，地下 1 階で
も並行して作業を行っていたために設置が困難だった

こと，また高所作業車を設置するスペースもなかった
ことから，ドローンによって撮影された画像からひび
割れ解析を行い，注入等の計画を策定した（図─
12）。また，解析画像を 3 次元モデルに貼り付ける等
工夫し，状況確認をよりわかりやすくした。この方法
は，本現場に非常にマッチした手法であったが，計測
や足場設置などの期間及び費用も含めて，他現場にお
いても効率化，省力化になると考えられ，今後水平展
開していきたいと考えている。

（4）鉄道橋架け替え工事
JR 秋田新幹線角館～大曲駅間に位置する斉内川の

流域治水対策事業に伴う，鉄道橋の架け替え工事にお
いて，新設桁（単線用開床式PRC単純ランガー桁1連，
桁長＝70.8 m）を既存線路脇の構台上（斉内川上流側）
で製作し，一夜で既設桁撤去後，横取り架設を行った。

設計時に作成した周辺地形の点群データや新設桁，
仮桟橋など仮設物の 3 次元モデルデータを活用しなが
ら施工計画を策定した。3 次元モデルから，下部工施
工時に設置した立坑土留めと新設桁構築のために設置
する仮桟橋の一部が干渉することが確認され，事前に
計画を修正することで手戻りを防ぐことができた。

また，既設橋りょう脇にて製作する PRC ランガー
桁の施工ステップを 3 次元モデルで作成した。コンク
リート打設時のポンプ車の配置や足場の設置状況等，
特に営業線に隣接する作業であることから，足場転倒
防止用のワイヤー等安全にかかわる設備もモデルに組
み込み，事前の関係者説明等にて使用した（図─
13）。また既設桁撤去時に，当初クレーン 2 台で作業
計画をたてていたが，3 次元モデルにより施工手順を
検討した結果，撤去作業に支障しないスペースで補助
クレーンを 2 台追加配置できることがわかった。検討
結果より，現場では計 4 台のクレーンで作業を分担し
たことで，施工時間の短縮につながった（図─ 14）。

PRC ランガー桁の横取り架設事例はそれほど多く

図─ 12　ドローンによるコンクリートの健全度確認 図─ 13　コンクリート打設及び足場設置の状況

図─ 10　コンクリート打設の検討状況

図─ 11　3Dプリンタで出力した模型
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ないこともあり，当初から動画による説明も視野に入
れてモデルを作成した。動画は，「設備紹介編」「事前
作業編」「試験引き編」「当夜作業編」の 4 種類を用意
して，現場作業従事者を含め，工事経験が比較的浅い
関係者等にも内容が理解できるように作成した。特に

「当夜作業編」に関しては，一晩の架設作業の流れが
わかりやすいように，時系列での作業フローを画面左
に配置し，画面下にはその時点での施工内容を解説し
た。特に桁けん引時については，桁の移動とジャッキ
の動きがわかるように画面を 4 分割にして表現した

（図─ 15）。これらの動画に関しては，施工検討会や
作業周知の場にて活用することで作業の理解度が深ま
り，生産性の向上と安全な作業に貢献した。

（5）こ線橋架設工事
JR 米坂線上空をまたぐこ線橋（橋長＝190 m）とし

て架設される鋼 3 径間連続非合成 RC 床版箱桁は，線
路上空の 2 径間は送出し架設，残り 1 径間はクレーン
架設にて行った。

3 次元モデルによる施工ステップは，桁架設におけ
る施工計画検討に活用するとともに，架設後の運転士
目線の動画等も作成し，関係者への説明や合意形成の
円滑化が図られた。

また曲線部での桁送り出しとなることから，桁の方

向性確認のために，高精度屋外 AR システム（Trimble 
SiteVision）の試行も行った。このシステムは，座標
情報が付加されている 3 次元モデルを機器に取込み，
GNSS アンテナの情報からスマートフォン画面にて
AR 表示を行うものである。山間部ということもあり
GNSS の受信状態はあまりよくなかったが，施工中の
桁とモデルが概ね一致した状況を確認できた。今後
は，同種の活用も進めていきたいと考えている（図─
16）。

（6）橋梁下部工基礎工事
ここでは，前項でも紹介した高精度屋外 AR システ

ム（Trimble SiteVision）を使用した杭打設位置の確
認方法を紹介する。

下部工工事や仮設工事の杭打設前に測量によって求
められた杭芯位置のダブルチェックとして導入した。
現地のマーキング位置と設計座標との整合性を容易に
確認することができるので，測量作業の効率化や人為
的ミスの発見にも繋がっている。なお，このシステム
では衛星からの位置情報の取得が必須になるため，高
層ビルなどの建物付近や山間部の急斜面に挟まれてい
る場所では不向きとなり，使用の際に事前確認が必要
となるが，位置確認を容易にできるというメリットは
大きく，活用する現場は増えている（図─ 17）。

図─ 14　クレーンを用いた撤去作業の状況

図─ 15　新設桁横取り時の施工動画

図─ 16　桁送り出し架設時のAR表示状況

図─ 17　ARによる杭施工位置確認
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3．おわりに

今回，施工段階での点群データ，3 次元モデルの活
用事例について鉄道工事を中心に紹介した。今後は，
施工計画検討や関係者との合意形成の円滑化などの活
用だけでなく，3 次元モデルと点群や画像データを
使った配筋検査や出来形管理，AI 画像解析などを活
用した品質管理，維持管理への効率的なデータ引継ぎ
など，様々な技術を取り入れて生産性向上につながる
取組みを進めていきたいと考えている。

�
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地中探査結果を搭載した ICT 建設機械の活用による
地下埋設物の保護「地中探査 + ホルナビ」

関　口　伸　吾

i-Construction の普及拡大に伴い，ICT バックホウの利便性とその認知度も向上している。一方で，市
街地における埋設配管維持管理においては，配管の明確な位置がわからない状況下での床掘作業のため，
不慮の破損事故等が耐えないのが現状である。本稿では，地中探査によって地下の可視化及びデータ化を
行い，さらに ICT バックホウを連携させることによる，効率向上と安全性向上を紹介する。
キーワード：‌�i-Construction，地中探査，ICT バックホウ，3D モデル，埋設管保護データ

1．はじめに

国土交通省が推進する i-Construction の取り組みの
内，ICT の全面的な活用（ICT 活用工事）では 3 次
元設計データを施工現場で利用し，正確な施工数量の
把握や，ICT 建設機械に搭載される電子丁張として
の活用など，従来施工より効率の良い施工が行われて
いる。しかし，ICT による効率化の事例は少なく，
市街地でのインフラ設備の配管維持管理による掘削作
業では，既存の地中埋設管の位置を把握し，破損させ
ることなく保護することが急務となっている。

市街地における従来施工の配管維持管理では，地中
探査の実施後，配管経路図等を 2 次元の図面として図
化を行い，埋設管設置位置を把握している。施工現場
では丁張設置，試掘を行いながら，人力と併用して慎
重に作業をする必要がある。

これらを踏まえ，上記作業に ICT を活用し，地中
埋設管の探査結果と ICT バックホウ「ホルナビ」を
連携させ，施工現場の生産性向上および既存埋設管の
保護を目的とした実験をおこなった。

2．目的

本稿は，市街地でのインフラ設備の配管維持管理に
よる掘削作業において，施工現場の生産性向上および
既存埋設管の保護の向上を目的としたマシンガイダン
スシステムについて，3 社共同にて検証し，評価する。

3．実証実験

地中埋設管の探査結果と ICT バックホウ「ホルナ
ビ」を連携させ，施工現場の生産性向上を調査するた
めに表─ 1 に示す現場条件にて検証を行った。

市街地の維持管理を想定するため，50A ～ 200A の
管および障害物を想定したアルミ板を埋設した。

埋設管の設置には，レーキによる敷き均し，タンパ
による締固めを実施し，土の密度が一定になるように
留意しながら，実験準備を行った（図─ 1，2，写真
─ 1，2）。

検証を行った手順について表─ 2 に示す。

特集＞＞＞　建設施工のDX

表─ 1　現場検証条件

場所 施工技術総合研究所　構内
実験範囲対象 W2 m×L4 m×（H1.4）
管径 50 A ～ 200 A
材質 VU，SGP-W

図─ 1　埋設管配置平面図
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（1）地下探査の実施
埋設管位置の把握を行うため，地下探査を行った。

地下部の非破壊探査技術として，電磁波地中レーダ法

と電磁誘導法がある。電磁誘導法では磁性体が磁界に
影響を与える現象を利用するため，金属系の埋設物の
みの検知となる。

しかし，実際の掘削作業には材質を問わず埋設物を
検知する必要があるため，媒質内の電磁波伝播と反射
を利用する電磁波地中レーダ法を使用した。使用した
多配列地中レーダシステムの仕様を表─ 3 に示す。
地中探査の実施状況においては写真─ 3 に示す。

多配列地中レーダシステムから取得された地中レー
ダ平面処理データを解析することにより，地中埋設物
の位置を把握した（図─ 3）。また，横断データおよ
び縦断データを処理・解析を行う事により 3D モデル
化を行った。

（2）地中計測データのレジストレーション作業
地下探査結果の 3D モデルは，現場の座標系ではな

くローカル座標となる。そのため，絶対座標の現場基

図─ 2　埋設管配置状況　探査結果 3D表示

図─ 3　地中レーダ平面処理データ

写真─ 1　検証に利用した埋設管

写真─ 2　埋設管設置完了状況

表─ 2　検証手順

手順 実施内容

1
地中探査の実施後，地中埋設管データを解析し，3D
モデル化する

2
3D モデル化された埋設管の上部より，15 cm オフセッ
トした 3 次元設計データを，埋設管の保護データとし
て作成

3
埋設管の保護データを LandXml 化し，ICT バックホ
ウに搭載する

4
ICT バックホウにて床掘り作業を行い，作業時間を計
測する

5 再度埋戻しを行い，通常床掘り作業時間を計測する
6 上記 4 と 5 の作業時間を比較する

表─ 3　多配列地中レーダシステムの仕様

探査能力 探査深度：1.5 m 程度

探査精度
水平位置：±10 cm
深度位置：�±10 cm（GL－1 m 以浅）�  

±10%程度（GL－1 m以深）
施工能力 500 m2 ～ 1,000 m2 程度／日
適用条件 気象条件：雨天不可

写真─ 3　地中探査の実施状況
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準点を計測し，相対座標となっている地下探査結果の
3D モデルの基準点を TS 測量および GNSS 測量にて
統合し現場座標に変換した（図─ 4）。

また，埋設管保護データを作成するために，標高値
が必要となるため，地上型レーザースキャナーを用い
て点群の計測を行った。また，デジタル処理中に周囲
の状況を把握しやすくするため，取得した点群を用い
て埋設管位置の可視化を行った。

（3）埋設管保護データの作成
地中の埋設管保護データに関しては，通常の ICT

土工にて利用されるデータ形式と変わらない。
そのため，深さ方向での 3 次元設計データではなく

高さ方向（標高値）を利用して不整三角網（TIN）デー
タを作成する必要がある。前述の地中計測データのレ
ジストレーション作業にて取得した 3D モデルは現場
座標に変換するとともに探査誤差を考慮するため，
3D モデルの 15 cm 上部へとオフセットした高さの 3
次元座標を算出し，それらを結線した不整三角網デー
タを作成した。

利用したソフトウェアは一般的に広く利用されてい
るシステムを用いて作成した。作成した埋設管保護
データは図─ 5，配置状況は図─ 6 に示す。

（4）ICT活用による掘削作業計測
本検証における 4 m×2 m（深さ約 1.2 m）の ICT

活用による準備作業および掘削作業を実施した。検証
作業においては写真─ 4，作業時間においては表─ 4

に示す。ICT 活用による床掘は，マシンガイダンス
機能を搭載したバックホウ 0.25 m3 を用いた。ガイダ
ンス画面に表示される埋設管保護データと，バケット
位置をリアルタイムに確認し作業を実施した。本検証
においては，マシンガイダンスシステムを利用したた
め，作業を実施するオペレータの技量によって掘削時
間は異なる。本検証におけるバックホウのオペレータ
は，日ごろからバックホウの操作に長けている人材に
て実証実験を行った。

（5）従来施工での掘削作業計測
本検証における 4 m×2 m（深さ約 1.2 m）の従来施

工による準備作業および掘削作業を実施し，マシンガ

図─ 4　地上の基準点配置状況

図─ 5 　埋設管保護データの作成

図─ 6 　埋設管保護データの配置状況

写真─ 4　ICT 建機による掘削作業

表─ 4　ICT 活用による準備作業と必要時間

区分 実施内容 時間

探査
地中探査 10 分
3D モデル化（解析・図化） 40 分

準備
埋設管保護データ作成

60 分
3D 設計データ作成

施工 ICT バックホウを床掘 45 分
合計 155 分
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イダンス機能を利用しないバックホウ 0.25 m3 を用い
た。検証作業においては写真─ 5，作業時間において
は表─ 5 に示す。

埋設管を保護する目的から，従来施工による床掘作
業においては以下の作業を頻繁に行いながら行った。

・平面位置をコンベックス等にて計測
・深さをレベルにて計測
・埋設管の有無を手元作業員に確認及び指示
・確認のための手掘り試掘

（6）埋設管の保護状況
埋設管の保護状況について，ICT 活用と従来施工

での違いを表─ 6 に示す。
ICT 施工では埋設管への破損はなく，試掘して管

までの距離を計測するとデータ通りに 15 cm 上まで
の掘削結果であった（写真─ 6）。

従来施工では，バケット刃先が埋設管へ接触するこ
とがあり，損傷が 2 箇所，破損が 1 箇所であった（写
真─ 7）。

4．まとめ

従来施工時間と ICT 施工時間を比較すると，45％
程度の縮減効果が得られた。その要因として丁張設置

に関する手間の縮減，地中の状態が把握できる事によ
るオペレータの生産性の向上，埋設物破損のリスクが
低減できるため，埋設管破損後の修復作業等が不要に
なるなどの効果が見られた。

また，本検証現場では 4 m×2 m（深さ約 1.2 m）の
狭隘環境であるため，丁張計算，丁張設置の作業が
20 分と少ない。実施工ではより多くの丁張設置およ
び測量計算作業も時間がかかると想定されるため，更
なる時間の縮減効果が期待できる。

安全面では，コンベックスによる平面位置の測定や
バケット爪先を施工箇所近くにて目視しながら作業を
進める必要があるが，ICT の活用により人員が施工
箇所付近に立ち入る必要が無くなるため，安全面によ
る効果も期待できる。

しかし，3 次元設計データが不可欠なことや，ICT
建設機械の導入が必須であるため，費用面では施工者
の負担が大きくなってしまうという課題や，細かな埋
設管の保護や，狭隘環境での施工では，バックホウの
バケットサイズに合わせて埋設管保護データを作成す

写真─ 5　従来建機による掘削作業

表─ 5　従来施工による準備作業と必要時間

区分 実施内容 時間

探査
地中探査 10 分
地中探査結果報告書

120 分
配管経路図

準備
丁張計算

20 分
丁張設置

施工
試掘・埋設管確認

130 分
人力を併用した床掘

合計 280 分

写真─ 6　ICT 施工実施時の掘削結果

写真─ 7　従来施工時のバケット接触による破損個所

表─ 6　従来施工と ICT 施工による埋設管接触箇所

施工区分 埋設管の状況 個所数

ICT 施工
損傷 0 箇所
破損 0 箇所

従来施工
損傷 2 箇所
破損 1 箇所
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る必要がある等の課題がある。
小型建設機械に取り付け可能な ICT システムが市

場に出回り，中小規模の施工現場に導入されやすくな
ることを期待したい。

5．おわりに

市街地での維持管理による掘削作業における施工現
場の生産性向上および既存埋設管の保護の向上を目的
とし，3 次元設計データを用いたマシンガイダンス「ホ
ルナビ」の活用についての研究を行った。ICT 建設
機械を利用するためには，地中探査結果より 3 次元設
計データを作成することが必要不可欠であるが，人工
数の削減および作業時間の短縮効果が大きいと同時
に，地下埋設管の保護に効果的である事が分かった。
埋設管の保護においては，埋設管破損時の補償や，復

旧作業の短縮，オペレータによる作業の容易さなど，
様々な波及効果が得られると考えられる。今後も ICT
を利用した活用方法や小規模土工における ICT の現
場適用性および効果に関する研究に取り組んで参りた
い。

�
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建設機械メーカにおける営業のデジタル変革
試行錯誤し見えてきた活動ポイント

龍　尾　信　哉

高齢化・入就者の減少等により建設現場での生産性と安全性の両立が深刻化している。建設機械メーカ
においては，単にお客さまに建設機械の仕様や性能を伝える形での営業では，真にお客さまのお役に立て
ない状況となっている。すなわち，お客さまの抱える課題を解決する形の営業活動への変革が不可欠。本
稿では，デジタルをフル活用し，試行錯誤しながら営業変革を推進した経緯および，その中で培った活動
上のポイントについて報告する。業務変革を対象としたデジタルトランスフォーメーション（DX）を推
進する際の一助になれば幸いである。
キーワード：‌�DX，デジタルトランスフォーメーション，業務変革，お客さま課題解決型，DX 基盤

1．はじめに

高齢化および入就者の減少により，建設機械のオペ
レータの減少に歯止めが掛からない。このような背景
もあり，建設現場での生産性と安全性の両立の課題が
深刻化している。また，建設機械の活用形態も建設機
械の所有に留まらず，レンタル・リカーリング（使用
する期間分だけ）はもとより，サブスクリプション（定
額で，一定条件のもと使い放題）等の契約形態も珍し
くなくなってきている。すなわち，お客さまの資産管
理やファイナンスに関する課題も考慮することが求め
られる。

このような背景のもと，建設機械メーカにおいて，
単にお客さまに建設機械の仕様や性能を伝える形での
営業では，真にお客さまのお役に立てない状況となっ
ている。すなわち，機能や性能の伝達を中心としたモ
ノ売り型から，お客さまの課題解決型の営業活動への
シフトが期待されるとともにビジネスの維持・拡大上
も不可欠な状況である。

一 方 で， デ ジ タ ル ト ラ ン ス フ ォ ー メ ー シ ョ ン
（DX），デジタルを活用し企業の自己変革を推進する
ことも不可避になっている。このような背景の中で，

「モノ売り型から，お客さまの課題解決型の営業活動
へのシフト」を目的に営業のデジタル変革を開始した。

2． お客さまの課題解決型行動方法の実証＝
PoC（Proof of Concept：概念実証）

まずは，営業活動の現状について確認したい。建設
機械業界に限った話ではないが，担当により営業活動
の経験・能力にバラツキが激しい。特に，お客さま課
題解決型の営業においては，その傾向が顕著である。
また，お客さま課題解決型の営業を推進する上では，
様々な情報が必要となる。その情報を基幹システム等
から集めようとしても，うまく集められない。実はデー
タをどう使って良いか，今一つ分からないので，デー
タ集めそのものを諦めてしまうケースも散見された。
これらの結果，お客さま課題解決型の案件の獲得を拡
大できない状況であった。

このような状況を踏まえ，「若手・経験が浅い営業
がお客さま課題解決型案件を受注する」を目標として
実証（PoC）を推進した。 

PoC の実施内容としては，まず，お客さまの課題
解決的な行動を実施している営業担当のキーとなる行
動のいくつかを抽出した。例えば，お客さま保有の
60 台の建設機械の中で「最も古い建設機械」をキー
に会話し商談する。最も古い建設機械ぐらいは，多く
の営業担当の頭に入っているので既に実施していた営
業担当も多い。しかし，お客さまが新しく導入した建
設機械含めて「最近，稼働が高止まりしている建設機
械」をキーに，もしかしてお客さま先の工事現場のリ
ソースが足りていないのでは？とレンタルの商談をす
るなどは，一部の営業担当しか実施できていなかっ

特集＞＞＞　建設施工のDX
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た。このように，お客様の状況から新車販売に留まら
ず，レンタル，中古販売あるいは修理サービスなどか
ら，最適な提案に繋げる際のキーとなる行動のいくつ
かを抽出した。その後，キー行動で必要なデータを 2
クリックで素早く見られるアプリケーションを作成し
た。アプリケーションが商談のきっかけを教えてくれ
る形にした。なお，本アプリケーションは，様々な切
り口でデータを探せるアプリケーションではない。む
しろデータの見方を特定した。もちろん採用しなかっ
た見方を否定するものではない。実証目標「若手・経
験が浅い営業がお客さま課題解決型案件を受注する」
に対して，見方を特定することに価値があるかを試す
狙いで実施した。

このアプリを関東の営業所の若手 2 名に，1 週間ず
つ 2 回実施した。それぞれの回は，別メンバに活用し
てもらい検証を推進した。その結果，特定メンバでな
く，複数メンバで複数件の受注を獲得した。また，今
後の引き合いも獲得することに成功した。実証目標「若
手・経験が浅い営業がお客さま課題解決型案件を受注
する」を達成し，実現していく価値があることが見え
てきた。実証したことで，特に，上層部・幹部のメン
バ含めたプロモートしていく部隊が自信をもった。本
気で展開しようという機運が非常に高まった。業務変
革は，“人”が中心なので，幹部含めたプロモート部
隊のメンバが本気になったのは大きな成果であった。

3．本番システム構築・リリースと DX基盤

PoC の後，本番で活用するシステム構築に取り掛
かった。ここでは，既に，開発中であった DX 基盤に
基づき本番のシステムを構築していった。

DX 基盤には，お客さま先で日々稼働している建設
機械，何十万台の稼働情報，いわゆる IoT（Internet 
of Things：モノのインターネット）データと，生産・
販売・在庫などのいわゆる業務データを収集・集約し
ている（図─ 1）。DX 基盤に集約するデータを使い
倒す戦略的なアプリケーションをスピーディ，効率的
に創出できるようにすることで，デジタルトランス
フォーメーション（DX）の加速を狙っている。この
第一弾として営業支援する戦略的アプリケーションと
して構築していった。

DX 基盤自体は，営業支援アプリケーションの開発
チームとは別チームで開発を推進した。営業支援アプ
リケーションの開発チームでは，営業支援アプリケー
ションのアーキテクチャを探りながら，ようは，「実
現方式を試行錯誤」しながら推進した。例えば，ユー
ザ画面は，モバイルの専用アプリケーションにする
か，あるいは，モバイルでも PC でも使える Web ア
プリケーションにするかなど。実は，画面については，
元々 PoC で使っていた End User Computing ツール

（ユーザ自身で簡易にシステム開発できるツール）を
ユーザ画面としたアーキテクチャを考えていた。しか
し，扱うデータボリュームが PoC 時点とは桁違いな
ど，別の方式検討を余儀なくされた。このように試行
錯誤しながら進めた。

2021 年 12 月に，先行 300 名に対し営業支援アプリ
ケーションをリリースした。2022 年 3 月現在，口コ
ミで広がり，どうしてもユーザ追加して欲しいと言う
リクエストに対応し 350 名に膨れている。また，各拠
点で活用方法の勉強会などを実施し，ユーザからの
フィードバックを受けながら，アプリケーションの継
続アップデートを進めている。

図─ 1　DX基盤によるDX加速
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4．活動上のポイント

以上のような形で，試行錯誤しながら活動を推進し
てきた。ここで，活動上のポイントについて，振り返
ると，以下 5 点が挙げられる。
（1）�世界観のイメージ化（デモ）とアクションを対

に進める
（2）「価値証明」と「実現方式証明」を分ける
（3）業務メンバと IT メンバが一体化し推進する
（4）基幹システムとの違いを踏まえ開発する
（5）小さく生んで，活動状況を踏まえ育てる
それぞれについて見ていきたい。

（1） 世界観のイメージ化（デモ）とアクションを
対に進める

一つ目のポイントは，世界観のイメージ化（デモ）
とアクションを対に進める。

実は，今回の「お客さまの課題解決型行動方法の実
証」＝ PoC の推進と並行して，めざす世界観のイメー
ジ化に取り組んだ。「何が正解か分からない。だから
動く。ただ，世界観を共感しないと改善止まりになっ
てしまう。」という前提認識のもと PoC アクションと
並行して世界観のイメージ化，具体的にはデモンスト
レーション（紙芝居）を作成した（図─ 2）。

このデモでは，システムの操作方法ではなく，めざ
す世界で起こしたいドラマを明示することをめざした。

今回のデモの中では，あるお客さまへの継続的な対
応の姿を描いている。具体的な商談や故障に対するサ
ポートが展開される。商談の中では，お客さまの状況

や課題を踏まえ，中古と修理サービスを提供する。言
い方を換えると新車提供のチャンスを逃している。こ
こで，お客さまに寄り添い対応したことで，半年後に
新車が 2 台売れる流れになっている。粗筋を文章で伝
えても伝わらないが，これがドラマ仕立てのデモに
なっている。業務変革の構想書で言えば「顧客に寄り
添い活動することでビジネスを維持・拡大する」とな
る。しかし，この構想書だけでは，メンバ皆が，腑に
落ちて理解するには至らなかった。それが，このデモ
を見てもらうことで，世界観を感情とともに腑に落ち
て理解してもらうことに成功した。

なお，デモで具体的な仕様を見せてしまうと，発想
が限定されてしまい新しい発想を阻害し兼ねないので
は？更に言えば，デモで明示しているシステム仕様の
中で気にいらない部分ばかりに議論が集中するので
は？と懸念も持っていた。これもドラマ明示にフォー
カスすることで回避できた。

一方で，デモ作成と並行し推進したアクション（「お
客さまの課題解決型行動方法の実証（PoC）」）につい
て見てみる。アクションは，当然ながら範囲が限定さ
れるので，“それだけ”と思われがちである。その際
にデモを見せることで，今回のアクション範囲外もイ
メージしていることを明示できることは大きかった。
今回のアクションにメンバを巻き込んでいくときに，
最初に世界観のデモを見せ，その中のこの部分という
形でアクションを明示して理解してもらうことが可能
であった。

見方を変えると，このデモがあることで，アクショ
ンの範囲をより一層限定・割り切ることが可能となっ

図─ 2　世界観のイメージ化（デモ）
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た。そうすることで，アクション（PoC）をスピーディ
に実行できるようになり，成功要素のみでなく失敗要
素も早期に創出して早く改善することが可能となる。

（2）「価値証明」と「実現方式証明」を分ける
ポイントの 2 つ目は，「価値証明」と「実現方式証明」

を分ける。
今回実施した「お客さまの課題解決型行動方法の実

証（PoC）」では，価値の証明にフォーカスした。
PoC 後に，色々な所で PoC 結果の報告をした際に，
毎回，最初に聞かれたのは「データ連携はどのように
行ったか？」であった。実は，今回の PoC では，デー
タ連携は人間技であった。一日一回，人手でデータを
抜いて，アプリケーションが扱えるところに置いただ
けである。データも前日のデータだと割り切った。割
り切ったデータでも価値が出せた，なのでお金をかけ
て実現する価値がある。そこで，やっと，真剣に実現
方式を悩めるようになる。実現する価値があるのか曖
昧な状態であると，策定する実現方式も中途半端にな
り，結果的に意味のない仕組みになってしまい兼ねな
い。ようは，PoC する際には，実証する要件を特定
することが重要である。言い換えると，その要件以外
を如何に割り切り PoC を実施するか，その方法を考
えることが重要である。

先ほど紹介したデータ連携の質問が象徴的である
が，人間，一番気になるのは，難しそうと思う点であ
る。実現方法が難しい場合には，そこに関心が高まる。
PoC を計画する段階において，メンバの関心もそう
なっているケースが多い。その結果，実現方式を検証
するための PoC を実施しようとする。実現させる価
値があることが見えていて，実現方式が課題の状態で
あれば，その証明にフォーカスした PoC を実施する
のが適切である。ただ，実現させる価値があるか否か
分からない段階であれば，人手等の代替え手段を使っ
て実現方式の問題を迂回する方法を探り「価値証明」

にフォーカスしたPoCを実行することが有効である。
21 年度の本番システムの開発においては，開発し

ようとする営業支援アプリケーションには，価値があ
ると前段の PoC で証明できていた。そのため，最初
に計画していた実現方式が使えないと分かった際にも
諦めず，他の実現方式を探り，試行錯誤しながら本番
システムの開発を推進することが出来た。
「価値証明」と「実現方式証明」を分けるが 2 つ目

のポイントである。

（3）業務メンバと ITメンバが一体化して推進する
活動ポイントの 3 つ目は，業務メンバと IT メンバ

が一体化して推進する。
これまでのシステム開発では，業務部門が要件をリ

クエストして IT 部門がそれを実装する形で進めてき
たケースが多い。今回は，A. 業務見識者と，B. 実現策
を立案するメンバ，そして C. プロトシステムをクイッ
クに開発するメンバが一体となって進めた（図─ 3）。

試行錯誤と言う意味では，PoC の時点で，画面な
ど大きく 3 回全面的に作り直した。それに全メンバが
参加した。これは非効率とも見えるが，明らかに次の
点で効果の方が上回った。

その案となった背景・意図が深く共有されるので，
業務部門が細かく要件を明示する必要がなかった。
もっと言えば，だったらこんな画面・要件でどうかと
IT 側から提案することが可能であった。3 回の全面
的な作り直しも，各回で長い時間が掛かっていれば，
2 回失敗したとなる。これを，スピーディに実施する
と，ブラッシュアップが 3 回出来たとなる。これは非
常に大きな効果であった。

ちなみに，各役者の役割は，
A．�業務の見識者：実業の見識を有すのみでなく，

めざす世界観となる先を見通す
B．�実現策設計：業務見識者の見識を実現策に落と

し込むとともに，めざす世界観を見据え効果を

図─ 3　改革ユニット
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高める提案をする
C．�プロト開発：実現策に必要なアプリケーション

を構築する。この人財は，B. 実現策設計人財へ
のキャリアパスとも見れる。

（4）基幹システムとの違いを踏まえ開発する
活動ポイントの 4 つ目は，基幹システムとの違いを

踏まえ開発する。
今回のシステムである営業支援アプリケーションの

特徴は，基幹システムではないので，使わなくても出
荷ができてしまう。ようは，使わなくても業務遂行は
可能であるシステムである点が挙げられる。ユーザに
如何に使いたいと思わせるか，活用開始の後に離反さ
せないかがポイントとなる。

そのため，次の 2 点には力を入れた。
　デザイン：画面を見ただけで分かる。
　レスポンス：もう使いたくないと思わせない。
　※もちろんセキュリティは担保して
また，基幹システムのデータを活用するが「書き換

えない」ことを前提に推進した。データを生成・書き
換える基幹システムと，今回のようなアプリケーショ
ンを明確に線引きし推進した。この成果として，機能
品質や安定性より迅速リリースを重視することが可能
となった。アプリケーションの特性を区分して開発や
導入することが重要である。

区分する際のアプローチ方法としては，線引きした
特性内で実現できるように，要件を絞るあるいは補正
し推進するのが一つ。もう一つのアプローチ方法は，
実現したい要件を，どのアプリケーションタイプで実
装すべきかを見極めて推進する。例えば「引当調整す
る際に，条件を切り替えシミュレーションする」機能
が必要になったとする。この機能要件は，基幹システ
ムである販売管理システムを改修することでも，営業
支援アプリケーションを改修することでも実現が可能
とする。この要件を基幹システムである販売管理シス
テムで実装する場合，引当調整業務は，基幹システム
を活用しながら実施する業務なので，シームレスな業
務実現には良い。ただ，基幹システムであるため，他
システムとの連携含めて入念なテストが必要となる。
その結果，リリースまでには時間も工数もかかる。一
方で，要件を営業支援アプリケーションで実装では，
迅速なリリースを低コストで実現できる。ただし，営
業支援アプリケーションでのシミュレーション結果を
踏まえて，基幹システムに再入力が必要となる。それ
ぞれのメリット・デメリットを踏まえ，実装先を決定
していくことが重要である。

（5）小さく生んで，活動状況を踏まえ育てる
活動ポイントの最後，5 つ目は，小さく生んで，活

動状況を踏まえ育てる。
実は反省がある。今回の営業支援アプリケーション

は，初期リリース 300 人とした。300 人は，決して少
ない人数ではなかった。要は，一人ひとりの顔を浮か
べ，個々にコミュニケーションが取れる人数範囲を超
えていた。また，全国から選抜したため，特定の地域
に集中する形も取れなかった。なお，一言で営業と言っ
ても，新車，レンタル，中古車，サービスと多岐にわ
たり，新車，レンタル，中古車，サービス，どれにつ
いても一定以上満足できる機能範囲や品質が確保でき
るまでリリースできなかった。すなわち，初期リリー
スは，ユーザ機能を確実に作りこむことを優先せざる
を得えなかった。その結果，仕組みを育てる意味で重
要だと分かりながら，活用状況を見るためのログ出力
を最初から実装することができなかった。

こうなった背景には，基幹システム的な本番リリー
スのイメージを，我々自身がぬぐえなかった点が挙げ
られる。基幹システムイメージで言えば，一定範囲の
業務を一括で移行しないと伝票の整合性が取れなくな
るため，リリース回数を極力限定することが求められ
る。基幹システムにおいては，テスト工程を確実に実
施し一定規模以上の範囲でリリースするのは自然な流
れとなる。この思想から抜けられなかったのが 300 人
範囲に一気にリリースした背景である。

一方で，出来たこともある。活用方法についての勉
強会が，半自発的に発生した。半自発的に発生した要
因としては，300 人の初期ユーザへの最初の説明会の
際に，必要性に留まらず，活用方法を次々と発明して
いくことが重要なアプリケーションであることを強調
できた点があげられる。支社ごとに，このアプリケー
ションの活用方法を編み出していく形で取り組んでほ
しいと，営業の幹部から伝えてもらった。幹部自身の
熱い思いとして，伝達してもらえたのは，事前に PoC
で価値実証し，しっかりと幹部を巻き込めたためであ
る。活動ポイント（2）で紹介した「価値証明に割り
切り実施した PoC」の成果である。

また，リリース 1 か月後の最初のアップデートの一
つに，活用ログ出力を実装することもできた。

今後は，少数メンバにリリースし，ユーザの活用ロ
グ分析および現場メンバとの議論により育てていく形
で，戦略的なアプリケーションの導入展開を推進して
いきたい。従来型の開発イメージで言えば，リリース
前のテスト工程にユーザを本格的に巻き込むイメージ
に近いと考えている。
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5．おわりに

デジタルを活用して迅速に自己革新できるか否かの
能力は，企業の生き残りを左右する能力になってい
る。VUCA（Volatility・Uncertainty・Complexity・
Ambiguity）と呼ばれる先が見通せない時代に生きる
我々にとって，本能力は不可欠である。早く試して，
早く失敗して，そこから学び，革新の範囲を広げて，
更に深めていくアプローチを，今後も継続していく所
存である。
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建機日本の皆さん，久冨 伯夫さん，阿部 聡司さんを
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無線ネットワーク環境で重機のスムーズな 
遠隔操縦を実現するサービスの紹介
重機遠隔操縦サービスの紹介

太　田　大　輔

建築土木業界における生産性向上や働き方改革を実現するにおいては，ICT を活用した施工や生産プ
ロセスそのものの変革が重要であり，建設重機の自動化や遠隔操縦，自律化に大きな期待が寄せられてい
る。重機の遠隔操縦においては無線ネットワークが必要不可欠となるが，通信変動が課題となる。そこで，
無線ネットワークの実効伝送量を予測し，伝送量に見合う安定した映像伝送と操作を可能とする適応遠隔
制御技術を開発し，同技術を活用した重機遠隔操縦サービスの提供を開始した。
キーワード：‌�遠隔操縦，バックホウ，無線ネットワーク，適応映像配信制御技術，適応遠隔制御技術

1．はじめに

建築土木業界では，熟練職人の高齢化や若手就業者
の減少が進み，増加するインフラ補修工事・災害復旧
工事への対応が困難な状況にある。従来の危険で過酷
な現場のイメージを払拭し，性別や年齢を問わない多
様な人財を呼び込むことで，労働力を確保していくこ
とが急務となっている。こうした中，安全・安心な作
業，快適な労働環境を実現する重機の遠隔操縦が着目
され，技術開発が進められている。

重機の遠隔操縦を実現するには，重機のある施工
フィールドから離れた遠隔地に対して，重機の周辺を
含む当該エリアの様子を確認するための映像配信と，
重機を遠隔操縦するための操作命令を行う必要があ
る。これらの通信には無線通信が不可欠となる。有線
通信では，移動・旋回する重機の作業を制限すること
になり，通信インフラの構築にも多大なコストが掛か
るためである。

一方，無線通信では，導線やファイバーなどのケー
ブルで電波の伝送路を保証された有線通信とは異な
り，電波として空中を伝送することから，距離に依存
する電波の減衰，地物による遮蔽，他の電波源の妨害
などの影響を受けることになる。これらの影響によ
り，無線通信では，有線通信と比較して，通信の品質
は安定しない。その結果，通信品質の劣化が生じやす
く，その影響で配信映像の遅延や乱れ，操作命令の遅
延や途切れなどが生じ，操作者による操作性の違和感
や作業効率の低下のみならず，重機制御の遅れによる
事故の危険性につながるおそれがあった。

前述の課題に対し，通信の実効伝送量を予測し，伝
送量に見合う映像伝送と操作を可能とする適応遠隔制
御技術 1）～4）が開発された。通信品質の変動が頻発す
る無線環境下でも，安定した映像を伝送できるととも
に，操作命令の到達遅延も予測し正確な操作を実現で
きるため，長時間にわたってスムーズな遠隔操縦が可
能となる。本稿では，適応遠隔制御技術と，同技術を
活用した重機遠隔操縦サービスについて紹介する。

2．適応遠隔制御技術の紹介

映像配信では，どのような通信路においても，物理
的な制約から遅延時間が必ず生じる。そのため，重機
を遠隔操縦するために使用する映像配信用の画面など
には，施工フィールドの実際の状況が少し遅れて映し
出されることになる。長時間にわたってスムーズな遠
隔操縦を行うには，遠隔操縦で使用する映像配信の遅
延時間を小さくかつ一定に保ちながら，ある程度高い
画質を担保することが重要である。特に，遅延時間を
一定に保つことが遠隔操縦においては重要となる。遅
延時間を一定に保つことができれば，操作者は配信映
像の遅れのタイミングに合わせて遠隔操縦することが
可能となるためである。また，映像配信の遅延時間を
小さくすることで遠隔操縦のリアルタイム性を高める
ことができ，さらに高い画質を担保することができれ
ば，搭乗時と近い感覚で遠隔操縦を行うことができる。

前述の状況を実現するためには，通信の実効伝送量
に対して配信する映像のビットレートが超過しないよ
うにしなければならない。映像のビットレートに対し

特集＞＞＞　建設施工のDX
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て通信の実効伝送量が不十分であれば，画面に映し出
される配信映像の再生が停止してしまうためである。
特に，通信の品質が安定しない無線通信においては，
通信の実効伝送量が大きくかつ頻繁に変動するため，
その変動に合わせて配信する映像のビットレートを制
御する必要がある。映像のビットレートを固定にする
方法では，通信の実効伝送量が劣化した場合でも配信
映像の再生が停止しないよう，映像のビットレートは
低い値で設定しなければならず，常時，画質の低い映
像で遠隔操縦を行うことになり作業効率が大きく劣化
するおそれがあるためである。

配信する映像のビットレートを制御する方法とし
て，通信回線の状態に応じて複数の映像ビットレート
から選択する方法が知られている。但し，基本的には
フィードバック制御系となるため，今現在の映像の
ビットレートに対して通信の実効伝送量が不十分と
なった場合に映像のビットレートを更新する手法とな
ることから，通信の実効伝送量が不十分となった場合
に映像の再生が一時停止するおそれがあった。この課
題に対して，送信側で映像を配信してから受信側で再
生するまでの一連の流れを閉ループ制御系としてモデ
リングし，PID 制御を用いて映像ビットレートを制御
する手法なども提案されているが，無線通信のような
通信変動が大きい環境への適応性は低い。このことか
ら，将来の通信の実効伝送量の変動の予測に基づいて
映像のビットレートを制御しながら映像配信すること
が重要となる。

しかしながら，通信の実効伝送量は，RTT（Round-
Trip Time），パケットロス，可用帯域，クロストラヒッ
ク，電波状態など時々刻々変動する複数の要因が複雑
に絡み合った結果として表れるため，将来の通信の実
効伝送量を確定的に予測することは困難である。ま
た，予測が外れた場合，特に通信の実効伝送量が予測
値を下回ってしまった場合には，配信映像の再生が停

止し，遠隔操縦の作業効率を大幅に劣化させてしまう
おそれがある。そこで，通信の実効伝送量自体を予測
するのではなく，通信の実効伝送量の確率的な広がり
を予測する手法が開発された 5）。唯一に予測値を確定
することではなく，過去 1 分間の通信の実効伝送量の
変動を AI で分析し，予測モデルをリアルタイムに構
築し，未来の通信の実効伝送量の変動を確率的な広が
りで予測する。無線通信環境として，LTE（Long 
Term Evolution），HSDPA（High-Speed Downlink 
Packet Access），FTTH（Fiber To The Home）＋
WiFi，の 3 つの方式にて，それぞれ 200 秒先までの
通信の実効伝送量を 90％以上の精度で予測できるこ
とを立証した 5）。なお，4G（第四世代）や 5G（第五
世代）などの無線通信環境に対しては，LTE と同じ
直交周波数分割多重の通信方式を用いていることか
ら，同様の予測精度を期待できる。以上から，提案手
法は，様々な通信環境に対して，高い精度で通信の実
効伝送量の予測が可能である。

この予測技術を用いた映像配信制御技術が開発され
た 1），2）。通信の実効伝送量の確率的な広がりから通信
の実効伝送量が劣化する可能性を予測できるため，配
信映像の再生停止を生じさせない最大の映像データサ
イズを算出することができ，その算出結果から映像の
ビットレートとフレームレートを導出できる。以上を
リアルタイムかつ動的に映像のビットレートとフレー
ムレートを制御することができるため，無線通信のよ
うな不安定な通信環境でも，途絶やノイズのない高品
質な映像をリアルタイムに配信することが可能となる

（図─ 1）。
映像配信と同様，遠隔操縦の操作命令についても，

物理的な制約から遅延時間は必ず生じる。そのため，
遠隔地での遠隔操縦の操作命令が実際の重機に反映さ
れるまでには少し時間を要することになる。長時間に
わたってスムーズな遠隔操縦を行うには，遠隔操縦の

図─ 1　適応映像配信制御技術
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操作命令の到達遅延を小さくかつ一定に保つことが重
要となるが，遠隔操縦の操作命令に係るデータサイズ
は固定となるため，映像配信のようにビットレートと
フレームレートを制御することで送るべきデータサイ
ズを変更することができない。そのため，通信の実効
伝送量が変動する場合，操作者は操作命令の到達遅延
に合わせて遠隔操縦することができない。また，通信
の実効伝送量が劣化した場合，作業命令に基づき重機
が動くまでの遅延時間が大きくなるため，操作者は，
自らの遠隔操縦結果が重機に伝わっていないように感
じたり，意図しない動作が行われているように感じた
りして，必要以上に遠隔操縦を行ってしまい，結果と
して，重機が目標地点よりも行き過ぎてしまい，周辺
構造物に衝突するなどの危険性あった。

そこで，通信遅延の避けられない環境でも遠隔制御
の安定性と操作性を改善するために，操作命令の到達
遅延を考慮して遠隔操縦時の重機の稼働量を最適化す
る手法が開発された 3），4）。これにより，通信の実効伝
送量が劣化した場合，操作の行き過ぎの発生を抑制す
るよう重機の稼働量を調整できるため，無線通信のよ
うな不安定な通信環境でも，操作者は安心して遠隔操
縦を実施することが可能となる（図─ 2）。

3．開発技術の実証

国土交通省が実施した「遠隔操縦における作業効率
向上に資する技術（無線通信技術，映像処理技術）」
の技術検証に参画し，建機の遠隔操縦において適応遠
隔制御技術を用いることで，従来の制御技術（無人化
施工方式の第二世代）より優れた作業効率が実現可能
なことを実証した（図─ 3）。本実証は，2019 年 10 月
に長崎県の同省雲仙復興事務所の作業現場（水無川 1
号砂防堰堤内上流）で実施した。本実証では，重機（バッ
クホウ）に設置されたカメラの映像を約 100 m 離れ
た場所にある遠隔操縦室に無線で送り，その映像を見
ながら土砂掘削の遠隔操縦を行った。実証の結果，配
信映像の遅延時間は，従来技術参考値の 500 ms と比
較して 328 ms と向上でき，配信映像自体に乱れやコ
マ落ち，ノイズなども生じなかった。また，30 m3 当
たりの作業時間は，従来技術参考値の 60 分と比較し
て 25 分 33 秒と約 2.3 倍に向上した。以上から，映像
の安定性や作業効率性の改善を立証できた。

図─ 2　適応遠隔制御技術

図─ 3　実証結果
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4．重機遠隔操縦サービスの紹介

適応遠隔制御技術を活用した重機遠隔操縦サービス
を紹介する（図─ 4）。本サービスは，建設現場に Wi-Fi
やローカル 5G などの無線ネットワークを構築し，適応
遠隔制御技術を活用した映像配信用のソフトウェア（適
応映像配信ソフトウェア）と遠隔制御用のソフトウェア

（適応遠隔制御ソフトウェア）を用いて，現場のカメラ
映像を遠隔地にいる操縦者がリアルタイムに確認しなが
ら重機をスムーズに操縦できるようにするものである。
図─ 5 に，本サービスによるシステム構成例を示

す。施工フィールドの状況を撮影するカメラとそれを
映し出すモニタ，遠隔操縦を行うために重機に取り付
けるアクチュエータや遠隔操縦装置，それらを接続す
るためのネットワーク装置に加え，重機側と遠隔操縦
を行う操縦室側に適応映像配信ソフトウェアと適応遠

隔制御ソフトウェアを配置するだけのシンプルな構成
で機能する。なお，図─ 5 では，重機のある施工フィー
ルドと遠隔操縦室との間をパソリンクⓇなどの超小型
マイクロ波通信システムで接続し，施工フィールド内
を 5G 帯無線アクセスシステムで接続しているが，無
線ネットワークの構成はその限りではない。施工現場
環境に応じて，LTE や 5G などのキャリアネットワー
クやローカル 5G などのローカルネットワークなど最
適なネットワークで構成することができる。また，適
応遠隔制御技術は，施工フィールドと遠隔操縦室との
間における通信の実効伝送量や遅延時間などのネット
ワーク状況を予測することができるため，ネットワー
クの構成自体に依存せずに機能する。そのため，施工
進捗に応じた遠隔操縦室の場所や重機の作業場所の変
更や，施工現場自体の変更でネットワーク構成を変更
しても，他の構成を変更せずに遠隔操縦を継続実施す

図─ 4　重機遠隔操縦サービスの概要

図─ 5　システム構成例

図─ 6　システム構成例
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ることができる。

5．おわりに

建築土木業界を取り巻く環境は厳しく，社会インフ
ラの維持に対して深刻な危機にある。次の世代の人々
が，現在と同じように安心して暮らしていける社会を
目指し，適応遠隔制御技術を活用した重機遠隔操縦
サービスの提供を開始した。なお，遠隔操縦単体での
効率性追求には限界があり，搭乗操作による施工を超
える作業効率の実現は困難と考える。一方で，人並み
の判断力をもつ重機ロボットの開発は容易ではない。
遠隔操縦の進むべき方向性は，熟練工の技をより多く
の場所で活かせるような進化や，女性や高齢者などこ
れまでにない人財を活かせるような進化など，人に関
して拡張していく方向性と，場所の概念をなくして大
規模な現場を共同施工していく，あるいは，自動運転
とのハイブリットによって究極の安全な現場を実現し
ていく，という現場そのものの在り方を変えていく方
向性があると考えている。目指すべき世界の実現に向
けて，遠隔操縦技術を進化させていく。

�
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発破用せん孔機の自動化技術と 
複数台遠隔操作ベンチリモート

小　串　雅　則

先進の発破用せん孔機の自動化技術として「せん孔機の自動化技術と一人のオペレーターによる複数台
遠隔操作（以下，ベンチリモートという）について」紹介する。
キーワード：‌�一人のオペレーターによる複数台遠隔操作

1．はじめに

現場の危険が想定される法面近くのベンチなどのハ
ザードエリアに入らずせん孔機が可能。オペレーター
ステーションをせん孔機と同じ現場の離れた安全な場
所に設置しローカルネットワークやインターネットと
は隔離された安全な閉域網 Wi-Fi ネットワーク通信を
利用して複数台のせん孔機を遠隔でせん孔操作が出来
るベンチリモートについて紹介する。

2．ベンチリモートの主要スペック

・主要アプリケーション
鉱山露天掘り，骨材用砕石場，石灰岩の採石場

・電源
10-30 VDC 最大 15 アンペア

・寸法
長さ：1,205 mm
高さ：1,370 mm
幅 ：1,120 mm

重さ：250 kg
・通信

Wi-Fi クローズドネットワーク閉域網
Wi-Fi 規格　802.11 g，周波数帯 2.4 GHz

上記の主要スペックに加え，ベンチリモートの 6 つ
の詳細な特徴は以下の通り：

1．�せん孔機から水平方向に最大 100 メートル（垂
直方向は 30 メートル）の距離からの遠隔操作（図
─ 3 参照）

2．�全ての操作方法とディスプレイは 遠隔操作する
せん孔機に装備されているものと同じ

3．�ディスプレイには，遠隔操作するせん孔機に取
り付けられたすべてのカメラからのライブ映像
音声付きが表示

4．�ベンチリモートは，1 台（シングルリグ）の操
作と複数台（マルチリグ）の操作の両方のバリ
エーションで利用可能（シングルバージョンは
後でマルチリグにアップグレード可能）

5．�せん孔機の多くの既存のモデルはベンチリモー
トで操作できるようアップグレード可能

6．�ベンチリモートは，お客様が用意した車両，トレー
ラー，またはコンテナに設置（写真─ 1）

3． ベンチリモートの開発の目的と主なメリッ
ト

（1）ベンチリモート開発の目的
私たちは常に厳しい労働条件に直面しているせん孔

機のオペレーターの安全レベルを最大化する目標を設
定した。更に 1 人のオペレーターが同じベンチリモー

特集＞＞＞　建設施工のDX

写真─ 1　車両に搭載されたベンチリモート



73建設機械施工 Vol.74　No.7　July　2022

トから複数台の操作が可能にするお客様要望の実現。

（2）ベンチリモートのメリット
（a）安全性の向上
オペレーターを保護する最善の方法は，不安定で危

険なベンチからオペレーターを安全な場所へ移動させ
る事である。ベンチリモートはそれを作りオペレー
ターの誰もが機械にいる必要なく，安全な場所に設置
されたベンチリモートから安全に法面の近くのせん孔
機を操作できる（図─ 1 参照）。
（b）生産性と効率の向上
1 人のオペレーターが同じベンチリモートからの最

大 3 台のせん孔機を操作できる。このマルチマシン制

御による最大 3 台のせん孔機リグを並行して処理がで
き，生産性を新しいレベルに引き上げ，オペレーター
作業効率が向上する（写真─ 2，3）。

自動せん孔システム含む，GPS による機械の位置
情報を把握し，せん孔する場所に機械をナビゲートす
る「ホールナビゲーションシステム」で自動化された
せん孔機複数台をベンチリモートでせん孔作業した場
合，従来のオペレーターのせん孔機の運転による作業
と比較すると，自動せん孔で安全な作業により，オペ
レーターは，任意に席を外す事が容易にできるために
切れ目のないシームレスなオペレーションが可能にな
る（図─ 2，写真─ 4，5 参照）。

図─ 1　遠隔操作による危険エリアでのせん孔作業

写真─ 2　�1 人のオペレーターによる複数台遠隔操作��
黄色のバンの中にベンチリモート設置

写真─ 3　�白いトレーラーに搭載されたベンチリモートから複数台のせん
孔機の実際の操作

図─ 2　マルチマシン制御による切れ目のない作業効率

写真─ 4　�ホールナビゲーションシステムによるベンチ内のせん孔する場
所へナビゲートする画面

写真─ 5　夜間でのベンチリモートでのせん孔風景
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（c）オペレーターの作業条件の改善
騒音や粉塵を減らしたオペレーター環境が改善。 

トレーラーにベンチリモートを搭載した場合，広々と
したソファーのある環境で作業できるのでオペレー
ターは自宅にいるように感じるだろう。また，広々と
した静かな環境で新人のオペレーターをトレーニング
する事が容易にできる（写真─ 6，7）。

（3）ベンチリモートの概要
ベンチリモートで操作可能なせん孔機はダウンザ

ホールドリル（DTH）とトップハンマー（TH）の 2
つの種類のせん孔機である。

水，崩落しやすい岩層をせん孔後のロッドの回収が
困難であるため，特殊な 2 重管構造のドリルロッドの

CL ＝「コップロッドシステム」と，ロッドの継ぎ足
しのない LF ＝ロングフィードタイプに現時点では限
られる。

ホールナビゲーションシステム（HNS）とカメラ
システムを組み合わせて使用することで，オペレー
ターはベンチリモートが設置された車両やトレーラー
からせん孔機まで水平方向に最大 100 メートル，垂直
方向に最大 30 メートルで使用できる。 ベンチリモー
トオペレーターでの走行操作は，常にすべての遠隔操
作せん孔機を直接見ながら操作をする必要がある（図
─ 3）。

せん孔時には，1 つのビデオディスプレイに，ベン
チリモートから制御されるロッドハンドリング，ロッ
クドリル／口元／を撮影するカメラがせん孔機に設置
され，全てのカメラからのビデオ映像が表示される。
　後方走行時には同様にオペレーターステーション画
面リバースカメラの映像が表示される。 オプション
として 2 つの追加カメラで死角をなくすことが出来る

（写真─ 8）。
ベンチリモートと遠隔操作せん孔機間のすべての通

信は，クローズド Wi-Fi ネットワークを介して送信さ
れる。つまり，ベンチリモートはローカルネットワー
クやインターネットから完全に独立している。

ベンチリモートと遠隔操作せん孔機間の信頼性の高
い通信は 閉域網 Wi-Fi の安全なワイヤレスネット

写真─ 6　�トレーラー内のベンチリモートと広々とした空間でトレーニン
グも容易

写真─ 7　�遠隔操作機と同じ操作レバーとディスプレイで危険エリアのせ
ん孔機のせん孔作業

図─ 3　1人のオペレーターで 3台のせん孔機の遠隔操作

写真─ 8　�ベンチリモートから制御されるロッドハンドリング，ロックド
リル／口元／を撮影するカメラ
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ワークを介して保証される。ローカルワイヤレスネッ
トワークは必要ない。

ベンチリモートと遠隔操作せん孔機間の通信が切断
された場合，通信が回復するまでせん孔機はすぐに動
作を停止する。 

4．大型ブラストホール機における遠隔操作

大型のブラストホールドリルでは「オフィステレリ
モート」の現場の事務所に，1 つのサーバーラックを
設置した制御ルームから，同時に最大 9 台のせん孔機
リグを安全性に優れた効率性の高い状態で制御する。
制御ルームではリモートオペレーターデスクで，オペ
レーターが現場で作業しているように，オフィスから
作業することが可能になる（写真─ 9）。
「オフィステレリモート」とリモートリグの通信は

すべて，鉱山現場の通信ネットワークを介して転送さ
れる。

これにより，制御センターは同じネットワーク上に
ある限り，離れた場所に配置できる。安全面の理由か
ら，せん孔機とオフィステレリモートステーション間
の接続を失うと，ドリルリグの安全システムが緊急停
止を発動し，エンジンを停止する。

5．おわりに

プロセスオートメーションとして遠隔操作及び完全
自律型の自動せん孔システム「オートノマス」が開発
中である。この完全自律型のせん孔機は遠隔操作では
なく，あらかじめ設定されたプログラムに従って機械
が孔の位置に自動で走行し，せん孔し，また次の孔位
置に走行する作業が可能である。このせん孔システム
は現在大型のブラストホールドリルで試験中である

（写真─ 10）。
トップハンマーせん孔機への遠隔操作，自動化を進

めるため，課題である孔の曲がり，水，崩落しやすい
岩層をせん孔後のロッドの回収の自動化に取り組んで
いる。

この課題がクリアーできれば，31 年前の 1991 年に
噴火し，火砕流の災害の雲仙普賢岳の復興に要求され
た「完全自律型自動トップハンマーせん孔機」の完成
が近づいている。

�

写真─ 9　�現場事務所内に設置されたオフィステレリモートの操作作業デ
スク

写真─ 10　鉱山現場のブラストホールドリル機の現場
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76 建設機械施工 Vol.74　No.7　July　2022

建設 RX コンソーシアムの活動紹介

内　藤　　　陽

建設業界の課題解決，生産性向上を目指し，ロボット・IoT 分野における協業を目的とし，RX（ロボッ
トトランスフォーメーション）コンソーシアムを設立し，活動している。本稿では，RX コンソーシアム
の設立背景，目的，最新の活動内容についてご紹介する。本誌に目を通していただき，是非参加を希望さ
れる方は，ご一報願いたい。
キーワード：‌�ロボット，IoT，建設 DX，WLB，技術連携，コスト低減，建設 RX コンソーシアム

1．はじめに

建設業界では，就労者の高齢化に伴う就労人口減少
に伴い，抜本的な生産性の向上が喫緊の課題となって
いる。課題解決に向け，ゼネコン各社では施工ロボッ
トや IT 技術を活用した施工支援・施工管理のための
ソフトウエア開発を進めているが，これまでは各社が
それぞれ独自の開発を進めているため，類似の機能を
持つロボット，類似用途のツール開発をしており，業
界全体として考えると，非効率で無駄な開発コストが
発生していた。また，個社で生産する施工ロボットの
台数では，量産による開発コストの回収は難しく，結
果的にロボットの本体価格が高額となり，現場への普
及を妨げる要因となっている。さらに，実際に作業所
で使用する協力会社側にとっては，ゼネコン毎に異な
るロボットの操作方法を習得する必要があり，生産性
の向上を阻む要因にもなっている。

このような背景の下，課題解決のために建設 RX コ
ンソーシアム（以下，本コンソーシアムという）を設
立した。

設立に至った経緯や設立趣旨，ならびにその組織に
ついて述べるとともに，現在の取組み内容を紹介する。

2．本コンソーシアムの設立経緯

 前章で述べた背景を受け，業界としての状況の打
開策を見出すために，2019 年 12 月，鹿島建設と竹中
工務店は，建設業界全体の生産性向上や魅力向上を目
指した技術連携を開始した。ここでは，既開発技術の
相互利用や新たな技術開発を進めるとともに，こうし

た取組みを広く業界全体に働きかけていくことによ
り，建設業が抱える諸課題の解決に尽力することが掲
げられた。その後，2020 年 10 月には，清水建設が加
わり，3 社の技術連携として様々な活動を行うととも
に，上述したように，この活動を広く業界に展開する
ための準備が進められた。

このような経緯の下，3 社の技術連携開始から約 1 
年の歳月を経て，2021 年 9 月 22 日に，我が国の建設
業界を担う法人及びこれに協力・支援する法人が中心
となって，施工ロボット・IoT アプリ等の開発と利用
に係るロボティクストランスフォーメーション（ロ
ボット変革）の推進について協働し，無駄の排除と技
術の集約を図るため，本コンソーシアムが設立され，
実質的な業界連携としての活動が開始されるに至っ
た。2022 年 5 月現在では 81 社（ゼネコン 23 社，関
連企業 58 社）のコンソーシアムとなり，建設業界に
おける技術連携の規模としては，類をみないものと
なっており，2022 年 12 月には本コンソーシアムとし
て建設 DX 東京展に出展を予定するなど，業界の課題
解決に向けて情報発信を行っている。

特集＞＞＞　建設施工のDX

図─ 1　建設本コンソーシアムのロゴマーク
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3．本コンソーシアムの活動目的

本コンソーシアムの活動の狙いは，技術開発のコス
ト削減，技術開発リスクの分散及び開発期間の短縮を
図り，施工ロボット・IoT アプリ等の価格帯を下げる
ことで協力会社による導入を促進するなど，その普及
を加速させることにより，先述した建設業界全体の課
題を解決することにある。さらに建設業界全体の生産
性及び魅力を向上させて，就労者のワークライフバラ
ンスの向上・処遇の改善を図り，ひいては若年層の就
労を促進するとともに，協力会社の負担を軽減し， か
つ，社会の持続的発展及び国民生活の安定・向上に貢
献してゆくという高い理想を目標としている。

なお，本コンソーシアムでは，健全な競争を阻害す
ることのないように，協調領域と競争領域を明確に区
別した取組みを行っている。すなわち，誰もが共通で
使用する施工のための道具は協調して作るが，それを
使ってどのような建物を作るかは競争領域としている。

4．本コンソーシアムの概要

本コンソーシアムは，自社に研究開発組織を有する
一定規模以上のゼネコンである正会員と，協力会員で
構成されている。組織は，図─ 2 に示すように，総会，
役員会である幹事会，日々の活動を推進支援する運営
委員会，ならびに実際の共同開発や相互利用を行う各
分科会で構成されている。分科会で取り組むテーマ
は，運営委員会で協議し，幹事会で決定される。原則
として各会員の自由意思に基づいて，参加を希望すれ
ば分科会に入ることができるが，分科会での役割分担
や費用負担などは分科会での協議を行い，それらを共
同研究開発契約として定め活動を行う。すなわち，具
体的な活動は分科会に参加する会員に委ねられてい
る。さらに，分科会では，費用を負担して開発を行う
メンバーだけではなく，開発費を負担せずに各社での
現場試行の結果を分科会にフィードバックすること
で，成果に貢献するメンバーの参加も認められてい

写真─ 1　第１回定時総会に集まった参加企業 73社の代表者（2022 年４月）

図─ 2　本コンソーシアム体制
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る。すなわち，比較的容易に分科会への参加が可能な
仕組みを構築することで，広く建設業界に貢献すると
いう本コンソーシアムの目的に合致させている。

5．本コンソーシアムにおける活動紹介

具体的な活動を行う分科会は現在 9 つのテーマに分
かれ，活動をしている。

分科会活動は「新技術の開発と普及」「既開発技術
の普及と機能向上」という 2 つの視点で活動を行って
おり，以下に具体的内容を紹介する。

（1）「現場内の資材搬送の自動化」分科会
建設現場には多種多様の資材を必要な時に必要な場

所まで遅滞なく供給することが工程管理上非常に重要
である。

一方で，建設現場内の資材搬送は，建設作業員にとっ
て付帯作業であり，これを自動化することによって，
より高いスキルが必要なコア作業に携わる時間を増や
すことができる。具体的には，内装材や設備機器など
を搬送するロボットや自動搬送管理システム，ロボッ
ト管理システムの開発，および各社とのシステム連携
に取り組んでいる。

現在，自動搬送システムは工事用 EV や EV シャッ
ターとも連動しており，計画された搬送リストをもと
に順次ロボット群や工事用 EV に指示をすることで，
一連の自動搬送を実現している。本システムの最大の
特徴は，ゲートウエイを通じてこれまで各社が開発し
てきたシステムやロボットを連動させることができる
もので，部分自動化から全自動まで，目的やニーズに
応じて柔軟に様々なシステムや搬送ロボットを組み合
わせることができることにある。

建設現場内の資材搬送は，トラックから荷下ろしし
た資材を 1F の仮設エレベータまで水平運搬して，仮
設エレベータで作業フロアまで垂直搬送する。試行や
実適用を進めている段階であり，本コンソーシアムの
中で利用を進めていく予定である（写真─ 2，3）。

（2）「タワークレーン遠隔操作」分科会
タワークレーンのオペレータは，作業時にはタワー

クレーン頂部に設置された運転席まで最大約 50 m
を，梯子を使って昇降する必要があり，作業開始から
終了まで高所の運転席に 1 日中拘束されるため，オペ
レータへの身体的負担の軽減や作業環境の改善が求め
られている。

その課題解決を目指し，タワークレーン遠隔操作の

開発を行い，作業所への展開を進めている。タワーク
レーン遠隔操作を利用することで，地上に設置した
コックピット（写真─ 4，5）から現場内や遠隔地の
タワークレーンを遠隔操作することが可能となる。複
数台のカメラによって撮影した映像をコックピットに
送信するとともに，専用コックピットでは，実際の操
縦席の振動や揺れを再現でき，熟練のオペレータで
あっても違和感なく操作が可能である。

分科会では，作業所への展開に加えて，遠隔地から
の操作等，通信および法規制関連の課題解決に向け
て，参加企業と協業している。2022 年度は鹿島建設，
竹中工務店に加えて，清水建設，鴻池組の作業所に適
用を予定している。本技術の展開により，クレーンオ
ペレータの働き方を変え，クレーンオペレータ不足の
解消を目指す。

写真─２　自動搬送分科会　活動状況

写真─ 4　簡易コックピット

写真─ 3　自動搬送分科会　活動状況
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（3）「作業所廃棄物の AI分別処理」分科会
作業所における廃棄物の分別，産廃ヤードの管理の

効率化を目指して活動を行っている。本年度は「アプ
リによる廃棄物 AI 分別」，「センサーによる産廃容量
の見える化」，「圧縮機による産廃容量縮減」を実現す
る技術開発に取組み，開発技術の共同利用により，コ
ストダウンを図り，幅広い作業所への展開を目指す。

（4）「コンクリート系ロボット」分科会
コンクリート工事は，ポンプ圧送・分配，打込み，

締固め，仕上げと様々な作業から構成されており，ど
の作業も労働集約型の作業であり，ロボット活用によ
る省人化，省力化が求められている。これまで各社で
開発されてきた様々なコンクリート施工に関わる技
術・ロボットを共有し，目指すところは利用ロボット
の共通化により，ロボット利用時のコスト低減，作業
所への展開により，省人化・省力化の実現を目指す。
合わせて，騒音，振動を抑制し　周辺環境に配慮した
機械の開発にもチャレンジしている。分科会への参加
企業が増えたことにより，コンクリート打設前の配
筋，各種検査，残コン処理などより幅広い関連テーマ
に関しての意見交換を進めていく（写真─ 6）。

（5）「墨出しロボット」分科会
墨出しロボットについては，複数社が実用段階のロ

ボット開発を行っている。分科会では，各社開発の墨
出しロボットの実機見学による意見交換を行い，ロ
ボットの改良・改善につなげる活動を行う。

ロボットの共同利用により，ロボット利用の際の作
業所負担を軽減することで，作業所への展開，墨出し
作業の効率化の実現を目指す（写真─ 7）。

（6）「照度測定ロボット」分科会
照度測定から帳票作成までを自動で実施できる既開

発済のロボットについて，利用現場の拡大と機器の改
良および入出力データ共有プラットフォームの検討を
進める。関係者による実機見学会，実機操作体験会を
行い，意見交換を重ねた上で開発項目を検討する。多
くの意見を基に，ロボットの機能向上はもとより，利
用が増えることによるコスト低減の実現を目指す（写
真─ 8）。

（7）「生産 BIM」分科会
設計 BIM を受けた施工 BIM，維持管理 BIM への

データフローの整理と，施工者から専門工事会社への
データ連携について検討する。また，BIM データを
建設ロジスティクスで活用するための共通ルールや
コード整備について議論し，業界への提言を行う。更

写真─ 5　専用コックピット

写真─ 6　床均しロボット

写真─ 7　墨出しロボット

写真─ 8　照度測定ロボット
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に，本コンソーシアムの他の分科会と協調してロボッ
ト制御や IoT と BIM データの連携活用を促進し，施
工現場における BIM 活用を拡張する。

（8）「相互利用可能ロボット」分科会
広域レンタル会社を通して運用されている製品も含

め，各社が開発済のロボット・機械の実機見学会開催
を行い，積極的な相互利用によるコストダウンを目指
す。各社からの指摘，改善要望があれば，継続した機
能改善に活かし，利用者目線での商品開発を行う（写
真─ 9）。

（9） 「市販化ツール活用」分科会（ドローン，バイ
タルセンサー，アシストスーツ）

異業種向けに開発されたもので建設現場に応用され
ている製品・サービス，技術の進歩が急速なもの，そ
して量産により低コスト化が期待できるものを選択
し，分科会参加企業で，共通の取組みを行うことによ
り，建設業界全体での技術の展開を加速させることが
できる。

まず市販技術をリスト化し，製品仕様，特徴，現場
利用評価等の情報を参加企業で共有・一元化する。そ
の結果をメーカーやベンダーに提示し，工事現場で使
いやすく，より効果の高い製品に改良を促していく（写
真─ 10）。

6．おわりに

建設業界の抱える課題を解決するためには，個社に

よる技術開発，企業努力では限界があり，各社がライ
バル会社として競合関係にありつつも，協調領域とし
て取り組むべき分野についてはお互いの技術や知恵を
結集し，これまでの慣習・慣例にとらわれず，異業種
の多様な新技術を積極的に取り入れていくことが必要
である。

昨今，建設業界を中心に関連団体等から，本コンソー
シアムで是非取組んで欲しいという案件の提案を受け
ることが非常に多くなっており，周囲の大きな期待を
日々感じるとともに，多くの方が，協調領域における
技術開発連携の必要性，将来への可能性を感じている
ことの現れであると捉えている。

本コンソーシアムにおける活動は手探りでの活動で
はあるが，多くの参加のメンバーとの協業により，作
業所における生産性向上，省人化・省力化を実現し，
業界の課題解決はもとより，業界の魅力向上に尽力し
ていく。

建設 RX コンソーシアムは運営委員会，分科会含め
参加企業のメンバーが協力し運営を行っている。本執
筆は分科会の主査として，メンバーを代表して寄稿さ
せていただいた。執筆にあたりご協力いただいた皆様
に感謝申し上げます。

�

写真─ 10　市販化ツール活用分科会　活動状況

［筆者紹介］
内藤　陽（ないとう　あきら）
㈱竹中工務店
生産本部　生産企画部

写真─ 9　FM領域対応　新規開発機械
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量子コンピュータを活用したダンプトラックの 
土運搬経路の最適化

宮　岡　香　苗・田　中　　　孝

量子コンピュータとは，量子状態を利用して並列計算を実現するコンピュータであり，膨大な量の組み
合わせから短時間で最適解を導出することが可能である。本稿では，量子コンピュータを用いたダンプト
ラックの土運搬経路の最適化の試行について報告する。試行においては，複数の運搬経路を有する土運搬
を対象に，各経路の渋滞状況等，土運搬に影響を与える情報を基に量子コンピュータを用いて最適な経路
をリアルタイムに算出するシステムを構築した。システムの試験運用の結果，従来の土運搬と比較して 1
往復あたりの運搬時間の短縮と，それに伴う CO2 排出量削減の効果を確認することができた。
キーワード：‌�量子コンピュータ，組み合わせ最適化計算，i-Construction，ダンプトラックの土運搬，�  

カーボンニュートラル

1．背景と目的

量子コンピュータとは，量子状態を利用して並列計
算を実現するコンピュータである。問題を解く方法の
違いにより「ゲート型」と「アニーリング型」の 2 つ
に大別され，後者は膨大な量の組み合わせから短時間
で最適解を導出することが可能である 1）。これを用い
て他産業では，工場の製造ラインや拠点間輸送，廃棄
物の収集ルート，鉄道ダイヤの運行計画などの最適化
を図る取り組みが行われている 2）。一方，建設業にお
いては，国土交通省の i-Construction の政策のもと，
建設現場の生産性向上が推進されている 3）。また，グ
リーン社会の実現に向けた「国土交通グリーンチャレ
ンジ」の中では，重点プロジェクトの一つに「インフ
ラのライフサイクル全体でのカーボンニュートラル，
循環型社会の実現」が位置付けられている 4）。建設施
工段階の CO2 排出量は産業分野の約 1.4％を占め，今
後，ICT 等の技術を活用した施工業務の効率化によ
るCO2 排出量の削減を進めていくことが必要である。

本稿は，量子コンピュータを用いたダンプトラック
の土運搬経路の最適化の試行について報告するもので
ある。試行を通じて，土運搬業務における生産性向上
およびCO2 排出量削減への効果を検証するとともに，
量子コンピュータの施工段階での活用可能性について
考察を行う。

2． ダンプトラックの土運搬経路最適化の考
え方

本試行対象現場の土運搬方法を図─ 1 に示す。当
該現場では，土の発生・搬出場所の往復に，高速道路
と一般道路の 2 種類の経路を使用する。高速道路につ
いては，経路の途中に待機場所を有する。尚，搬出場
所から発生場所に向かい，また搬出場所に戻る過程を
1 往復とし，1 往復中は同一の経路を走行する。

従来，複数の経路がある場合は，ダンプトラック毎
に当日の走行経路を定めて運搬を行う。しかしこの方
法では，経路の経時的な渋滞状況の変動や，突発的な
トラブルへの対応が困難である。そこで本試行では，
各経路の渋滞状況や待機場所の混雑状況といった土運
搬に影響を与える要因に関する情報をリアルタイムに
取得し，それらの情報を基に量子コンピュータを用い
て算出した最適経路をダンプトラックが走行する仕組
みを構築する。

特集＞＞＞　建設施工のDX

図─ 1　試行現場の土運搬方法
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3．システム構成と使用データ

本試行で構築した最適経路計算システムの構成を図
─ 2 に示す。システムの構築にあたっては，㈱グルー
ヴノーツの提供する，量子コンピュータによる高速演
算処理が可能なクラウドプラットフォーム「MAGELLAN  
BLOCKS（マゼランブロックス）」を利用した 5）。

各ダンプトラックは GPS 搭載のモバイル端末を携
帯して土運搬を行う。土の発生場所，搬出場所，待機
場所，各経路の位置を登録したマップと，GPS の位
置情報を照合することで，各ダンプトラックの所在地
や走行経路を常時判定する。ダンプトラックが土の搬
出場所に接近すると，次の運搬における最適経路の計
算を実行する。本試行では対象現場の土運搬状況を踏
まえ，最適経路の算出に使用する情報として，①各経
路の予測運搬時間，②各経路の走行台数，③待機場所
の待機台数を選定した。①については，Google マッ
プの移動所要時間予測データを利用し，②，③につい
てはモバイル端末の GPS データから算出する。これ
らを「MAGELLAN BLOCKS」に取り込み，量子コ
ンピュータを用いてその時点での最適経路を算出す
る。算出した結果は，メッセージとしてダンプトラッ
クのモバイル端末に送信する。

4．最適経路計算システムの試験運用

最適経路計算システムを用いた土運搬の試験運用
を，4 日間に渡り計 29 台のダンプトラックを対象に
実施した。試験運用中の最適経路計算に基づいた走行

結果を表─ 1 に示す。試験運用を通じて，最適経路
計算システムにおけるデータ取得，最適経路計算，結
果のモバイル端末への送信の一連の流れを，走行中の
ダンプトラックに対して適切なタイミングで実施でき
ることを確認した。また，モバイル端末に送信された
メッセージについては，土の搬出場所においてダンプ
アップ前に荷台の養生シートを剥がす時間を利用し
て，ダンプトラックのオペレータが安全に目視確認す
ることができた。

5．効果の検証

試験運用の結果から，下記 3 点について効果の検証
を行った。

（1）運搬時間に関する効果
従来の土運搬と最適経路計算システムを用いた土運

搬の 1 往復あたりの運搬時間の比較を表─ 2 に示す。
最適経路計算システムを用いることで，高速道路で 8
分，一般道路で 6 分の運搬時間の短縮を図ることがで
きた。運搬時間は土の積込時間など様々な要因に影響
を受けるが，最適経路計算結果を基に適時経路を選択
することで，運搬時間の短縮に一定の効果があったと
考えられる。

（2）土運搬量に関する効果
工期短縮を図る上では，一日あたりの土運搬量の増

加を図ることが肝要である。（1）で示した 1 往復あた
りの運搬時間の短縮により，対象現場では一日あたり
平均約 50 トン（10 トン積載ダンプトラック 5 往復分）

図─ 2　最適経路計算システムの構成

表─ 1　試験運用中の最適経路計算に基づいた走行結果

ダンプ
トラック

台数
延べ

往復回数
高速道路の
往復回数

一般道路の
往復回数

1 日目 5 27 11 16
2 日目 8 26 6 20
3 日目 8 27 24 3
4 日目 8 29 17 12

計 29 109 58 51

表─ 2　1往復あたりの運搬時間の比較

土運搬方法
1 往復あたりの運搬時間（分）

高速道路 一般道路
従来の方法 89 84

最適経路計算システム使用 81 78
計 － 8 － 6
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の土運搬量の増加が可能となることが確認できた。

（3）ダンプトラックの CO2排出量に関する効果
CO2 排出量算定方法の一つである燃料法 6）を用い

て，従来の土運搬と最適経路計算システムを用いた土
運搬のダンプトラックの CO2 排出量の算出・比較を
行った。その結果，（1）で示した運搬時間の短縮によ
り，1 往復あたり約 10％の CO2 排出量削減が可能と
なることが確認できた。重量に換算すると，今回の試
験運用で運搬を行った延べ 109 往復においては，約 0.4
トンの CO2 排出量の削減となる。

6． 施工段階における量子コンピュータの活
用に関する考察

今回の試行において，最適経路計算の最大組み合わ
せ数は約 1,600 万パターンとなった。量子コンピュー
タを用いた最適経路計算システムでは，この計算には
約 5 秒を要した。一方，従来の古典型コンピュータで
の計算には約 16 秒かかると試算され，パターン数に
比例して処理時間はますます増加する。今回対象とし
た土運搬は，土の発生・搬出場所が 1 箇所，経路が 2
種類と比較的簡単なものであるが，このような条件で
も量子コンピュータの計算特性を確認することができ
た。今後，土の発生・搬出場所や経路数が多い，より
複雑な土運搬を対象とすると，量子コンピュータの利
点をさらに活かすことが可能であると考えられる。ま
た，施工段階の他の業務にも着目すると，土工事にお
ける建設機械の自動運転技術の開発が進められてい
る。近年は単独の機械だけでなく，複数の機械の組み
合わせ作業を対象とした研究開発も進められており，
この実現には周辺の状況データや設計データを基に即
時に動作を判断することが必要である 7）。このような
リアルタイムなオペレーションが求められる業務に
も，量子コンピュータの適用が期待できる。

また，今回の試験運用中に，通信状況に応じてメッ
セージの送信に遅れが生じた。最適経路計算システム
では，データの取得，計算処理の実行，メッセージの
送信の各プロセスで通信ネットワークを利用する。今
後，量子コンピュータを用いた最適化計算を施工現場
の業務に活用していくためには，必要な通信の仕様を

検討し，安定した通信状況を確保することも肝要であ
る。

7．おわりに

本試行では，量子コンピュータを用いてダンプト
ラックの土運搬経路の最適化を行った。リアルタイム
な情報を基に最適経路を算出し，ダンプトラックの走
行に反映することで，従来の土運搬と比較して，1 往
復あたりの運搬時間の短縮と，それに伴う CO2 排出
量の削減の効果を確認することができた。量子コン
ピュータの利点は，膨大な量の組み合わせから短時間
で最適解を導出することにある。今後，施工段階の生
産性向上とカーボンニュートラルのさらなる推進に向
け，他の施工業務への量子コンピュータの活用を検討
していきたい。

�
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画像による山岳トンネルの切羽地質評価技術の開発
AI が切羽評価の全項目を自動評価

鶴　田　亮　介・谷　口　　　翔

ICT により山岳トンネル工事の生産性を大幅に高める取組みの一環として，山岳トンネルの切羽地質
評価の全項目を画像のみから AI が自動的に評価する「切羽地質画像評価システム」を開発した。

山岳トンネルの切羽地質評価に特化した岩種別の AI アルゴリズムを開発し，切羽評価の実施と評価結
果の出力までを自動化することで，短時間かつ，簡易な操作でトンネル切羽の地質評価を可能とした . 開
発したシステムをトンネル施工現場に導入し，システムの運用と検証を行った。本稿では，本システムの
概要と現場での運用結果について報告する。
キーワード：‌�山岳トンネル，岩判定，切羽，AI，地質評価

1．はじめに

山岳トンネルは，地中深くに構築されることから，
事前の設計段階の調査で，正確な地質状況を正確に把
握するのは難しい。そこで，施工中に，トンネル切羽
を直接観察して地質を確認・再評価し，切羽の状況に
応じた最終的な支保パターンを確定する作業が行われ
る。このように，切羽での地質評価は重要なものであ
るが，実際の施工現場では，トンネルの掘削作業の合
間を縫った短い時間で，目視観察を中心にした地質評
価が行われており，評価の精度や定量化に課題があ
る。このような課題を解決するために，近年，トンネ
ル切羽の地質状況について AI を用いて評価する手法
が種々提案されており，その一つに，AI の画像認識
技術を用いてトンネル切羽画像から切羽岩盤の工学的
特性を評価する手法がある。例えば，岩盤の工学的特
性によって弾性波速度が変化することに着目した手法 1）

や，切羽画像と穿孔エネルギーとの関係に着目した手
法などが提案されている 2）。

本検討では，現場で施工管理として行っている目視
観察での切羽観察で取得した評価項目別の評価区分と
切羽画像を AI 学習の教師データとした。画像と評価
区分の関係を学習させた後に，AI が与えられた切羽
画像から評価項目別に評価区分を推定する。本稿で
は，AI による評価システムの概要と，導入したトン
ネル施工現場での運用と検証結果について報告する。

2．AIによる切羽評価システム

（1）評価の対象
今回の検討に使用した切羽評価の項目は，山岳トン

ネルの切羽評価様式として一般的な国土交通省近畿地
方整備局の切羽観察様式に準拠したものである。切羽
観察には全てで 11 項目の評価項目があり，各評価項
目は 5 ～ 6 個の評価区分を持つ。評価項目の一覧を表
─ 1 に示す。

AI 学習の際の教師データには，切羽評価 11 項目の
評価区分を説明変数に，切羽写真を目的変数とした。
AI 学習モデルを構築する際には，目視による切羽観
察の各項目の評価区分を正解とした。

特集＞＞＞　建設施工のDX

表─ 1　切羽評価項目一覧

評価項目
A 切羽の状態
B 素掘り面の状態
C 圧縮強度
D 風化変質
E 割れ目の頻度
F 割れ目の状態
G 割れ目の形態
H 湧水
I 水による劣化
J 割れ目の方向性（縦断方向）
K 割れ目の方向性（横断方向）
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（2）AIの学習手法
本検討の機械学習の手法には，深層学習を使用した

画像分類手法である NFNet（Normalization-Free Net）
を採用した。NFNet は英国 Deep Mind 社から 2021
年に発表された最新の画像認識モデルである。画像認
識において常識となっているバッチ正規化を取り除く
ことにより，評価精度は従来の最高水準の手法と同水
準を維持しながらも，訓練が 8.7 倍速くなっている 3）。 
バッチ正規化を採用した AI モデルである ResNet（レ
ズネット）は深層学習の層が飛躍的に深まり，画像認
識の精度が大きく向上した。しかしバッチ正規化に
は，①計算量が増え大きなメモリ容量を必要とする，
②学習時とテスト時でモデルの挙動が変わる，③ 1 つ
1 つのデータ間の独立性が壊れる，④小さいバッチサ
イズでは機能しないといった欠点がある。①は現場に
設置した一般的な PC での運用上問題があり，④は切
羽のような細かな特徴量を持つ画像の評価に対して不
利であった。NFNet はバッチ正規化を取り除くこと
により，これらの課題を解決している。

（3）AIの教師データ
教師データ作成の際には汎用の画像編集ソフトを利

用し，切羽写真をトレースして切羽の範囲を評価区分
別の色に塗りつぶしたデータを作成した。1 切羽につ
き 11 個の評価項目毎に 1 枚，合計 11 枚のラベル付け
データを作成した。切羽写真と写真から作成したラベ
ル付けデータの例を図─ 1 に示す。

教師データとして各評価項目の評価区分を使用する
際には，切羽観察で切羽を天端・左肩・右肩の 3 つの
部位に分けて切羽評価を行っているため 1 評価項目あ
たり 3 データ，1 切羽当たり合計 33 データを学習に
使用した。

手元にある全てのデータを教師データとして使用す
るのではなく，なるべく各評価区分の教師データ数が

同じ比率になるように，データとして使用する切羽の
選別を行った。

例として示す花崗岩が分布するトンネルでは 102 切
羽の 3,366 データ，凝灰岩が分布するトンネルでは
144切羽の4,752データを教師データとして採用した。

目的変数として使用する切羽画像については，施工
機械や作業員の影が写り込んでいないものを選別し，
機械学習の前に色見本を用いた色補正処理を行った。

（4）作成した AI評価モデルの精度
構築した AI 評価モデルに対して，図─ 2 のように，

汎化性能を評価する統計的な手法である交差検証（ク
ロスバリデーション）を用いて，教師データを学習用
とテスト用に分割した上で推定精度の検証を行った。
分割した学習用データを用いて機械学習を行った後
に，テスト用データを用いて評価区分の推定を行っ
た。花崗岩トンネルデータに対する推定精度の結果を
図─ 3 に，凝灰岩トンネルデータに対する推定結果
を図─ 4 に示す。

図中のグラフでは横軸に 11 個の切羽評価項目を，

図─ 1　AI 教師データラベル付けの例 図─ 4　凝灰岩トンネルデータの推定精度

図─ 2　学習用・テスト用データ分割イメージ

図─ 3　花崗岩トンネルデータの推定精度
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縦軸に評価区分の推定精度を示している。精度の指標
として，統計解析において精度を測る指標である F
値 (f-1SCORE) を用いている。F 値とは，正しく予測
できた割合を示す適合率と，誤回答の割合を示す再現
率の調和平均であり，2 つの指標をまとめて評価する
指標となる。2 つの指標のバランスが良く，値が 1 に
近いほど推定精度が高いと評価できる。各項目の評価
区分内での推定精度は異なるため（例えば項目 A の
評価区分 1 と 2 の区分精度と，評価区分 2 と 3 の区分
精度は異なる），項目別に最も低い推定精度と高い推
定精度，および平均推定精度をグラフ中に記してい
る。検証の結果，花崗岩トンネルについては全ての評
価項目で 0.7 以上の F 値が得られた。凝灰岩トンネル
については A：切羽の状態の項目以外では 0.7 以上の
F 値が得られた。

3．システムの現場への導入と運用

（1）工事概要
本試行を実施した現場と地質の概要を以下に示す。

システムを導入した工事現場は東北地方の国道トンネ
ル 工 事 で あ る。 掘 削 延 長 は 約 700 ｍ， 断 面 積 約
120 m2 で，土木学会用語辞典に拠ると超大断面トン
ネルに分類される。掘削方式は NATM 方式で機械掘
削を基本とするが，後述の安山岩溶岩などが硬質で機
械掘削が困難であるため，少量の火薬を用いた発破掘
削も併用している。

（2）地形・地質概要
本トンネルの基盤岩は，新第三紀中新世上部の火山

岩類から構成されている。火山岩類は，凝灰角礫岩と，
安山岩溶岩および安産岩質自破砕溶岩から主に構成さ
れている。これら地質体は，40 度程度の傾斜で繰り
返しトンネル区間に分布しており，掘削の進行に伴
い，次々と異なった地質体が切羽に出現する。弾性波
速度は 0.8 km/s ～ 2.2 km/s 程度であり，DⅢ～CⅡ
パターンの支保が設計されている。

切羽に主に出現する凝灰角礫岩は，安山岩溶岩や安
山岩質自破砕溶岩，凝灰岩など様々な種類とサイズの

角礫を含んでおり，切羽により見た目が大きく異なっ
ている，写真─ 1 に施工中に撮影した凝灰角礫岩が
分布する切羽の例を示す。

（3）システムの概要
写真─ 2 に切羽写真の取得状況を，図─ 5 に画像

による評価システムの概略構成を示す。切羽写真の取
得には，デジタルカメラと照明，操作用 PC を備えた
計測車両を用いた。写真の取得前に車両に搭載した消
費電力 2 kw のハロゲン照明を用いて切羽を照射し，
切羽面において充分で安定した照度を確保した。車載
のPCを通じて撮影の指示と写真の取り込みを行った。

評価システムは WindowsOS 環境のラップトップ
PC内に構築した。評価システムは切羽評価アプリケー
ションおよびに評価に用いる AI 評価モデル更新のた
めの AI 学習アプリケーションから構成されている。
現場での運用中に随時 AI 評価モデルを更新すること
が可能である。

切羽評価アプリケーションの評価時のインターフェ
イス画面を図─ 6 に示す。アプリケーションのメ
ニューから評価対象の切羽写真を選定し評価実行のボ

写真─ 1　凝灰角礫岩が分布する切羽写真の例

写真─ 2　切羽写真の取得状況

図─ 5　画像による評価システムの構成
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タンを押すと 1 分程度で全 11 項目の切羽評価が完了
する。評価結果の帳票はメユー上から出力することが
可能である（図─ 7）。

4．システムの運用結果

「切羽地質画像評価システム」の現場運用に当たり，
切羽評価アプリケーションには運用現場と類似した地
質が分布する隣県のトンネル施工時に取得したデータ
を用いて構築した凝灰岩の AI 評価モデルをあらかじ
め実装した。

2021 年 10 月より切羽写真データの取得を開始し，
2022 年 4 月時点で 77 切羽分の写真データを取得し
た。本システムによる切羽評価結果と従来の目視観察
による切羽結果との精度を比較するために，システム
の評価区分による切羽評価点と目視観察の評価区分に
よる切羽評価点との比較を行った。比較表を図─ 8 に
示す。

運用当初は既存の評価モデルで使用した評価を実施
し，途中から現場で作成した目視による切羽観察表を
基に AI 評価モデルを更新し，評価の継続的な改善を

図った。結果，運用当初はシステムと目視観察とで 0.3
点程度の評価点の乖離がみられたが，モデルの更新と
ともに評価点の乖離は減少する傾向が見られた。2 回
目のモデル更新以降は，評価点の乖離は 0.1 点程度の
収まっており，従来の切羽観察手法と遜色なく判定が
可能であることが確認できた。

5．おわりに

切羽評価項目の全 11 項目の評価区分を推定する AI
評価モデルを，AI 学習の手法として NFNet を用いる
ことで作成した。当アルゴリズムを組み込んだ「切羽
地質画像評価システム」を開発し山岳トンネル施工現
場への導入を行い，画像のみから精度良く切羽評価を
行えることを確認した。現在，10 種類の岩種につい
て，切羽評価用のAIアルゴリズムを作成済みである。
今後，本システムを施工管理として切羽観察を行って
いるすべての山岳トンネルに導入して切羽評価区分の
推定に活用することで，切羽観察の省力化と支保選定
の最適化に活用していく予定である。

�

図─ 7　評価結果の帳票出力例（国交省様式）

図─ 8　システムによる評価点と目視観察による評価点の比較

図─ 6　切羽評価アプリケーションの画面
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1．はじめに

日本の人口は 2008 年の 1 億 2 千 8 百万人をピーク
に，直近（2022 年 4 月）は 1 億 2 千 5 百万人まで減
少した。更に図─ 1 のとおりその減少率は拡大し，
毎月約 5 万人の規模で減少し続けている。65 歳以上
の人口割合は 30％近くとなり，生産人口（15 ～ 64 歳）
は 50％台に突入した。そして，大卒の就職先の 8 割
以上は，建設業の属する第 2 次産業ではなく，第 3 次
産業だ。この就労人口減少による担い手不足は，我々
の暮らしを支える社会インフラ産業（図─ 2），いわ
ゆる現場で顕著に表れている。

一方，これまで総じて工場内ルーチンワークの自動
化を担ってきたロボットは，計算処理能力の飛躍的な

進展により，よりリアルタイムにダイナミックに大量
のデータを処理可能となり，フィードバックループを
かけながらより自律的な行動（人間に例えると自律神
経レベル）を取れるようになってきた。その代表例が
空飛ぶロボットであるドローンだ。空という移動自由
度が高く，刻々と変化する風速環境のなかで自律的に
飛べるのは，まさに大量のデータ処理を高速に行える
からこそだ。

そしてドローンは単に飛ぶのではなく，指定された
ところへモノを運ぶ，指定された範囲のデータを取得
するという仕事ができる。更にドローンによって取得
された大量のデータをクラウドで AI アルゴリズムも
活用しつつ高速処理させることで，これまで人間がパ
ソコンとソフトと知識を組み合わせてアウトプットし

嶋　田　　　悟

日本の人口の少子高齢化が進み，特に社会インフラ業界における担い手不足が深刻になりつつある。そ
の中でこれからも経済成長を遂げ，暮らしを支えていくには，現場作業の生産性向上が欠かせない。その
切り札となるのが現場におけるロボット・AI・クラウド技術の活用だ。本稿では，空飛ぶロボットであ
るドローンを切り口に現場作業の自動化の最前線を紹介する。
キーワード：‌�現場 DX，ドローン，AI，クラウド，VTOL，3 次元データ，無人化施工，レベル 4 飛行

空飛ぶロボットで社会を支える
ドローン現場活用最前線

図─ 1　総人口の推移
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ていたものを，全て自動化することができるように
なった。かくして，ドローンは AI とクラウドと結び
つくことで，現場作業の一端を担えるようになり，現
場における担い手不足の解消に貢献しつつある。

以下では，論より証拠ということで，建設業界の川
上から川下まで，どのようにドローンソリューション
が浸透しつつあるかを紹介していく。

2．ドローンを活用した調査・点検

工事・補修をすべきかどうか，どのようにすべきか
を判断するためには，まずは現場の調査・点検からで
ある。日本はその国土の約 4 分の 3 が山地であり，土
砂災害を防ぐために全国に約 9 万基の砂防堰堤が存在
する。大半が山奥にあるため，これまでその調査・点
検には歩いていく他なく，特に大雨のあとの山登りは
危険も伴う。現場の人手不足解消，かつ，作業の安全
性担保を実現するために，国土交通省東北地方整備局
の管理下にある吾妻山（福島県）の中腹において，ド
ローンを用いた点検が行われた（図─ 3）。通常の回
転翼型ドローンだと十分な距離が稼げない，一方で長

距離飛行が可能な固定翼型ドローンだとその離着陸に
必要な広いエリアを山間部では確保できないという課
題があった。本現場ではその両課題を一度にクリアで
きる VTOL（Vertical Take-Off and Landing の略称：
垂直離着陸型固定翼ドローン）が導入された。VTOL
は回転翼型のどこからでも垂直に離着陸ができる良さ
と，固定翼型の長距離飛行ができる良さの両方を兼ね
備えた新型ドローンだ（写真─ 1）。更に長距離飛行
させる場合の通信の問題は，携帯電話の上空利用を行
うことで解消された。結果，これまで現地に人が赴き
1 ～ 2 日を要した点検が 10 分で完了した（写真─ 2）。
更に，取られた高精度・高解像度写真をクラウドで 3
次元データ化することで，砂防ダムに堆積した土砂の
量を，これまで目視で算出していたよりも精緻に把握
することが可能になった。

3．ドローンを活用した測量

事前の調査・点検からの情報に基づき工事計画・予
算策定がなされ，国・地方自治体から工事が発注され
る。このときに設計図が2次元の紙ではなく3次元デー

写真─ 1　離陸するVTOL図─ 3　点検対象の砂防ダムと飛行ルート（出所：国土交通省）

図─ 2　社会的課題
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タとして施工者に渡されると徹頭徹尾 3 次元データで
工事の進捗管理ができるようになる。そのためにも事
前の調査・点検の段階から，ドローンレーザー等で現
場（伐採前）の地形の 3 次元データ化がなされ，その
データに基づき CAD で設計図が作られていることが
現場 DX（デジタルトランスフォーメーション）の完
遂には肝要だ。工事着工（伐採後）以降は，ドローン
写真測量等により，起工測量・出来高管理・出来形管
理を，随時容易にできるようになった。なぜならば，
ドローンは自動飛行であり特殊な技術は不要，更に精
度を出すための対空標識の現場での測量も，対空標識
兼 GNSS 受信機（Global Navigation Satellite System
全球測位衛星システム）（写真─ 3）を活用すれば，
不要となる。ドローンで撮られた写真と GNSS 受信
機データをクラウドで解析させれば，全自動で高速に
3 次元データが生成されるため，ここでも特殊な技術
は不要だ。よって，そのようなツールを活用すれば，
ほぼ誰でも簡単に好きな時に早くデータは作れるよう
になり，現場の生産性向上に貢献している（図─ 4）。
建設業においても時間外労働の上限規制が 2024 年 4

月から適用されるにあたり，このようなツールを活用
した労働時間の削減取り組みは急務と思われる。今後
は VR ゴーグルがより発展・普及し，ドローン等を活
用した測量で得た現場の 3 次元データに，等身大で複
数人が複数箇所から同時に没入する形で，発注者によ
る遠隔臨場・立ち合いが日常的に行われる日も近いだ
ろう。

4．ドローンを活用した施工管理

現場および設計図データの 3 次元データ化，並びに
建設機械の自動制御技術が進展したことで，マシンガ
イダンスという形でベテランでなくても建機をより扱
いやすくなり，更にはマシンコントロールで操縦席に
は誰も座らずに建機が自動で施工していくようになり
つつある。また，高速大容量・低遅延・同時多数接続
が可能な 5G（第 5 世代移動通信システム）の普及を
見据えた建機の遠隔操作による無人化施工の取り組み
も活発化してきている。建機が自動でないし遠隔で動
かして施工を進めていくときに課題になるのが，遠隔
からどのように安全に効率的に施工を管理するかだ。
事故を起こさず工事を進めていくには，建機同士の距

写真─ 3　対空標識兼GNSS受信機

写真─ 2　ドローン空撮した砂防堰堤の拡大画像

図─ 4　福留開発㈱の施工事例
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離や建機のアームと掘削する場所の距離，狭い場所で
の建機と対象物との距離など，細かく距離を把握する
必要がある。しかし，建機や現場に取り付けた固定カ
メラからの映像だけだと距離感が分からない。

国土交通省関東地方整備局利根川水系砂防事務所が
発注した「R1 濁川第一砂防堰堤外工事」では，この
課題を解決すべく，有線給電映像伝送ドローン（写真
─ 4）が採用された。このドローンは有線で給電して
いるために長時間飛行し，同じ有線のなかに光ファイ
バーが入っているために高画質なまま低遅延で映像を
伝送し，通信を介して飛行及び搭載カメラの遠隔操作
も可能だ。結果，このドローンに搭載されているカメ
ラ 1 台で工事現場全体を俯瞰的に見ることも，見たい
時に見たい場所を瞬時にズームすることも自由にでき
たことで，固定カメラの数や，俯瞰用の固定カメラを
取り付けるためだけに使っていた重機の数も減らすこ
とができた。また本工事では切り出した土を幅の狭い
橋を渡って運ぶという複雑な運搬経路を想定した作業
が行われたが，このドローン映像を確認することで安
全に遠隔操作ができた（写真─ 5）。本工事では映像
提供の点でこのドローンが使われたが，無線通信基地
局としての機能も果たしうるため，今後より様々な現
場で活用が進むであろう。

5．ドローンを活用した物流

建材のような重く大きなものをドローンで運ぶこと

はまだ先の話になるが，現状については 2021 年 4 月
号「建設機械施工」交流のひろば「土木・建設現場に
おける物流ドローン活用から空飛ぶクルマへ」で紹介
されている通りだ。一方，数 kg 程度の物資をドロー
ンで運ぶ取り組みは既に全国各地で行われ（図─ 5），

写真─5　遠隔操作の様子／左が有線ドローンからの映像（出所：アクティオ）

写真─ 4　有線給電映像伝送ドローン

図─ 5　過疎地ドローン物流実証事業
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一部では常時運用も開始されている。社会実装を進め
ていくには，ドローンの目視外補助者なし飛行が必要
だ。技術的には，2021 年 7 月よりドコモが携帯電話
の上空利用サービスを開始したことで可能になった。
但し，現時点では対地 150 m 未満という使用制限が
あり，日本のように山地の多い地形において対地
150 m 未満で飛び続けるのはかえって危険だ。そこで
総務省は 2022 年度末までに対地 150 m 以上でも携帯
通信を使えるように制度整備を進めている。更に，現
状はレベル 3（無人地帯における目視外補助者なし飛
行）までが許可されているが，機体認証・操縦者ライ
センス制度が新たに 2022 年 12 月に施行され，2022
年度末までにはレベル 4（有人地帯における目視外補
助者なし飛行）の許可を得た機体とその運航事業者が
現れる見込みだ。主には物流でのドローン活用が想定
されているが，この新制度により，今後ドローンが飛
行する場所・機会・頻度は格段に多くなるものと思わ
れる。

6．おわりに

ここまで少子高齢化における現場の担い手不足を空
飛ぶロボットであるドローンの切り口で解決する事例
を紹介してきた。これまで工場内のルーチンワークを
人に代わって行ってきたロボットが，今度は空を飛べ
ない人に代わって空を飛び，空から社会を支える役割

も担い始めている。コロナ禍も相まって仕事現場にお
けるデジタル化は加速している。そして，ロボット制
御技術の進化，AI によるロボットの知能化，クラウ
ド連携の高度化の流れも止まることはないだろう。
AI ロボットと共生していく時代を，ドラえもん文化
のある日本が，その世代が，世界をリードしていくこ
とを願ってやまない。その一端をエアロセンスも担っ
ていきたい。

�
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お迎えさん
篠　原　慶　二

私はゼネンコンでは機電屋と呼ばれる職種のいわゆ
る便利屋でトンネル工事，シールド工事，ダム工事に
携わって 40 数年になります。建設機械しか知らない
機械屋です。朝から晩までトンネル機械，シールド機
と顔合わせていました…ある日。

私のコンクリート技術に関するお師匠様の当社のコ
ンクリート博士の（故）山田一宇技術研究所・所長が
こんな話をしてくれました。
「おい！篠原君，お前トンネル機械好きなんか？壊

れた原因も解らずよく直すな！機械ばかり直していて
も切りがないぞ！壊れる相手を知らなきゃな！相手は
コンクリートと岩石だぞ！」と言うことでお師匠はコ
ンクリート工学の本を私に貸してくれました。そのお
師匠がトンネルドリルジャンボを直している私の横で
トンネル坑内の工具箱に座って話を始めました。俺は
こんな経験があるぞ。
【お師匠の話】
俺は，恥しながら今から十数年前に車で大事故を起

こしたことがある。相手は故障で路上に停車していた
ダンプトラックで，俺は居眠り運転をしていて突っ込
んでしまった。幸いにも第三者に迷惑をかけずに済ん
だのがせめてもの慰めだった。

偶然に通りがかった救急車で夜 9 時頃病院にかつぎ
込まれたそうだがまったく記憶が無い。病院には眼科
の当直医がいたそうだが，外傷のあまりない俺を見て

“ヨッパライだから放っておけばそのうち目が覚める
よ”ということで，翌日まで放っておかれた次第。翌
日 10 時になっても意識が戻らず“ちょっと変だな”
ということで，レントゲン撮影となり，結果を診てビッ
クリしたそうだ。腸が切断し，肝臓が 5 つに割れ，足
は複雑骨折，頭部顔面打撲等々 13 項目あり，診断書
に書くスペースがなくなり最後に「その他」と記して
あったらしい。（後でわかった話だが，内臓が破裂し
腹の中に腸内の物が出ていたため吐く息がかなり臭
く，そのためヨッパライと誤認されたらしい）。

虫の息の俺に午後 2 時から開腹手術が行われ，とり
あえず手当はされたが，危篤状態にあったため，足の
骨折等その他の治療は“生きる目途が立ってからにし
よう”ということで治療されない状態だった。

お師匠の「冥土往来」の話だった。
手術後，担架でベッドに移されたのは薄々感じてい

たがベッドで一休みしていると，どこからともなく人
間の形をした全身真っ赤なタイツのようなものをま
とったスラっとした 2 人がベッドの脇に現れたのさ。

顔は全く無表情だった。男か女かも分からない。俺
はこの者たちの男女を確認した。

根がスケベーだからもし女性だったら……と考えた
らしい。しかし，この人達，女性の出るべきところが
まったく出てなく，さりとて男性としてのモッコリも
なく，それは不思議な人物（？）だった。（この人物
一般には「冥土からの使者」または俗に「お迎えさん」
というらしい）。

その間の時間ははっきりしないが，この 2 人俺を両
脇に抱えゆっくりとベッドから引きずり下して立た
せ，猛スピードで病院から連れ出したのさ。途中の道
筋や雰囲気は残念ながら記憶に無い。到着したところ
はかなり広い真赤な砂が敷かれた広場で，周りは真っ
暗闇で，かがり火がいくつも燃えており，奥の方には
大きなコンクリート塀（？）が長く連なっていた。左
の方には大きな門柱が 2 本立ってたな（しかし，内は
暗くてまったく見ることができなかった）。

その広場には大勢の人が時計回りに惰円形の形でダ
ンスのようなものを踊っていた。何の躊躇もなく 2 人
の「お迎えさん」に誘われてこの輪に加わり，ダンス
のできない俺が今まで味わったことのない楽しさで踊
り始めんだ。ただし，両脇には病院からずっと一緒に
来た「お迎えさん」がピッタリとくっついており， そ
の隣に誰がいるのかわからなかった。
“何と素晴らしい世界があるものだなぁ”と本人し

ごくご満悦の様子。この時計回りのサークルは左の方
にある門柱のところまでつづいていたが…。

ここでも一大出来事が起こったのさ。
楽しいダンスをしながら徐々に門柱に近づいてゆく

と，突然両脇の 2 人が俺を門柱の中に投げ入れようと
必死になっている。俺も綱引きの要領で地面に穴を
掘って懸命に抵抗したのだが，この時の葛藤は想像を
絶するものだったさ。

ある時は十分に抵抗できたが，その門柱を通り過ぎ
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─しのはら　けいじ　前田建設工業㈱　土木事業本部・機械部　主幹─

ると，それはまた楽しい世界に入れるのさ。しかし，
両脇の 2 人の力が強くて地面に溝を造りながらジリジ
リと門柱近くまで引きずられてゆくと，これまた突然
孔の開いた白いものが見えた。実はこれが「病院のベッ
ドの天井」だった。すなわちこの時点で冥土の入り口
より現世に戻っているのさ（生命力の強さってもんだ
な）。

この時，周りの声は聞こえるのだが，本人はまった
く声を発することができない。後で聞いた話だが俺は
ときどき目を開けていたという。しかし，数秒後には
最初と同じ状態で 2 人の「お迎えさん」が両脇に現れ， 
一連のセレモニーの後，あの赤い砂の広場に連れて行
かれたのさ。この繰返しを何十回・何百回と行ったよ
うな記憶だったな。この間，開腹手術をされているに
もかかわらず，痛みは全くないのだよ。

事故から数週間後の何百回目かの現世に戻った時
に，「お迎えさん」が現れなくなったな。何度となく
目をつむり 2 人の「お迎えさん」を待ってみたが，結
局現れなかったな。その時の残念さは誰にも解らない
だろうな。あの素晴らしい世界に二度と行けなくなっ
たという無念さだよ。

篠原君！聞いているのか？
私の手はラジェットレンチを必死に回していまし

た。
この頃からまわりの言葉が聞こえるようになり，苦

痛の世界へ入っていったのだよ。その後再び手足の手
術が始まったのさ。

この冥土へ行った話をよく母親にしたな…母は“そ
れでは父親（昭和 20 年戦死）に会って来ましたか”
と聞くが，俺の考えでは“父親は門柱の中にいるため
会えなかったのだろう”と答えた。門柱の間をくぐれ
ば，それは完全な死の世界だろうと思った。

お説教で死後の世界の話がよくあるだろう。死後の
世界を語ることは門柱をくぐってしまった人は出来な
いのだよ。世の中不思議なことがよく起こるが，冥土
の世界でも「お迎えさん」の力に負けて門柱の間をく
ぐった人が何かのハズミで再びハジキ出されて現世に
戻っても不思議じゃないのだよ。俺のような人間が本
当に死後の他界を語れるのだよ。

この 2 人の「お迎えさん」と仲良くなり，うまく利
用することができれば，かなり長生きができると信じ
ているが…。

篠原君はこの話を信じるか？
ドリルジャンボの修理は終わっていましたが，私の

工具箱に座っているお師匠に“どいてもらえますか？”
とは言えませんでした。

お師匠はこんな状況だったようです。

図─ 1
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「大学ゴルフ部」の言い訳
角　谷　嘉　泰

ゴルフを始めたのは大学に入って間もなくでしたの
で，もう 39 年も前のこと。中学・高校の同級生の Y
君がたまたま同じ大学に入学していて，新学期早々，
大学の学食にいたところに近寄ってきました。「角谷，
もうクラブかサークル決めたん？」「まだなんよ。テ
ニスかスキー，そうウィンドサーフィンなんかもやっ
てみたいなぁ。女の子も多そうやし…」「そんなんも
うありきたりやし，上手いやついっぱい居るで。これ
からはゴルフの時代やで！絶対モテると思うねん。」
との会話。なんのことはない松山の男子校育ちの 2 人
は妄想に駆られて体育会系のゴルフ部に入部すること
になったのでした。

当時は，昭和 58 年 2 月に米ゴルフツアー「ハワイ
アンオープン」最終日の 18 番ホールで第 3 打をカッ
プインさせて逆転優勝した青木功らによる，いわゆる
AON（青木功，尾崎将司，中嶋常幸）時代と呼ばれ，
日本中でゴルフ熱が沸騰していたのをよく覚えていま
す。

その所為か，私たちの学年は部員が多く例年の倍以
上の人数（確か 16 名）が在籍していました。ただ，
早く上手くなりたい気持ちとは裏腹に，放課後の部活
練習は体力づくりがメインで，嫌いなランニング，坂
道ダッシュ，腕立て，腹筋，アイアンの素振りばかり
…。そろそろ実際に球を打って先輩にレッスンを付け
てもらえるのかな？と期待していたところ，「おまえ
たち，しっかり練習してこいよ！」と，近くのゴルフ
レンジにほぼ放置。どスライスが治るはずがありませ
ん。

それでも初ラウンドのスコアは 120 を切ったと記憶
しています。初めての合宿でもハーフの平均が約 55
と，同期の中では“中の中”ぐらいで，センスはある
のかなと希望を抱いてスタートした大学時代でした。

大学対抗戦のメインは関西学生ゴルフ連盟のリーグ
戦で各校 5 名が出場し，上位 4 名の合計スコアで競う
ものだったと思います。男子は 4 部までありますが，
我が神戸大学は 4 部が定位置だったと記憶しています
ので，昨年度のリーグ順位表を見てブービーであるこ
とに対しあまり違和感はありません。ちなみに華の 1
部は，大阪学院，同志社，関学，近大ら強豪ぞろいで

昔から変わっていないと思います。皆さん，「大学ゴ
ルフ部」と聞くと，彼らを想像されるのだと思います
が，そんなエリートは一握りしかいないことを言い訳
がましく申し添えます。大学ごとでレベルも異なりま
すし，大学の中でもピンからキリまで居りますので，
悪しからず。

同期で試合に出られるのは 2 ～ 3 名，残りは皆補欠
です。どの学年にもゴルフ経験があって入った時から
上手いやつが一人か二人は居ますので，レギュラーは
すぐに固定されます。私たちのようなダボペース前後
でしか廻れない連中はずっと補欠のままなのです。思
い起こせば学生時代に 100 を切った記憶はあまりあり
ませんので，そう，今の方が断然上手いのです。

冒頭の Y 君は，運動神経が良く準レギュラーまで
行ったのですが，結局試合には一度も出られませんで
した。モチベーションが上がらない部活にほとほと嫌
気が差し，まして彼女なんてできっこないと気付いた
Y 君と私は，別のお遊びサークルを立ち上げることに
熱中し，専門課程に上がってからは，ほぼ幽霊部員状
態になっていました。

社会人になってからゴルフを嗜むようになりました
が，熱心に取り組む時期もあれば，釣りに嵌って 4 ～
5 年釣り竿しか握らなくなった時期もありました。悲
しいかな，クラブを握らない期間が長いと，スコアは

写真─ 1　�神戸大学ゴルフ部建築OB会@太平洋クラブ御殿場コース��
（筆者は向かって左端）
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─かどたに　よしひろ　㈱奥村組　四国支店長─

昔に戻ってしまいます。そんな折に会社の連中と廻る
と，「素振りシングル」だの「ゴルフ部補欠」だの…，
散々野次られる始末。大阪大学美術部出身の元専務に
は「美術部に勝てないゴルフ部」などと今でも茶化さ
れます。要は運動神経の問題なのでしょうか？「ゴル
フ絶対感覚」を磨け，などという本も読みましたが，
すぐに忘れてしまいます。私の場合，運動神経が不足
する分，次のラウンドまでの期間を極力空けないよう
にすることが肝要と思い至り，現状を維持する乃至少
しでも上達するために，昨年から最低でも月 2 回以上

のペースでラウンドをこなすよう心掛けるようにしま
した。たまたま会社の後輩に誘われたこともあって，
昨年の春に憧れのゴルフ会員権を取得しました。その
ような効果もあってか，昨年 7 月の JCMA 四国支部
ゴルフ同好会（第 348 回）例会において OB なしで優
勝することができたことは本当に嬉しく，感無量でし
た。いずれは「さすが

4 4 4

ゴルフ部」と言われる日が来る
ことを夢見てさらに精進して参ります。
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本協会の第 11 回通常総会（定時社員総会）は，令
和 4 年 6 月 16 日（木）午前 10 時 30 分から機械振興
会館地下 2 階ホールにおいて開催された。

今回は，2 回目のハイブリッド参加型バーチャル社
員総会として，機械振興会館地下 2 階ホールをリアル
会場としつつ，役員の Web 出席や書面による議決権
行使を行った団体会員で希望される方の Web 参加を
認める方法で開催された。

冒頭，金井道夫会長が挨拶し，「コロナ禍において
試験や研修を行う各団体が苦労されるなか，当協会は
その影響が比較的軽微であり，決算も比較的順調で
あった。また，皆様のご指導ご鞭撻を得て事業も順調
に推進することができた。皆様に深く感謝を申し上げ
たい。世はデジタル化全盛であるが，デジタル化の進
展とともに，建設機械本来の技術的発展，現場での判
断技術の確立も従来に増して重要になる。デジタル化
の一方で人に依る技術を仕上げていくことも同様に重
要であり，是非皆様のご指導ご鞭撻を賜りたい」と述
べた。

一般社団法人日本建設機械施工協会

第 11 回通常総会・第 42 回理事会報告

JCMA報告

その後，定款の定めにより金井道夫会長が議長とな
り総会成立が宣言され，議事録署名人を指名して議案
の審議に入った。

第 11回通常総会

金井道夫会長
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1．報告事項

「令和 3 年度事業報告の件」，「令和 4 年度事業計画
及び収支予算の件」及び「令和 3 年度公益目的支出計
画実施報告の件」について報告された。

2．決議事項

第 1 号議案「令和 3 年度収支決算の件」が上程され，
満場異議なく承認可決された。

次に，第 2 号議案「役員選任の件」が上程され，満
場異議なく承認可決された。

◆退任役員（敬称略）
理事　�阿部裕之，新井英雄，一色眞人，加藤和彦，

絹川秀樹，熊谷勝弘，高田悦久，塚本恵，外村 
圭弘

監事　小沼成人，福田光
◆就任役員（敬称略）
理事　�池上徹，岡村未対，小川啓之，数見保暢，加藤 

公康，嘉藤好彦，金井道夫，河合研至，酒井
一郎，佐藤恭輔，白川賢志，鈴木隆好，鈴木
博士，高橋弘，建山和由，所輝雄，中西隆夫，
沼尻理，平野耕太郎，深川良一，保坂益男，
本田博人，真下英人，松嶋憲昭，丸山暉彦，
柳屋勝彦，山本明，湯川勝彦，渡辺和弘， 
渡部純

監事　上総周平，隼直毅，弓場憲太郎
議長は，以上をもって議事を終了した旨を述べ，通

常総会は午前 11 時 1 分に終了した。

3．第 42回理事会

通常総会終了後，機械振興会館 6 階会議室をリアル
会場としつつ役員の Web 出席を認めるハイブリッド
会議方式で第 42 回理事会が開催され，代表理事・会
長に金井道夫理事が選定された。また，副会長に建山
和由理事，山本明理事，池上徹理事が選定され，業務
執行理事に渡辺和弘理事，真下英人理事が選定された。
また，団体会員 2 社の入会が承認された。

第 42回理事会②

監査意見（福田光監事）

第 42回理事会③

第 42回理事会①
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理事会終了後，地下 2 階ホールにおいて金井道夫会
長が挨拶し，「コロナ禍において本部・支部間，本協会・
会員間のコミュニケーションが不足しているとの指摘
がある。欧米においては新型コロナへの対応に大きな
変化が見られ，今後国内においても規制解除が想定さ
れることから，節度をもって適切な範囲で交流を拡大
し，会員の皆様方と共に歩んで参りたい。また，総会
冒頭の挨拶でも申し上げたとおり，世はデジタル化全
盛であるが，現状ではデジタル化だけでは済まない技
術というものが建設機械の分野でもたくさんあり，特
に現在のAIでは総合的な判断ができる状態にはない。
従って，いかに現在の技術を活かしつつ建設機械の分
野で合理化を図っていくかということも今後非常に大
事になる。皆様からもぜひご意見をいただいて良い方
向に進んで参りたいことから，今後ともご指導ご鞭撻
をお願いしたい。最後に当協会及び会員の皆様の益々
のご発展を祈念して，会長へ再任されたご挨拶に代え
させていただく」と述べた。

4． 永年会員・役職員表彰及び日本建設機械
施工大賞

通常総会終了後，理事会と平行して，地下 2 階ホー
ルにおいて令和 4 年度永年会員表彰・永年役職員勤続
表彰及び令和 4 年度日本建設機械施工大賞の表彰対象
者を，以下のとおり発表した。また，発表の模様は，ウェ
ビナーにより会員等に配信された。

（1）令和 4年度永年会員表彰・永年役職員勤続表彰
①本部　団体会員 
【会員期間 70 年】
㈱北川鉄工所，㈱ NIPPO，日本国土開発㈱

【会員期間 60 年】
日工㈱，鹿島道路㈱，㈱鴻池組 

【会員期間 50 年】
�㈱エスイー，デンヨー㈱，（一社）全国クレーン建
設業協会，（一社）日本機械土工協会

【会員期間 40 年】
�㈱技研製作所，三信建設工業㈱，（一社）日本建設
業連合会 

【会員期間 30 年】
埼玉八栄工業㈱，オックスジャッキ㈱

【会員期間 20 年】
�エボニック ジャパン㈱，住友重機械建機クレーン㈱，
㈱日衡，㈱ NISSHO

②支部　団体会員
【会員期間 60 年】
（中 部 支 部）　清水建設㈱名古屋支店
（関 西 支 部）　�㈱ NIPPO 関西支店，㈱フジタ大阪

支店
（中 国 支 部）　前田道路㈱中国支店
（九 州 支 部）　�㈱日立インダストリアルプロダクツ

西部支店，日立建機日本㈱九州支社，

金井道夫会長就任挨拶①

第 42回理事会④

金井道夫会長就任挨拶②
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鹿島道路㈱九州支店
【会員期間 50 年】 
（北海道支部）　�札建工業㈱，清水建設㈱北海道支店，

北日本重機㈱，北海道川崎建機㈱
（北 陸 支 部）　岩崎工業㈱
（中 部 支 部）　五洋建設㈱名古屋支店
【会員期間 40 年】
（北海道支部）　札幌建設運送㈱，南建設㈱
（東 北 支 部）　�㈱浅間建設，西尾レントオール㈱東

北営業部
（北 陸 支 部）　�㈱荏原製作所北陸支社，㈱電業社機

械製作所関東支店，藤木鉄工㈱，川
田建設㈱北陸支店，㈱興和，小杉土
建工業㈱，沢田工業㈱，㈱種村建設， 
㈱中元組，長岡舗道㈱，西田建設㈱，
㈱笛田組，㈱文明屋，町田建設㈱，
㈱松井組，松本建設㈱， ㈱森下組，
㈱大島自動車整備工場，㈱岡村自動
車，㈱テッコ横山，㈱豊商，日立建
機日本㈱新潟支店，北陸自動車㈱

（中 部 支 部）　瀧冨工業㈱
（関 西 支 部）　�三和機工㈱，㈱電業社機械製作所大

阪支店，淀川変圧器㈱
（四 国 支 部）　�兼松エンジニアリング㈱，日東河川

工業㈱
【会員期間 30 年】
（北海道支部）　㈱杉本運輸

（東 北 支 部）　㈱瀧神巧業 
（中 国 支 部）　㈱鶴見製作所中部支店 
（関 西 支 部）　�㈱日本ピーエス関西支店，㈱ピーエ

ス三菱大阪支店，㈱東京建設コンサ
ルタント関西本社

（四 国 支 部）　㈱アトム，㈱晃立
【会員期間 20 年】
（北海道支部）　北海道重建機工㈱，錦産業㈱
（東 北 支 部）　大管工業㈱，㈱ハイウェイとうほく

③個人に対する表彰 
・役　員　　　一色眞人，絹川秀樹，外村圭弘
・委員長　　　山口達也，豊岡司
・支部運営委員

（北海道支部）　大野宇樹
（東 北 支 部）　�勝治博，牧野博隆，鈴木勇治，�  

佐藤敦
（北 陸 支 部）　北川隆明
（中 部 支 部）　青木保孝，林信彦
・職　員
　勤続 30 年以上
　（施工技術総合研究所）　渡邊真至，望月昌夫
・勤続 20 年以上
　（本部）　三枝宏貴
　（施工技術総合研究所）　佐野昌伴

（2）令和 4年度日本建設機械施工大賞
（詳細は本誌次頁以降に掲載）
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令和4年度

日本建設機械施工大賞
受賞業績

令和 4年度受賞業績及び受賞者

■大賞部門　

最優秀賞

・�台形 CSG ダムにおける保護コンクリート構築の合理
化施工システム

� 鹿島建設㈱
堤体を構成する CSG コンクリートに対して上下流を保

護するコンクリートの置き型枠の設置・盛替を自動に行う
移動装置を開発し工程短縮と安全性の確保を図ったことが
高く評価された。

最優秀賞

・�ロボットアームを用いた建設 3D プリンティングシス
テム

� 清水建設㈱
産業用ロボットにより繊維補強セメント複合材をノズル

吐出して高強度高靱性の大規模積層構造物を国内で初めて
構築したもので，コンクリート施工法を変革する新規性が
高く評価された。

優秀賞

・�6 m 継ぎロックボルト打設装置を搭載したロックボル
ト専用機「BOLTINGER」

� 大成建設㈱
� 古河ロックドリル㈱
日本国内トンネル特有のベンチカット断面において短尺

にしたロックボルトを新たに開発したロックボルト打設装
置で打設することにより切羽作業の生産性および安全性を
向上させたことが高く評価された。

日本建設機械施工大賞は，建設事業の高度化等に関し顕著な功績をあげた業績について表彰するもので，大賞部門と地
域賞部門の 2 部門で構成される。

大賞部門は，我が国の建設事業における建設機械及び建設施工に関する技術等に関して，調査・研究，技術開発，実用
化等により，その向上・普及に顕著な功績をあげたと認められる業績を表彰し，地域賞部門は，従来の施工方法・技術を
改良あるいは普及させるなどの取組みを通じて，当該地域の事業者等で建設事業の推進に寄与したと認められる業績を表
彰し，もって国土の利用，開発・保全及び経済・産業の発展に寄与することを目的としている。

優秀賞

・�山岳トンネルにおける遠隔技術を活用した ICT 施工
� ㈱安藤・間
� 古河ロックドリル㈱
� マック㈱
発破削孔における切羽作業の無人化を図り安全性が向上

し，地質評価情報や出来形情報のパターン化により余堀量
や使用火薬量の低減につなげ生産性が向上したことが高く
評価された。

優秀賞

・�トンネル覆工コンクリート用自動化セントル－すべて
の作業工程に DX 導入した省人・省力化技術－

� 西松建設㈱
� 岐阜工業㈱
トンネル覆工作業に係る打設・脱型・移動等の一連作業

工程を仕上がり精度を確保した上で自動化し省力化が図ら
れ，作業安全性の向上も図られていることが高く評価され
た。

選考委員会賞

・�建設現場の非接触・リモート化を実現する「遠隔協議」
および「遠隔臨場」～データ共有クラウドサービス

「CIMPHONY Plus」による施工データ一元管理～
� 福井コンピュータ㈱
建設現場のデジタル化を推進するプロセスとして施工管

理実務を効率的に推進するシステムであり，施工管理デー
タ共有の新規性が高く評価された。
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■地域賞部門　

最優秀賞

・�あらゆる通信規格に対応できる複数建設機械の遠隔操
作を可能とするマルチコックピットシステム

� ㈱加藤組
� 日立建機日本㈱
� 西尾レントオール㈱
異なる複数の建設機械を 1 台で操作することができる遠

隔操縦機械として操作性に優れ省人化を可能とした高度な
先進性が高く評価された。

優秀賞

・コンクリート二次製品の敷設機械
� 鹿島道路㈱
独自開発の自動水平保持装置により勾配のある箇所にお

いても作業を可能とした実用性の高い機械であることが評
価された。
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業績の概要

本技術は，上下流面が，階段状の保護コンクリートで覆
われる台形 CSG ダムの施工において，型枠および目地・
止水板の設置作業を自動化・合理化するシステムを開発・
実用したものである。本システムは，H 鋼材を 2 段重ねし
た打止め型枠（置き型枠）の設置・移設，15 m スパン毎
に設置する止水板の設置，打設時のコンクリート側圧によ
る型枠の滑動・転倒の防止を行う各台車により構成され，
成瀬ダム堤体打設工事（秋田県）で初適用しその有効性を
確認した。

業績の特徴

「保護コンクリート構築の合理化施工システム」は，
①�置き型枠を自動で吊り上げ，所定の位置に設置する『置

き型枠自動スライドリフタ』
②止水板の設置を容易にする『止水板台車』
③�保護コンクリート打設時に置き型枠の滑動・転倒を防止

鹿島建設㈱

台形 CSG ダムにおける保護コンクリート構築の合理化施工システム

大賞部門　最優秀賞

する『おもり台車』
の 3 種類の台車で構成さる。各台車は，置き型枠をレール
として走行するため，堤体打設面でのクレーン作業を不要
とし，堤体上での作業を阻害することなく保護コンクリー
トの施工が可能である。

令和4年度　日本建設機械施工大賞　受賞業績
JCMA報告

保護コンクリート構築の合理化施工システム
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清水建設㈱

ロボットアームを用いた建設 3D プリンティングシステム

業績の概要

わが国においては建設技能労働者の不足・高齢化が進ん
でおり，従来の建設生産からの脱却が急がれている。型枠
工の技能労働者が減少しているコンクリート工事では，部
材のプレキャスト化などによる施工の合理化が推進されて
いるものの，さらなる効率化の実現には新しい発想のコン
クリート施工技術が求められていた。

本技術は，セメント系材料をノズルから吐出して積層す
ることで，建設スケールの高品質な積層体の印刷を実現す
るものである。本システムを用いることで，（1）高さ 2 m
を超える構造体の造形，（2）各プリント層の界面（積層界
面）の一体化による品質の安定性，（3）優れた力学特性，
を同時に実現している点が他にはない特徴である。

すでに実プロジェクトで実用化され，土木・建築分野と
もに 3D プリンティングを大型構造物に適用する事例と
なった。これらプロジェクトでは，本システム適用によっ
て，従来の木製型枠を使用したコンクリート施工よりも現
場工程を 6 割短縮できることが実証された。本技術は，単
に生産性向上に寄与するだけでなく，意匠の自由度向上，
構造最適化による部材の軽量化，型枠廃棄ゼロによる環境
負荷低減への貢献も期待できる。

業績の特徴

本システムは，設計モデルである 3D-CAD からロボッ

大賞部門　最優秀賞

トプログラムを自動生成し，任意の立体形状を短時間で印
刷することが可能である。プリント材料には，独自開発し
た繊維補強セメント複合材料「ラクツム ®」を使用する。
本システムの特徴を以下に示す。
●システムの安定性

各種データを用いたフィードバック制御により，全体シ
ステムの安定性が高い。豊洲六丁目交通広場デッキ拡張計
画での適用では，24 体の積層体を不良率 0％で印刷するこ
とを実現した。
●高い造形性能

高さ 2 m まで積層することが可能であり，プリント後
も積層体は設計どおりの形状を保つ。また，2 回の現場適
用時に作製した積層体の形状誤差は±5 mm 以内であり，
高い造形精度が実証された（図─ 1）。
●積層体の高い強度と靱性

積層体の圧縮強度は 100 N/mm2 以上（材齢 28 日）に達
する。また，異方性はあるものの，繊維の補強効果により，
積層体の曲げ強度14 N/mm2 を無筋で実現できる（図─2）。
●積層体品質の安定性

品質のばらつきが小さく，耐久性が高い積層体を印刷で
きる。積層界面は目視で確認できないほど一体化し，表面
吸水速度と表層透気係数に基づく品質グレードは「良」の
結果であった（図─ 3）。

図─ 1　2 m以上の積層 図─ 3　高靱性化による曲げ強度 14 MPa の実現図─ 2　プリント層の一体化
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業績の概要

本技術は，従来人力で行っていた山岳トンネル工事の
ロックボルト打設作業を機械化するものである。本技術の
活用により，切羽近傍の危険な空中作業・重労働を完全に
機械化し，安全性を飛躍的に向上させ，大幅な省人化と生
産性向上を実現した。
【特徴】

（1）�削孔専用ブーム× 2，打設専用ブーム× 1 を組み合わ
せた 3 ブーム仕様の機械（図─ 1）。

（2）�ロックボルトを機械的に継いで打設する仕様（3 m ×
2 本，3 m・4 m にも対応）。

（3）�モルタル供給装置を機体後方に搭載して一体化（図─
2）。

（4）�ガイダンス機能を搭載し，施工（削孔）データを
BIM/CIM モデルに統合（図─ 4，5）。

（5）�作業員数を 5 人⇒ 2 人に省人化し，生産性を 2.5 倍に
向上。

（6）�切羽近傍の危険な空中作業・重労働を完全に機械化（図
─ 3）。

業績の特徴

大成建設㈱，古河ロックドリル㈱

6 m 継ぎロックボルト打設装置を搭載したロックボルト専用機
「BOLTINGER」

大賞部門　優秀賞

図─ 1　ブーム構成

図─ 2　モルタル供給装置

図─ 3　作業姿勢全景

図─ 4　ガイダンス画面

図─ 5　削孔データ（BIM/CIM統合）
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業績の概要

本技術は，山岳トンネル工事の安全性と生産性の向上を
目的として，国内初となるドリルジャンボの遠隔操作技術
を開発し，穿孔作業時における切羽での無人化施工を実施
した。

マシンガイダンス機能付きドリルジャンボ（以下 MG
ジャンボ）をトンネル坑内に設置した中央制御室から操作
できるよう遠隔改造を行った。中央制御室は防じん仕様と
し，エアコンを設置することで，作業員は粉じん環境下で
の作業から解放され，快適な環境下で作業することができ
る。また，運用にあたっては，装薬孔の穿孔位置や掘削出
来形などの施工データを中央制御室に集約して分析し，評
価結果から発破パターンの最適化を図ることで発破作業を
効率化する。本技術により，穿孔作業中における切羽への
立ち入りが完全になくなり，切羽での安全性が大幅に向上
した。また，余掘り量と使用火薬量について，熟練工によ
る施工方法と比べて 20％程度低減し，生産性が大幅に向
上した。

㈱安藤・間，古河ロックドリル㈱，マック㈱

山岳トンネルにおける遠隔技術を活用した ICT 施工

大賞部門　優秀賞

CIMによる発破の評価 穿孔作業の無人化中央制御室からの遠隔操作の状況

業績の特徴

中央制御室と MG ジャンボを通信ケーブルで接続し，
MG ジャンボに搭載した 5 台のカメラ映像とマシンガイダ
ンス情報をもとに中央制御室からドリルジャンボを遠隔操
作することで正確な穿孔作業を行う。MG ジャンボの遠隔
化によって，装薬孔の穿孔位置をマーキングする必要がな
くなり，穿孔作業時の切羽への立ち入りを完全になくすこ
とができる。

また，三次元レーザースキャナで取得した切羽の掘削出
来形と装薬孔の穿孔位置データを中央制御室に集約し，
CIM に統合表示して両者の関係を評価する。評価結果に
もとづいて「発破パターン作成プログラム」で発破パター
ンを迅速に修正することで，地質状況の変化への柔軟な対
応が可能である。

ドリルジャンボの遠隔操作
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業績の概要

山岳トンネルの覆工コンクリート施工は，ここ数十年，
作業の手順や作業人数に大きな変革がなく，長らく人力作
業に頼ってきた。覆工作業は，一般にトンネル断面と同形
の大型鋼製型枠（以下，セントル）を使用し，6 人ほどの
作業員が 2 日に 1 回のサイクルで覆工打設を行っている。
しかし，狭隘な空間での苦渋作業も多く，さらに作業員の
高齢化や技能者不足を背景に，現場での施工品質の低下が
危惧されており，作業の生産性向上が強く求められていた。

そこで，覆工作業に係る一連の作業工程（①セントルを
所定位置にセットする作業，②覆工コンクリートを打ち込
む作業，③セントルを脱型し次へ移動する作業）を機械制
御のみで行えるように自動化し，作業を安全かつ効率的に
実施できる『自動化セントル』を開発した。本技術は，従
来の半分ほどの 2 ～ 4 人の作業員まで省人化でき，さらに
これまでと同じ施工精度と品質を保ちつつ，現場作業の生
産性を上げることを実現した。

業績の特徴

自動化セントルは，覆工作業を効率化する機械装置やセ
ンサを多数装備し，またその動きを制御するシステムを搭
載している。制御盤上でのボタン操作のみで，セントルの
セットから覆工コンクリートの打込み，脱型・移動までの

西松建設㈱，岐阜工業㈱

トンネル覆工コンクリート用自動化セントル
－すべての作業工程に DX 導入した省人・省力化技術－

大賞部門　優秀賞

自動化セントルの全景（各種自動制御システムを搭載）

基本作業を実施できるため，覆工作業の大幅な省人・省力
化を実現した自動化技術である。
①自動セットシステム

測量機器（自動追尾トータルステーション）やアクチュ
エータ（油圧シリンダ），各種センシング装置などと連携し，
専用制御盤からの操作のみでセントルを所定位置へ正確に
セットできるシステム。設計位置ではなく，既設覆工の出
来形に合わせて最終セットすることで，安全かつ高精度に
作業できる。
②覆工コンクリート打設自動化システム

コンクリート検知センサと自走式マニピュレータによる
配管切替装置を用いて覆工コンクリートの打込み作業を自
動化したシステム。コンクリートが所定の打込み高さに達
すると自動停止し，自走式マニピュレータが配管を自動で
切り替えて打込みを再開する。タブレットによる遠隔制御
もできる。
③脱型・移動システム

セントルの脱型・移動作業を制御盤からの操作で安全か
つ短時間に実施できるシステム。脱型時のフォーム収納や
セントルダウンの操作は，自動セット作業の逆手順により
ボタン操作のみで実施でき，またセントルの移動は自走装
置制御盤で自動化されており，移動量を入力するだけで実
施できる。
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福井コンピュータ㈱

建設現場の非接触・リモート化を実現する「遠隔協議」および「遠隔臨場」
データ共有クラウドサービス「CIMPHONY Plus」による施工データ一元管理

業績の概要

本技術のうち，「遠隔協議」では，VR（バーチャルリア
リティ）空間に複数人が遠隔地から参加し打ち合わせを行
う。VR データは，点群データおよび 3D モデルをもとに
作成され，現地状況を正確に再現する。「遠隔臨場」では，
施工後の受発注者間での出来形検査をリモートで実施す
る。従来は，受発注者が施工現場に集合して検査を行う必
要があった。

上記 2 つの技術は，テータ共有クラウドサービス
CIMPHONY Plus（シムフォニー プラス，NETIS 登録番
号 KK-210003-A）を介して実施する。

業績の特徴

CIMPHONY Plus は，施工に関わる各種データをクラ
ウド上に“位置情報と時間軸”で一元管理する。関係者は

大賞部門　選考委員会賞

インターネット環境があればどこからでもデータにアクセ
スでき，スムーズにデータを確認・共有できる。
「遠隔協議」は，主催者がこのクラウドに VR データを

アップロードし，遠隔地から関係者がこの VR 空間にアク
セスすることで実施できる。また，「遠隔臨場」は，出来
形管理ヒートマップをこのクラウドにアップロードし，発
注者事務所と施工現場からそれぞれアクセスすることで実
施できる。

CIMPHONY Plus 上でデータを一元的に管理すること
で，関係者間でのデータ共有をスムーズにし，CIMPHONY  
Plus を介して実施される「遠隔協議」および「遠隔臨場」
では，現地調査や施工協議，出来形検査等における移動時
間および移動費用の削減が可能となる。また，これらの技
術は非接触で行われるため新型コロナウイルス等の感染症
対策にも有効である。
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㈱加藤組・日立建機日本㈱・西尾レントオール㈱

あらゆる通信規格に対応できる複数建設機械の遠隔操作を可能とする 
マルチコックピットシステム

業績の概要

本システムは，1 台の操縦装置で異なる複数の建設機械
を操作可能とするものである。汎用の建設機械を遠隔操縦
機械として高度化することが可能であり，現場で使用可能
な通信規格に対応できる遠隔操縦装置である。

業績の特徴

建設機械の遠隔操縦技術は，災害現場などで既に多くの
実績があるが，通常工事では，活用されていないのが現状
である。通常工事で活用することで，労務者確保に苦慮し
ている建設業へ新たな働き方を創出することにつながる。

地域賞部門　最優秀賞

本システムの特徴は，下記のとおりとなる。
1）�通常工事での活用をするため，汎用的な異なる複数の

建設機械に「後付」の遠隔操縦装置を装着し，これら
が統合制御可能なマルチコックピットを開発した。

2）�長距離遠隔操縦の無視界における操作性と施工品質向
上のため，2 種類の AR 技術と聴覚情報を導入した。

3）�どこでも遠隔操縦を実現するため，現場で使用可能な
各種通信規格に対応できる遠隔操縦装置とした。

本技術は，作業時間および作業時間の縮減が実現できる
とともに安全性の確保と施工品質の向上が見込める施工の
効率化・高度化システムとなる。

2 種類の AR映像（左：現況地盤・機械姿勢，右：3次元設計データ）マルチコックピット

作業時間（作業人員）の比較表
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鹿島道路㈱

コンクリート二次製品の敷設機械

業績の概要

道路の新設・改修工事或いは造成工事に付帯するブロッ
ク，U 字溝などのコンクリート二次製品の敷設は，規模の
違いこそあれ日常的に対応しなければならない作業であ
る。

人力での持上げ・設置が困難な 100 kg を超えるコンク
リート二次製品の敷設は，クレーン機能付油圧ショベルや
車載型クレーンなどにより楊重し，然るべき場所に設置し
ている。

しかしながら重量 50 kg 前後の歩車道境界ブロックなど
は，ヒトによる持上げ・移動・設置が可能なだけに，人力
作業により身体に過大な負担を掛けて腰を痛めたり，落下
させて製品を破損する事故が絶えなかった。今回開発した
パワーアシストセッタは，重量 100 kg までのコンクリー

地域賞部門　優秀賞

ト二次製品の運搬・敷設を補助する全く新しい建設機械で
ある。パワーアシストセッタは，不整地運搬車に搭載した
サーボモータにより駆動するバランスアームが，ヒトの僅
かな力による操作を増幅し，二次製品を自在に楊重・移動・
設置することが出来る機能を備えている。

業績の特徴

当該機械に搭載しているバランスアームの主旋回部は作
業員の腕の力加減で意のままに旋回できる構造になってい
るが，勾配のある箇所においては，荷の重量により勾配下
側へ意図せずに旋回してしまう恐れがある。そこで，支持
台を水平に保つ自動水平維持装置を独自に開発した。

この装置により，勾配のある箇所においても安全に作業
することが可能となる。支持台は 3 本のシリンダによって
支えられており，これらシリンダの伸縮によって水平を保
つよう制御される。

制御すべきシリンダの伸縮量は，バランスアーム支持台
に固定されているスロープセンサが支持台の傾きを検知
し，制御ユニットがその傾き量から各シリンダの最適な伸
縮量を計算する。

実際の伸縮量は各シリンダに装備されているストローク
センサによって計測される。この装置の一連の制御により
勾配のある場所でもバランスアーム支持台を水平に保つこ
とができ，作業員の意図する動作を簡単・安全に行える構
造となっている。

バランスアーム操作部

CIMによる発破の評価

バランスアーム支持台 制御ユニット
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04-437
地山予報システム

（切羽前方の湧水量を予報） 清水建設

▶概　　　要

地山予報システムの概念図を図─ 1 に示す。本システムは，

デジタルツインを基本概念とする「現実空間（フィジカル空間）」

および「仮想空間（サイバー空間）」から構成されている。特に，

地下水環境に着目したシステムを構築している。

現実空間では，地下水環境の予測にとって基本情報となる切

羽湧水量を常時測定し，日々の総湧水量を監視する。一方，仮

想空間では，演算部と可視化部に大別できる。演算部は，切羽

湧水量，施工情報，気象情報など各種データの蓄積，3 次元地

質情報の更新，AI 技術を使った地山の浸透特性（透水係数）

の同定，および地下水環境を再現する数値解析を融合させて，

将来起こる事象を予測する。可視化部は，演算部で得られた予

測値を 3 次元地山モデルに描画し，計測結果等とあわせて確認

することができる。仮想空間上の情報は誰にでもわかる帳票等

として出力し，現実空間へ返す「予報」を行う。

この一連のサイクルは，1 日に 1 サイクルを基本として自動

的に実行され，日々の朝礼等で継続的に予報結果を周知するこ

とでリスクや安全管理の持続に貢献するとともに，現場支援を

目的とした専門技術者の作業負担軽減としても期待している。

▶特　　　徴

本システムは 3 つの重要な要素で構成されている。一つは，

S-BEAT® などを使った日々の切羽前方探査結果による地質情

報の更新である。次に，「仮想ドレーンモデルを適用した 3 次

元浸透流解析」である。一般に浸透流解析は，広域を対象とし

た数値解析となるため計算に時間を要することが課題であった

が，この手法を用いることにより従来比で最大約 50％の計算

時間短縮となった。最後に，「AI による透水係数の同定技術」

である。あらかじめ複数の解析結果から作成した教師データを

学習させることで瞬時に同定結果（地山の浸透特性）を算出す

ることが可能となった。

本システムは，地下水流れをシミュレーションするソルバー

を使っているが，トンネルの変形，あるいは坑内空気の流れを

シミュレーションできるソルバーに置き換えることで，柔軟な

地山予報システムとして展開することも可能である。

▶用　　　途

・切羽湧水にかかわるリスク全般からの回避

▶実　　　績

・九州新幹線（西九州）、木場トンネル他工事

▶問 合 せ 先

清水建設㈱　土木技術本部　地下空間統括部

〒 104-8370　東京都中央区京橋二丁目 16 番 1 号

TEL：080-8055-0699（福田　毅）

図─ 1　地山予報システム全体概要
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建設工事受注額･建設機械受注額の推移
建設工事受注額：建設工事受注動態統計調査(大手50社）　　　 　　　　　　　 （指数基準　2015年平均=100）
建設機械受注額：建設機械受注統計調査（建設機械企業数24前後）　　　　 （指数基準　2015年平均=100）

受注額受注額
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四半期･月

年'21 '22

200
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建設工事受注額

 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4

建設工事受注動態統計調査（大手 50 社） （単位：億円）

年　　月 総　　計

受　　　注　　　者　　　別 工　事　種　類　別
未消化 
工事高 施工高民　　　間

官 公 庁 そ の 他 海　　外 建　　築 土　　木
計 製 造 業 非製造業

2015 年 141,240 96,068 19,836 76,235 35,633 4,993 4,546 95,959 45,281 141,461 141,136
2016 年 146,991 99,541 17,618 81,923 38,894 5,247 3,309 98,626 48,366 151,269 134,037
2017 年 147,828 101,211 20,519 80,690 36,650 5,183 4,787 99,312 48,514 165,446 137,220
2018 年 142,169 100,716 24,513 76,207 30,632 8,561 5,799 95,252 46,914 166,043 141,691
2019 年 156,917 114,317 24,063 90,253 29,957 5,319 7,308 109,091 47,829 171,724 150,510
2020 年 143,170 97,457 19,848 77,610 35,447 5,225 4,175 91,725 51,443 171,740 141,261
2021 年 157,839 111,240 22,528 88,713 38,056 4,671 3,874 106,034 51,806 192,900 137,853

2021 年� 4 月 7,252 4,965 1,141 3,824 1,711 396 181 4,239 3,014 188,230 8,931
5 月 7,470 4,666 940 3,726 2,440 332 33 4,576 2,894 186,346 8,999
6 月 13,631 9,020 1,807 7,213 3,611 500 501 9,074 4,557 187,713 12,869
7 月 8,925 6,244 2,042 4,202 2,324 305 51 6,069 2,855 188,502 8,489
8 月 8,766 6,304 2,156 4,149 2,059 370 32 6,285 2,481 187,177 10,180
9 月 15,826 12,449 1,698 10,750 2,780 419 179 11,984 3,842 188,820 14,729

10 月 9,753 7,135 2,003 5,132 2,202 360 57 6,806 2,947 190,874 8,975
11 月 10,676 7,495 2,213 5,282 2,269 351 561 6,782 3,894 191,232 10,790
12 月 16,208 12,569 2,335 10,235 2,841 371 427 12,316 3,892 192,900 15,433

2022 年� 1 月 11,656 7,955 1,408 6,547 2,892 322 487 8,014 3,641 194,534 9,787
2 月 12,152 9,464 2,400 7,065 2,280 365 43 8,766 3,387 193,576 11,606
3 月 28,665 21,001 4,095 16,906 6,090 496 1,078 18,978 9,687 202,497 20,607
4 月 9,462 6,623 2,182 4,441 2,268 490 81 6,347 3,114 － －

建　設　機　械　受　注　実　績 （単位：億円）

年　  　月 15 年 16 年 17 年 18 年 19 年 20 年 21 年 21 年 
4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 22 年 

1 月 2 月 3 月 4 月

総　     　 額 17,416 17,478 21,535 22,923 20,151 17,646 26,393 2,089 2,080 2,405 2,132 1,833 2,245 2,341 2,229 2,955 2,017 2,263 2,675 2,310
海 外 需 要 10,712 10,875 14,912 16,267 13,277 10,966 18,737 1,450 1,477 1,562 1,574 1,371 1,611 1,762 1,609 2,150 1,546 1,789 1,834 1,753
海外需要を除く 6,704 6,603 6,623 6,656 6,874 6,680 7,656 639 603 843 558 462 634 579 620 805 471 474 841 557

（注）�2015 ～ 2017 年は年平均で，2017 ～ 2020 年は四半期ごとの平均値で図示した。 
2021 年 4 月以降は月ごとの値を図示した。

出典：国土交通省建設工事受注動態統計調査
　　　内閣府経済社会総合研究所機械受注統計調査
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■建築生産機械技術委員会（ラフテレーン
作業燃費分科会）
月　日：5 月 9 日（月）（Web 会議で開催）
出席者：石倉武久委員長ほか 6 名
議　題：ラフテレーンクレーンの燃費基

準 達 成 建 設 機 械 の 申 請 に あ た り
JCMAS H023 改正に関する討議：吊
り荷荷重の試験条件に関する討議，
JCMAS H023 改正箇所に関する討議

■基礎工事用機械技術委員会 見学会，西
尾レントオール㈱ 東日本テクノヤード
見学
月　日：5 月 18 日（水）
参加者：草刈成直委員長ほか 16 名
見学内容：①東日本テクノヤード概要お

よび技術説明　② ICT 建機，測量機
器の見学　③質疑応答

■ダンプトラック技術委員会　　
月　日：5 月 19 日（木）（Web 会議で開

催）
出席者：渡辺浩行委員長ほか 6 名
議　題：①各社トピックス：コマツ「ダ

ンプトラック電動化について」　②生
産性向上に関する輪講：㈱諸岡「自動
運転技術開発の紹介」　③ R4 年度活
動計画に関する討議

■建築生産機械技術委員会（ラフテレーン
作業燃費分科会）
月　日：5 月 25 日（水）（会議室，Web

併行開催）
出席者：石倉武久委員長ほか 6 名
議　題：ラフテレーンクレーンの燃費基

準 達 成 建 設 機 械 の 申 請 に あ た り
JCMAS H023 改正に関する討議：吊
り荷荷重の試験条件に関する討議，
JCMAS H023 改正箇所に関する討議

■原動機技術委員会
月　日：5 月 26 日（木）（会議室，Web

併行開催）
出席者：工藤睦也委員長ほか 20 名
議　題：①前回の議事録確認　②国内次

期規制についての情報交換：環境省 
今後の自動車排出ガス低減に向けたヒ
ヤリングについて　③海外排出ガス規
制の動向に関する情報交換：a）海外
排出ガス規制の動向について：インド
発電機 4 次排ガス規制，UK Brexit，
トルコ，コロンビア，b）中国免除エ

（2022 年 5 月 1 日～ 31 日）

行 事 一覧
ンジン申請方法変更情報　④カーボン
ニュートラルに関する情報交換：ト
ラック輸送できる超小型原発につい
て，陸内協「カーボンニュートラルシ
ナリオ」の紹介

■除雪機械技術委員会・ロータリ分科会
月　日：5 月 30 日（月）（会議室，Web

併行開催）
出席者：久末忍リーダほか 8 名
議　題：①ロータリ除雪車 安全装置に

ついて現道試験の結果等に関する討
議：安全装置の不具合情報，安全装置
の使用後のアンケート結果等，安全装
置の実際の使用にあたり改善要求等，
スケジュール，他

■トンネル機械技術委員会・幹事会
月　日：5 月 31 日（火）（会議室，Web

併行開催）
出席者：丸山修委員長ほか 9 名
議　題：①令和 4 年度調査活動について

の討議：第 1 回の WG の対応につい
て，WG の進め方など　②見学会につ
いて見学候補地の実施時期などについ
て討議　③技術講演会の対応について
討議

標　準　部　会

■ ISO/TC 127/SC 2/WG 30 ISO 6683シー
トベルト 改正 国際WGバーチャル会議
月　日：5 月 9 日（月）夜
出席者：イタリア INAIL 国立労働災害

保険協会 VITA コンビナー・米国・
ドイツ・スウェーデンなど海外から
12 名，日本からコマツ小塚大輔委員
ほか 2 名

場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：① ISO/DIS 6683 受領意見検討 

②次の工程（第 2 次 DIS 投票）
■ ISO/TC 127/SC 3/WG 5施工現場デー
タ交換 ISO/WDTS 15143-4施工現場地
形データ国際WG全体バーチャル会議
月　日：5 月 11 日（水）午後，13 日（金）

午後
出席者：日本からコマツ山本茂コンビ

ナ ー ほ か 延 べ 8 名， 米 国 Deere 社
BOLLWEG プロジェクトリーダなど
海外（英国・フィンランド・米国・オー
ストラリア・ニュージーランド・韓国
など）から延べ 22 名出席

場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：① CAT 社指摘の特許の扱い　

②前回会合議事録確認　③未処理だっ
た案件の状況確認（MA メンテナンス
機関の扱いなど）　④箇条 6（工事デー
タ）の検討　⑤ 6 月ブリスベーンでの

対面会合，日本からのウェブ参加の検
討　⑥案文に対する WG 聴取意見へ
の対応検討　⑦現場座標系変換に関す
る状況報告など　⑧概念実証状況報告
及び論議など（サーバー間交信，設計
モデル及びコードリスト，作業結果及
び生産高）　⑨ ISO 様式の文書準備に
関して　⑩当面の作業，その他次回会
合など

■ ISO/TC 127/SC 3/JWG 11 ISO/DIS 

12509土工機械及び不整地トラック－ 

照明・信号・車幅等の灯火及び反射器 

国際WG バーチャル会議
月　日：5 月 11 日（水）深夜
出席者：米国 Deere 社 JOHNSON コン

ビナー・同 Vermeer 社嘱託 MOSS 幹
事・インド・フランス・スウェーデン
など海外から 10 名，日本からコマツ
小塚大輔委員ほか 2 名

場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：①DIS投票コメント審議（続き） 

②今後の予定（FDIS 案文を中央事務
局に提出，合同案件に関する ISO 規
定含め ISO/TC 110/SC 4 に連絡）付
記：不整地トラックとは日本には例外
的な機械である通称「テレハンドラー」
のこと

■ ISO/TC 195/SC 3/WG 1 穿孔及び基礎
工事用機械－用語及び定義 国際バー
チャルWG会議
月　日：5 月 16 日（月）夜
出席者：小倉公彦（JCMA 事務局）ほ

か 13 名
場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：① WD 11886 穿孔及び基礎工

事用機械－土壌及び土壌／岩石の穿孔
並びに基礎工事用機械－語彙及び商業
仕様 WG 意見照会コメント審議　　
②次回の予定（18 日（水）：DIS 21467
審議）

■ ISO/TC 214/WG 1高所作業車国際WG

バーチャル会議
月　日：5 月 17 日（火）午後，19 日（木）

早朝，同日夜
出席者：カナダ Skyjack 社 McGREGOR

コンビナー・米国 MOSS 幹事など海
外（オーストラリア・ドイツ・英国・
米国）から 15 名前後，日本から事務
局 1 名出席

場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：ISO/CD 16368 高所作業車－設

計，計算，安全要求事項及び試験方法 
CD 投票結果及び各国意見への対応検
討：反対投票無く，DIS 投票に進める
ため，各国意見への対応の検討を進め
ることとして検討中
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■ ISO/TC 195/SC 3/WG 1 穿孔及び基礎
工事用機械－用語及び定義 国際バー
チャルWG会議
月　日：5 月 18 日（水）夜
出席者：山本卓也（㈱技研製作所）委員

ほか 6 名
場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：① DIS 21467 水平方向ドリル

－語彙及び商業仕様 DIS コメント審
議　②次回の予定（9 月 14 日（水）：
WD 11886 審議）

■ ISO/TC 127/WG 17-ISO/PWI 5757回生
可能エネルギー貯蔵システム RESS国
際WGバーチャル会議
月　日：5 月 18 日（水）夜
出席者： 米 国 斗 山 Bobcat 社 SPOMER

コンビナーなど海外複数名，日本専門
家複数名

場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：①進捗状況確認　②案文作成行

程検討　③ WG 意見聴取結果検討　
④今後の会合予定検討　⑤その他

■ ISO/TC 127/SC 2/JWG 31（TC 23/SC 

15森林用設備合同作業グループ）ISO 

7021運転員保護構造の材料要求事項 国
際WGバーチャル会議
月　日：5 月 19 日（木）夜
出席者： 米 国 斗 山 Bobcat 社 NEVA コ

ンビナーなど海外（オーストラリア・
ドイツ・英国・米国）から 14 名，日
本専門家はコマツ小塚大輔委員ほか 1
名

場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：①前回議事録確認　②新業務提

案時各国意見への対応検討　③案文を
委員会原案 CD に進めることを親委員
会に申し出の旨結論　④結論に達した
ため翌日の会議は中止　⑤次回会合は
2022 年 9 月 21 日，22 日を予定

■ ISO/TC 195/SC 1/WG 4 ISO/CD 19711-

2 トラックミキサー－第 2部：安全要求 

国際バーチャルWG会議
月　日：5 月 20 日（金）
出席者：清水弘之（カヤバ㈱）コンビナー

ほか 7 名
場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：① CD 投票コメント審議　②今

後の予定
■ ISO/TC 127/SC 1/WG 6 ISO 11152 エネ
ルギー使用試験方法 国際WGバーチャ
ル会議
月　日：5 月 23 日（月）夜，25 日（水）

夜，31 日（火）午後
出席者： 米 国 Caterpillar 社 Crowell コ

ンビナー・ドイツ・フランスなど海外
から延べ 7 名，日本からコマツ正田明

平プロジェクトリーダほか延べ 8 名出
席

場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：①前回議事録確認　②特設チー

ムでの検討結果検討―適用範囲の機械
上限設定の適否，掘削試験での未調整
の土砂の使用，土砂の状態とエネル
ギー効率の相関性，溝堀試験の図示，
電機駆動機械の待機試験など　③ ISO
業務としての登録及び文書形態（技術
報告書でなく技術仕様書とする）

■ ISO/TC 127/SC 4/WG 6-ISO 7334自動
運転の分類 国際バーチャルWG会議
月　日：5 月 24 日（火）夜，26 日（木）

夜
出席者： 米 国 Deere 社 TAHA コ ン ビ

ナーなど海外（中国・英国・米国・英
国・ドイツ・中国）から延べ 14 名，
日本専門家は日立建機片桐委員長ほか
延べ 16 名

場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：ISO 7334 自動運転の分類検討 

① ISO のオンライン規格作成ツール
OSD の適用検討　②日程検討　③当
面の作業（OSD への移行，今後の会
合設定）　④次回会合（7 月 19 日及び
21 日，同一時間帯）

■三役会
月　日：5 月 19 日（木）
参加者：鈴木博士部会長ほか 7 名
議　題：①各 WG 活動報告：機電交流

企画 WG・就活パンフレットの見直し，
若手機電技術者意見交換会代替企画

（講演会・見学会）について　②その
他

■機関誌編集委員会
月　日：5 月 9 日（月）
出席者：中野正則委員長ほか 28 名
議　題：①令和 4 年 8 号（第 870 号）計

画の審議・検討　②令和 4 年 9 月号（第
871 号）素案の審議・検討　③令和 4
年 10 月号（第 872 号）編集方針の審議・
検討　④令和 4 年 5 月号～令和 4 年 7
月号（第 867 ～ 869 号）進捗状況報告・
確認　※通常委員会及び Zoom にて実
施

■建設経済調査分科会
月　日：5 月 10 日（火）
出席者：持丸修一分科会長ほか 4 名
議　題：① 2022 年機関誌統計ページ執

筆依頼原稿の検討　②「道路の維持メ
ンテナンスについて」執筆検討　③そ
の他

支部行事一覧

■第 11回支部通常総会
月　日：5 月 19 日（木）
場　所：札幌市，センチュリーロイヤル

ホテル
出席者：熊谷勝弘支部長ほか 60 名
内　容：①令和 3 年度事業報告（案）及

び決算報告（案）承認の件　②令和 4
年度事業計画及び収支予算に関する件 
③令和 4・5 年度運営委員の選任に関
する件

■令和 4年度除雪機械技術講習会第 2回
（メーカ）打合せ
月　日：5 月 20 日（金）
場　所：北海道支部会議室
出席者：加藤信二施工技術検定技術委員

会委員長ほか 7 名
内　容：①令和 4 年度除雪機械技術講習

会　②その他
■令和 4年度 ICT活用施工連絡会

月　日：5 月 23 日（月）
場　所：北海道建設会館大会議室及び

Web 併用
出席者：（対面）石塚芳文座長ほか 13 名
（Web）15 名

内　容：①インフラ DX・i-Construction
に関する情報連絡　②令和 3 年度 ICT
活用施工連絡会活動報告　③ ICT 活
用施工連絡会の事務局体制（案）　　
④令和 4 年度 ICT 活用施工連絡会活
動計画（案）　⑤その他

■令和 4年度建設技術担い手育成プロジェ
クト会議
月　日：5 月 23 日（月）
場　所：北海道建設会館大会議室及び

Web 併用
出席者：（対面）鈴木勇治プロジェクト

リーダほか 9 名（Web）8 名
内　容：①これまでの活動状況　②今年

度の活動計画　③今後の活動について
■令和 4年度除雪機械技術講習会第 3回
（講師）打合せ
月　日：5 月 27 日（金）
場　所：北海道建設会館大会議室及び

Web 併用
出席者：（対面）巌博技術部会副部会長

ほか 21 名（Web）2 名
内　容：①令和 4 年度除雪機械技術講習
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会講習内容について　②その他
■請負工事機械経費積算に関する講習会

月　日：5 月 31 日（火）
場　所：北海道経済センター
受講者：99 名
内　容：①令和 4 年度土木工事標準歩掛

の改訂概要　②建設機械等損料の改正
と動向　③施工パッケージ型積算方式 
④損料表の見方及び使い方　⑤一般土
木請負工事の機械経費積算例　⑥道路
維持請負工事の機械

■令和 4年度 第 11回 東北支部通常総会
月　日：5 月 16 日（月）
場　所：仙台市 仙台ガーデンパレス
出席者：支部会員：143 社（議決権総数

154 社のうち出席 25 社，Web 参加者
18 社，委任状 100 社）

出席者総数：52 名（会員 25 名，高橋支
部長ほかの役員と事務局員 20 名，表
彰者 21 名（会員との重複 14 名含む）

内　容：①令和 3 年度 事業報告につい
て　②令和 3 年度 事業決算について 
③令和 4・5 年度 役員改選について　
④令和 4 年度 事業計画について　　
⑤令和 4 年度 事業予算について

■第 11回 東北復興 DX・i-Construction連
絡調整会議（Web会議）
月　日：5 月 26 日（木）
出席者：中平善伸東北地方整備局企画部

長ほか 23 名
内　容：①規約の変更　②東北地方整備

局からの情報提供　③意見交換　④関
係機関における DX・i-Construction
取組状況等

■令和 4年度 第 1回企画部会
月　日：5 月 11 日（水）
場　所：書面表決
議　題：①令和 3 年度業務報告書につい

て　②令和 3 年度決算書について
■ニイガタ除雪の達人選手権 第 1回幹事
会
月　日：5 月 13 日（金）
場　所：新潟県十日町地域振興局
出席者：堤事務局長
議　題：①過去の開催状況について　　

②開催場所及び日時について　③人材
の活用について　④今後の検討事項に
ついて

■第 11回通常総会
月　日：5 月 19 日（木）

場　所：新潟東映ホテル 1F 白鳥の間
議　題：①令和 3 年度 事業報告に関す

る件　②令和 3 年度 決算報告に関す
る件　③令和 4 ～ 5 年度 役員に関す
る件　④令和 4 年度 事業計画に関す
る件　⑤令和 4 年度 収支予算に関す
る件　⑥令和 4 年度 永年会員等表彰，
優良建設機械運転員・整備員表彰

■外国人技能評価試験（5月期）
月　日：5 月 27 日（金）
場　所：CAT 北陸教習センター
出席者：堤事務局長ほか 2 名　
受検者：
専門級　掘削　　�学科及び実技� 1 名 

実技のみ� 12 名 
学科（再試験）� 1 名

　　　　締固め　�学科及び実技� 1 名 
実技のみ� 8 名 
学科（再試験）� 1 名

上　級　締固め　実技のみ� 2 名
■令和 4年度 北陸地方防災エキスパート
運営委員会
月　日：5 月 30 日（月）
場　所：アートホテル新潟駅前 4F 越後
出席者：堤事務局長
議　題：①令和 3 年度活動報告について 

②専門防災エキスパートの選出につい
て　③防災エキスパート活動全般につ
いて　④北陸地方整備局における防災
対応について（講演）

■第 11回 支部通常総会
月　日：5 月 18 日（水）
場　所：ウイル愛知 女性総合センター
出席者：所輝雄支部長ほか約 88 名
議　題：①令和 3 年度事業報告及び決算

報告承認の件　②令和 4・5 年度運営
委員選任関する件　③令和 4 年度事業
計画及び収支予算報告の件等

■第 13回 南海トラフ地震対策中部圏戦略
会議
月　日：5 月 19 日（木）
出席者：渡邉光吉災害対策部会長
場　所：Web 会議にて参加
内　容：「令和 3 年度南海トラフ地震対策

中部圏戦略会議活動報告」等について
■令和 4年度天竜川上流総合水防演習

月　日：5 月 22 日（日）
演習参加会員：コマツカスタマーサポー

ト㈱中部カンパニー
展示参加会員：コマツカスタマーサポー

ト㈱中部カンパニー，㈱シーティーエ
ス，㈱中部テクノス

会　場：長野県飯田市川路地先

■運営委員会
月　日：5 月 12 日（木）
場　所：大阪キャッスルホテル
出席者：深川良一支部長以下 33 名
議　題：①令和 3 年度事業報告（案）及

び決算報告（案）の件　②令和 4・5
年度運営委員選任の件　③優良建設機
械運転員等表彰の件　④令和 4 年度会
長表彰について　⑤支部総会後の講演
について

■建設用電気設備特別専門委員会（第 477

回）
月　日：5 月 19 日（木）
場　所：中央電気倶楽部 会議室
議　題：①「JEM-TR104 建設工事用受

配電設備点検保守のチェックリスト」
審議　②点検表意見交換　③新規の機
器メーカの参画について　④その他

■支部通常総会
月　日：5 月 27 日（金）
場　所：関西支部
出席者：深川良一支部長以下 121 名
議　題：①令和 3 年度事業報告及び決算

報告の件　②任期満了に伴う運営委員
選出に関する件　③令和 4 年度事業計
画及び収支予算の件　④本部事業概要
報告　⑤令和 4 年度会長表彰　⑥優良
建設機械運転員等表彰

講　演：宇宙医学の現状と将来に向けて
講　師：京都大学宇宙総合研究ユニッ

ト・特定准教授　寺田昌弘氏

■第 1回施工技術部会（Web会議）
月　日：5 月 12 日（木）
出席者：新宅清人部会長ほか 4 名
議　題：①令和 4 年度部会事業実施計画

について　② DX・i-Con（情報化施工）
関係行事について　③その他懸案事項

■第 11回支部通常総会
月　日：5 月 16 日（月）
場　所：ホテルセンチュリー 21 広島
出席者：河合研至支部長ほか 39 名
議　題：①令和 3 年度事業報告承認の件 

②令和 3 年度決算報告承認の件　③令
和 4・5 年度役員選任　④令和 4 年度
事業計画（案）に関する件　⑤令和 4
年度収支予算（案）に関する件　⑥本
部の事業概要報告　⑦本部感謝状贈呈

■令和 4年度「建設の機械化施工優良技
術者」表彰式
月　日：5 月 16 日（月）
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場　所：ホテルセンチュリー 21 広島
受賞者：運転・整備部門 1 名 管理部門

5 名
■令和 4年度建設技術講習会【Web】

期　間：5 月 18 日（水）～ 31 日（火）
受講者：248 名
演　題：①最近の建設業をめぐる話題…

中国地方整備局企画部長　② ICT 活
用工事の最近の動向と事例紹介…（一
社）日本建設機械施工協会施工技術総
合研究所　③令和 4 年度の入札契約制
度及び生産性の向上と働き方改革につ
いて…中国地方整備局企画部技術管理
課長　④中国地方整備局のインフラ
DX・i-Construction…中国地方整備局
企画部建設情報・施工高度化技術調整
官　⑤河川構造物の高度化について…
中国地方整備局河川部河川情報管理官 
⑥社会資本の戦略的維持管理について
…中国地方整備局道路部道路保全企画
官　⑦穿孔作業の集中管理による山岳
トンネルの発破の高度化について…㈱
安藤・間建設本部土木技術統括部技術
第三部トンネルグループ

■ R4第 1回運営委員会
月　日：5 月 19 日（木）
場　所：ホテル「マリンパレスさぬき」

（高松市）
出席者：藤山究副支部長ほか 26 名（う

ち，委任状提出 10 名）
内　容：①令和 3 年度事業報告に関する

件　②令和 3 年度決算報告に関する件 
③令和 3 会計及び業務監査報告に関す
る件　④令和 4 ～ 5 年度役員等候補者

（案）に関する件
■四国支部第 11回（R4年度）通常総会

月　日：5 月 19 日（木）
場　所：ホテル「マリンパレスさぬき」
（高松市）

議決権総数：128 社
出席社数：116 社（うち，委任状提出 64

社）
出席者総数：藤山究副支部長ほか 51 名
議　題：第 1 号議案 令和 3 年度事業報

告承認の件，第 2 号議案 令和 3 年度
決算報告承認の件，第 3 号議案 令和
3 年度会計及び業務監査報告に関する
件，第 4 号議案 任期満了に伴う役員
改選に関する件，第 5 号議案 令和 4
年度事業計画に関する件，第 6 号議案 
令和 4 年度収支予算に関する件

■ R4年度第 1回運営委員会
月　日：5 月 19 日（木）
場　所：福岡リーセントホテル 2F クリ

スタルルーム
出席者：松嶋支部長ほか 26 名（議長委

任出席含む）
議　題：①令和 3 年度事業報告及び決算

報告に関する件　②任期満了に伴う役
員改選に関する件　③令和 4 年度事業
計画及び収支予算に関する件　④本部
会長及び支部長 表彰の報告

■第 11回通常総会
月　日：5 月 19 日（木）
場　所：福岡リーセントホテル 2F 舞鶴

の間
出席者：松嶋憲昭支部長ほか 99 名（議

長委任出席含む）
議　題：①令和 3 年度事業報告及び決算

報告に関する件　②任期満了に伴う役
員改選に関する件　③令和 4 年度事業
計画及び収支予算に関する件　④本部
会長及び支部長 表彰式　⑤特別講演

「地上写真測量による土工の出来高算
出要領に対応するスマホアプリ」「重
機の安全支援装置の現状とリスク」

■企画委員会
月　日：5 月 25 日（水）
場　所：九州支部 会議室
出席者：原尻克己企画委員長ほか 7 名
議　題：①第 4 回 i-Construction 施工に

よる九州支部生産性向上推進会に関す
る件　②「第 11 回通常総会」及び「第
1 回運営委員会」について　③その他
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DX について知っているつもり程
度 の 知 識 し か な い 私 は， 家 人 に

「DX ってどういう意味なの？」と
聞かれ，何かの書物で読んだことを
さも知っているかのように「昔は鉄
道に乗車するときは切符を買って改
札で鋏を入れてもらっていただろ，
それが Suica の自動改札に替わった
じゃない。今は 1 枚のカードで各社
乗り継ぎまでできる，あれが DX」
と答えることで繕っていました。そ
んな知識不足の私に今回，機関誌の
DX 特集担当が回ってきました。

企業が「デジタル化」を重要課題
として取組み始めていることが影響
しているのでしょうか，一緒に担当
する岡本さんの助言や編集委員皆さ
んの協力もあり，多くの方が執筆を
快諾してくださいました。

巻頭言をお願いした東京大学特任
教授小澤一雅先生から「DX 推進の
要諦は，多様なデータの連携から新
たな価値を創造することである。ま
ず，データ活用のためのデータ整備
を図る必要があり，次に，異なる組
織間でデータやアプリケーションを
活用するためのシステムが必要であ
る。さらに，DX 推進のための組織
の変革が有効であり，DX はこれら
の活動を通して，ビジネス，組織，
プロセスや文化の変革をもたらすと

言われる。建設産業がより付加価値
の高いインフラサービスを提供する
国際競争力の高い産業として発展す
ることが望まれる。」という提言を
いただきました。

執筆いただいた 2 本の行政情報
は，「国土交通省が推進するインフ
ラ分野の DX」，「建設機械分野の
DX の取組み」というタイトルで，

「データとインフラ技術を活用した
DX 推進本部の施策」や「建設機械
施工の自動化・自律化・遠隔化技術」
について紹介していただきました。
また特集報文も「データの整理・活
用方法」，「データ活用事例」，「共通
制御信号システム開発事例」，「シス
テムの運用事例」など結果として巻
頭言でいただいた提言について多く
の実証事例報文が集まったと確信し
ています。そして「交流の広場」エ
アロセンス㈱様の「AI ロボットと
共生していく時代を，ドラえもん文
化のある日本が，その世代が，世界
をリードしていく」という言葉に将
来への希望を感じました。

最後になりますが，ご多忙にもか
かわらずご寄稿いただいた執筆者の
皆様とご尽力いただいた関係者の皆
様に厚く御礼申し上げます。執筆い
ただいたこれらの報文が，今後の建
設機械施工 DX の一助となりますな
ら幸甚です。ありがとうございまし
た。

� （赤坂・岡本）
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8 月号「橋梁特集」予告
・持続可能なインフラメンテナンスに向けた新技術の活用促進に係る取り組み　・道路橋におけ
る基礎の施工法と設計法の変遷　・塩害と台風環境下における鋼橋の高防食技術の開発　・JICA
における海外協力　・多軸式特殊台車を用いた重交通交差点上での夜間架設　・多摩川スカイブ
リッジで活躍した施工機械　・スパンバイスパン架設工法による橋梁上部工の施工　・長大スパ
ンのプレキャストセグメント張出し架設　・下郷大橋におけるアーチリブの施工　・ダッカ都市
高速鉄道 6 号線　橋梁及び高架駅建設工事　・海外でのプレテンション桁の製作　・関西圏都市
部における中国道リニューアル工事　・スマート床版更新（SDR）システムの開発　・シンガポー
ル公共工事 40 m スパンの仮設鋼構造トラス橋（歩道）の解体・撤去　・床版取替工事向け多機
能床版取替機　・橋梁維持管理への AI 活用
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令和4年 7 月 25 日発行 
（毎月1 回25日）通巻869号  

雑誌 03435 - 7

令和4年7月25日発行（毎月1回25日）　Vol.74  No.7 （No.869）

特集　�特集　�建設施工のDX建設施工のDX

発破用せん孔機の自動化技術と発破用せん孔機の自動化技術と
複数台遠隔操作ベンチリモート複数台遠隔操作ベンチリモート

背 5mm

77

巻頭言 建設DX推進のためのデータ・システム・組織

空飛ぶロボットで社会を支える交流の広場

● �自律施工の促進と普及を目的とした自律施工技術基盤OPERAの提案
● �人流データの開発
● �AIによる画像解析技術が拓く土木分野の課題解決へのアプローチ
● 建設業におけるデータを活用したDXへの取り組み
● 建設メタバース　他

技術報文 ● �国土交通省が推進するインフラ分野のDX
● �建設機械分野のDXの取組み

行政情報

● 第11回通常総会・第42回理事会報告
● 令和4年度　日本建設機械施工大賞　受賞業績

JCMA報告
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